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はじめに

企業は色々な面で厳しい状況に置かれています。今後の生き残りのためには新製品を開

発して、会社の売り上げ、利益を確保する必要性が益々増しております。

しかしながら新製品を開発して欲しいと社長から命令されても、命令された社員はすぐ

には名案が浮かびません。今すぐ利益に貢献する製品を求められているのか、5 年後 10 年

後で良いから大きく会社に寄与できるような、事業の新しい柱となり得るような製品を求

められているのか状況に応じて対応策は違ってくると思います。多くの企業は以下に示す

ような状況を抱えていると考えられます。

（１） 資金はあるが、商品のネタがない

（２） 研究者はいるが、優れたアイデアが足りない

（３） 自社の事業ビジョンにあてはまるアイデアが欲しい

（４） 積極的に特許を探している

新製品開発を思い立ったら、まず自社の棚卸しをする必要がある。人的資源は、技術的

資源は、財務的資源はなど、すべてを棚卸しして自社の得意技何か？自社の不足している

部分は何か徹底的に洗い出すのである。そして、自分たちの得意分野を生かせて、足りな

い技術を他社から導入して、世の中で困っている分野で自分たちならきっと貢献できる考

えられる業務を考える事である。そうすればどのような新製品を開発したいかが明確にな

ってきます。

とは言っても新製品開発のネタがなければ始まりません。ということで本書ではこれか

ら新製品を開発したいと考えているあらゆる人々にそのネタを提供しようと考えています。

ものづくり道（１） 提案制度の生かし方

多くの企業で提案制度を実施しているが、その多くは提案を受けた書面を見て、課長や

部長という上司がこれは良い、これは提案に値しないと自分の裁量で判断するケースがほ

とんどであると思われる。これではせっかくの提案制度も本当に生きたものとはなりがた

い。では、どうすればよいのでしょうか?

基本的には、提案という着想段階での創造性の芽をつまないようにすることです。具体

的には、それぞれの提案の｢育ての親｣を決めるように制度を変更することです。この提案

は全社的な判断が必要な案件なので｢育ての親｣は社長とするとか、その提案をできるだけ

生かす方向で検討することです。

提案が具体的にモノになり、会社が利益を得た場合には、その利益の一部を提案者、育

ての親、そして商品化に協力してくれた人に等しく還元するようにすることです。

このような提案制度であれば、社員も積極的に参画する意欲がわいてくると思われます。

昔ながらの、提案制度を実施している会社の経営陣の方々に参考にしていただきたい考え

方だと思うのです。
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第１話 簡便に新製品開発のヒントとなるネタを集めよう

新製品のネタは特許情報にたくさんあります。何故なら企業は自社の開発した技術を特

許として出願し、権利をとろうとするからです。出願１年半後には公開公報としてその最

新発明の内容が公開されます。最近は、多数の特許情報を解析できるソフトも市販されて

いますが、数十～百万円程度の初期投資が必要ですし、特許情報の解析を依頼すると１案

件で数百万円程度の費用が必要となります。しかも解析結果は大雑把な傾向の把握は得意

ですが、具体的な中味は個々の公報を取り寄せて研究者自身が読み込む必要があります。

ここでは簡便で実用的な技術ネタの集め方を大公開致します。

（１）テレビ放送を活用する

テレビ番組の中でＴＢＳの「夢の扉」（現在は放送終了）や「がっちりマンデー」、テレ

ビ東京の「カンブリア宮殿」「ガイアの夜明け」などビジネス系の番組を良く見ています。

（２）新聞記事のチェック

日本経済新聞などの新聞に掲載される最近話題の技術に関する報道も貴重な情報源です。

（３）雑誌記事のチェック

ビジネス系の雑誌としては「日経ビジネス」が非常に有名であるが、雑誌「ウエッジ」

などでも注目する技術を紹介しています。。

（４）公的機関（大学・研究機関）の最新情報をチェック

（独）科学技術振興機構（ＪＳＴ）は最新の大学の研究成果を報告していますし、（独）

新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）では最近の研究成果を報告しており、

新しい技術の開発に関する情報源として有用です。

次の図は、ＪＳＴが公開している各大学が実施している新技術説明会の案内です。

注目の新技術も公開されており、右側に一覧ボタンをクリックするとより詳細な内容を表
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示できます。

その中で興味を持った案件をクリックすると、下図のように詳しい情報が入手できます

下図に示すように JST が推薦する新技術説明会も開催されています
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下図は、ＮＥＤＯのプレスリリース記事中をマグネシウムで検索した画面

その中の最初のニュースの詳細情報を表示
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このようにＪＳＴ及びＮＥＤＯからも色々な技術情報を無料で入手できる。

ＪＳＴでもニュース記事を発行しているが、ＮＥＤＯでも海外レポートなどを出している

ＮＥＤＯ海外レポート 1085 号の目次を表示
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以下では、以前ピックアップした技術の概要を紹介しよう。

１－１．ＴＢＳ「夢の扉＋」（現在は放送終了）から得た技術情報

最近の放送の中から注目される内容をピックアップ

Ｎｏ 放送日 放送内容 開発担当者

１ 2009/2/1 ミクロな泡 ＲＥＯ研究所

開発室長 千葉金夫

２ 2009/11/1 絶対に緩まないナット ハードロック工業

若林克彦社長

３ 2010/2/14 気配りミラー コミー

小宮山栄社長

４ 2010/11/7 木からプラスチックを作る 三重大学

船岡正光教授

５ 2010/12/12 Nature Technology 東北大学

石田秀輝教授

６ 2011/5/1 天然空調の家 ジオパワーシステム

橋本東光会長

７ 2011/7/3 メタンハイドレートを採掘 東京大学 工学部

増田昌敬准教授

８ 2011/7/31 竹からプラスチック 東亜工機

田渕国広社長

９ 2011/9/18 新発電機開発 平松敬司
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１０ 2011/10/23 太陽熱を一点に集めるミラー 三鷹光機

中村勝重社長

１１ 2011/5/9

2012/1/1

石油を生む藻 筑波大学

渡辺信教授

１２ 2012/3/4 鮭節 猟師 朝倉奉文

１３ 2012/4/29 不燃木材 アサノ不燃木材

浅野成昭

１４ 2012/5/27 耐震マット プロセブン

代表取締役 小玉誠三

１５ 2012/6/10 強くて燃えないマグネシウム合金 熊本大学

川村能人教授

１６ 2012/6/24 未来のコンクリートで寿命１００年

の建物を造る

東京電気大学

今川憲英教授

１７ 2012/7/8 余った熱で電気に

低温排熱発電機

アルバック理工

代表取締役 石井芳

１８ 2012/10/21 シェールオイル 石油資源開発国内事業本

部 副本部長 横井悟

１９ 2012/11/4 液状化対策の切り札 ”新型土嚢“ メトリー技術研究所

所長 野本太

２０ 2012/12/26 マグネシウムと塩水で発電 夢の新

型燃料電池を開発

東北大学

小浜泰昭教授

１－２．雑誌「ウエッジ」から選んだ技術

雑誌「ウエッジ」では人にやさしい技術を毎号掲載しています。

Ｎｏ 雑誌発行年 技術内容 担当機関名

１ 2012/7 普及に弾みすぐ設置できる小水力発

電

シーベルインターナショ

ナル

２ 2012/8 年３回収穫可能味もよい果樹用植物

工場

東京農工大学

萩原勲教授

３ 2012/9 微生物と食品飼料活用し強い養鶏を

創る

アルム･エコチキン

山本昌実専務

４ 2012/10 工場の排熱で冷凍もできる熱音響エ

ンジン

東海大学工学部

長谷川真也助教

５ 2012/11 海水と淡水から電気を作る浸透圧発

電

協和機電工業

坂井秀之社長

６ 2012/12 古紙で汚泥が強固な土に生まれ変わ

る

森環境技術研究所

所長 森雅人

７ 2013/1 沈香の新合成法を編み出した「ストレ

ス」研究者

鳥取大学農学部

山本福寿教授

８ 2013/2 温めた半導体で複合材から炭素繊維

を分離

信州大学繊維学部

水口仁特任教授

９ 2013/2 製造業に革命３Ｄプリンターの実力

拝見

ものづくりラボ「ＣＵＢ

Ｅ」
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このように事前に自分が関心を有する技術の概要情報を入手してから、関連する特許情

報を探す方が効率的ではないかと考えています。

ものづくり道（２） 良い研究指導者の資質とは？

良い研究指導者の資質について考えて見ましょう

１）研究意欲を燃えさせる

研究者に研究意欲を持続させることは非常に大切です

２）障害物を除いて、困難や行き詰まりを開いてやる

研究は途中で苦難や困難な場面に遭遇します、その時に障害を取り除ける指導者であ

れば頼もしい限りです

３）雑用を除いてやる

できるだけ研究本来の仕事に時間を費やしたいものです

４）良き見通しをもった魅力ある総合的な計画に、巧みに方向付けをしてやる

５）研究促進の手立てを工夫してやる

研究が促進されるような手立てを考えてあげる

６）良きパートナーを見つけ、プロジェクトチームを作るなどして、横の連携をつけてや

る

研究開発には多くの人の協力が欠かせません。社内だけではなく、社外にも眼を配り、

協力者をつけて早期に開発できるように計らうべきです

７）研究成果を役に立たせてやる

研究成果を当初の目的以外にも使えないか常に考え、実用化の道を探る

８）研究者の予算は査定するのではなく、必要な予算はとってきてやる

開発にはお金が必要です、できるだけ研究者の意向に応じた予算が獲得できるように

する必要があるでしょう

どうでしょうか、実際に研究者を指導している立場の人には、難しいと感じられた方も多

いのではないでしょう。できるだけ理想の姿へ近づけるよう努力する姿勢を持ちたいもの

です。
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第２話 素材分野の新技術・新製品開発のヒント

２－１．２１世紀の素材－マグネシウム（Ｍｇ）

マグネシウムは非常に軽い金属です。マグネシウムの持つ大きな欠点は燃えやすいとい

う点にありました。マグネシウムに他の金属をを配合して燃えにくい合金をつくる取り組

みが長年なされて、数百度Ｃ程度の温度まで難燃性を有する合金の開発に成功しています

し、昨年 2012 年には熊本大学先進マグネシウム国際開発センターの川村能人センター長ら

は、実質的に不燃性と言えるマグネシウム合金の開発に成功しました。非常に興味深く世

界中の研究者などが注目している技術なので、マグネシウムに配合する金属成分について

は明らかにしていません。しかしながら、特許出願をすませたと言われていますので、そ

の内詳しい内容が判明するでしょう。

マグネシウム地金を製造する方法としては、熱還元法（ピジョン法）と電解法がありま

す。熱還元法というのは酸化物状態で存在する原料（ドロマイト）を高温真空中で還元反

応を起こし、Ｍｇ地金を製造するというものであり、電解法とは海水中に存在する塩化マ

グネシウムの液を一旦加熱して酸化マグネシウムＭｇＯの状態にして、それに塩素を加え

無水塩化マグネシウムに変えてから電気分解してＭｇ地金を製造するというものです。い

ずれの方法でもＭｇ地金の価格は他の金属に比べて高価であるため特殊な用途にしか実用

されていません。安くＭｇを製造する方法として研究されている技術がレーザを使用する

技術です。レーザというのは人工的に作り出された光で、波長や振幅及び進行方向まで揃

えた光でレンズを用いると１点に光を集めることができ、エネルギーを１点に集中させる

ことが可能となります。８０ワットの電球では照明はできても、物の加工はできません。

８０ワットのレーザなら鉄板に穴を開けることができます。このようにレーザの特徴は時

間的にも、空間的にもエネルギーを集中できる点にあると言えます。

２－１－１．Ｍｇ製造用太陽光レーザに関する研究

東京工業大学矢部教授らは、海水中から比較的安価にマグネシウムを製造する方法とし

て、太陽光レーザを利用することを研究しています。試験的にＭｇをレーザ光照射で製造

することに成功しています。

一方、東北大学・未来科学共同研究センターの小濱泰昭教授らは太陽熱を利用する技術

を開発しております。それらに関連する公開特許を１１－１節に掲載しました。

２－１－２．難燃性マグネシウム合金に関する研究

他の金属成分を加えて、難燃性マグネシウムを製造しようとする研究はかなり以前より

成されていました。１２－２節で紹介した特許の古いものは、1998 年 10 月の出願ですの

で、それより数年前から研究が進められていたと推測できます。

産業技術総合研究所の九州センターが研究開発を進めてきたことが分かります。添加す

る金属成分としては、カルシウムとアルミニウムが主体です。

他の研究機関も難燃性マグネシウムに関する研究を行っていますが、詳細は割愛させて

いただきました。
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２－１－３．不燃性マグネシウム合金の研究・開発

熊本大学先進マグネシウム国際研究センターの河村能人教授は2012年に不燃性の高強度

マグネシウム合金｢KUMADAI マグネシウム合金｣の開発に世界で初めて成功したと発表し

ました。これまでのマグネシウム合金では 550～600 度Ｃ程度で溶解が始まり、発火してし

まいました。世界各国で難燃性のマグネシウム合金の研究が行われていましたが、発火温

度は 850 度Ｃが限界でした。今回開発したマグネシウム合金の発火温度は 1,105 度Ｃで、

これは純マグネシウムが沸騰し始める温度（1,091 度Ｃ）でも、発火しないことを示してお

り、発火温度の極限を達成したと言えます。この合金は、社団法人日本鉄道車両機械技術

協会の鉄道車両用材料燃焼試験において｢不燃性｣の判定を得ております。

更に、開発合金の高性能化を目指した研究開発を進めると同時に、大型の素形材（板、

棒、パイプ等）を製造するための製造基盤技術と量産化技術の開発、開発合金を用いた応

用製品の開発などを進める予定となっております。

２－２．森林資源を起源とする素材

森林資源として古くから木材や竹が人間生活に利用されてきました。木材を分子レベル

で眺めてみると、木材はセルロースとヘミセルロースという炭化水素とリグニンという有

機物、これらの物質の集合体です。京都大学の矢野浩之教授らのグループは、補強用繊維

として有望なセルロースナノファイバーを研究･開発しました。

一方、三重大学の舩岡教授らは従来から難しいと言われていた木材からリグニンを分離

する技術を確立し、リグニンを用いた再生可能なプラスチック｢リグパル｣を開発しました。

米国では、最近採掘できるようになったシェール･ガスを従来の石油に代わる原料として

各種化学品を製造しようとする動きがあります。

日本では、木材資源は豊富にあるのでそれを有効活用した化学を推進すると独自の技術

となる可能性があります。

２－２－１．セルロースナノファイバー

ナノセルロースの原料としてはセルロースを含有するものなら何でも利用できます。木

材や稲わら、砂糖きび、砂糖大根、キャッサバ及びじゃがいもなどの搾りかすなどからセ

ルロースナノファイバーを製造することができます。原材料を投入し、機械的な力で解繊

すると言う方法です。混練機、高圧ホモジナイザー、グラインダー、二軸混練機及びビズ

ミルによる製造が検討されてきました。セルロースナノファイバー水懸濁液をシート化し、

樹脂を含浸させた後、熱圧成形により複合材料を作ることができます。複合材料に関して

は、１１－３節に示すように１件登録特許が成立しています。

セルロースナノファイバーは、軽くて強い（鋼鉄の１／５の軽さで、５倍以上の強度）、

大きな非表面積（２５０mg/g 以上）、熱による変形が少ない（ガラスの１／５０程度）、植

物由来のため資源が豊富で、環境負荷も少ないという特徴を有している。

フィルム、シート材料、家電部品、包装容器、ＩＴ部品、自動車部材などの用途への展

開が期待されている。

表１には他の代表的繊維との特性を比較した表を掲載しました。
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表１ 補強用繊維としての比較

補強用繊維 セルロース

ナノファイバー

炭素繊維 アラミド繊維 ガラス繊維

密度（g/cm3） １．５ １．８２ １．４５ ２．５５

弾性率（ＧＰａ） １４０ ２３０ １１２ ７４

強度（ＧＰａ） ３(推定値) ３．５ ３ ３．４

熱膨張（ppm/K） ０．１ ０ －５ ５

持続型資源 ◎

２－２－２．細胞を滑らせ自由自在に木材を成形

愛知県名古屋市にある産業技術総合研究所サステナブルマテリアル研究部門の杉元宏行

さんらは、金属加工の冶金技術の研究者であった。その技術を木材に応用しようと取り組

み、温度と圧力がある条件になった時に、細胞層と細胞壁のリグニンが柔らかくなり細胞

が滑って流動性が発生する現象を見つけ、この現象を用いて木片や木粉を金型に入れ、加

熱しながらプレスし、小さな部品、容器など木材を望む形に成形できる技術を確立した。

研究開発室の竹田博室長は、この技術をエンジニアリングプラスチックのような工業材料

として普及させることを夢見ています。

２－２－３．竹繊維を簡単に製造できる装置を開発

竹繊維を製造する装置を開発したのは四国の発明王と呼ばれている香川県三豊市の東亜

機工株式会社を経営する田淵国広社長である。従来竹を粉砕すると粉末になり、繊維状に

することは困難であった。竹を簡単に繊維にできるので色々な材料と複合して有用な製品

へ展開することが容易になった。昔に比べ利用が減少した竹資源の有効活用へ結びついて

いただきたいものである。

２－２－４．不燃木材を開発

福井県坂井市にある浅野木材工業は、木材にホウ酸系の液に各種添加剤を混合した不燃

処理液を開発し、木材に染み込ませる手法で木材を不燃化することに成功した。尚、２０

１３年１月に債権者の申し出により福井地方裁判所は浅野木材工業の破産手続きの開始を

決定しました。会社は引き続き営業活動を行っているようです。

２－３．超高温材料の開発

超高温材料とは、１０００度Ｃ付近から２０００度Ｃ付近の温度領域で使用可能な材料

のことです。これまで超合金と呼ばれる材料が検討されてきました。モリブデン（Ｍｏ）

やタングステン（Ｗ）の合金は高温強度は大きいが耐食性に劣り、逆に白金（Ｐｔ）は耐

食性はよいが、強度が小さい。ニッケル（Ｎｉ）やコバルト（Ｃｏ）を主成分とする超合

金は、高温強度と耐食性のバランスの点で最も優れ、およそ１０００度Ｃ位までの耐用温

度を備えている。より高温で使用可能な材料を求めて、Ｃ／Ｃコンポジット、金属間化合

物など新しい材料開発が進められています。

東北大学の吉見享祐准教授らはＭｏ－Ｓｉ－Ｂ合金で超合金を得ようと研究を行ってい
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ます。

超高温材料として検討されているのは、金属系化合物としては金属間化合物、アルミナ、

ジルコニアなどのセラミック系材料や繊維を強化した金属、セラミックス、炭素系材料な

どがある。

ものづくり道（３） 企業の４原則

企業のあるべき姿について色々言われていますが、４原則を考えてみよう

原則１：法の上に良心を置く

法を遵守することは当然であり、更に良心に照らして人類の福祉に反しない行動をとる

べきである

原則２：企業間のモラルを守る

信用を第一と心得、企業間の約束事などを遵守する

原則３：一致団結する

社員一同が心を一つにして、企業継続のために邁進する

原則４：役割に全力を尽くす

一人ひとりがそれぞれの立場で仕事を与えられています。それぞれがその役割を全力で

こなせば、その会社には怖いものはないでしょう

グロバルスタンダードより、昔からのスタンダードを日本企業の根幹にしよう

ものづくり道（４） 労働の要素

労働には三つの要素があります

一つは、｢働く｣という、活動性に関する側面です

二つ目は、｢考える｣という、創造性に関する側面です

三つ目は、｢喜ばれる｣という、社会性に関する側面です

自分が働くことによって生活に必要な糧を得ることができます。更に日々の労働の中に

は｢考える｣という人間特有の創造性を発揮する機会を得ることができます。社会にとって

有用で、役に立つ商品やサービスを考えて、社会へ提供したときに、それを使った人々か

らありがとうという言葉を受けたり、思いがけない賞をいただいたりする場合があります。

人の役に立っていると実感できたとき、人間が喜びと生きがいを感じるようにできている

ようです。

労働を通して、喜びと生きがいを感じられる日々を私たちもおくりたいものです。
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第３話 食の世界における新技術･新製品開発のヒント

３－１．ＣＡＳ技術で食品流通に革命を起こす

従来の冷凍食品は、チルド食品と比較しておいしくない、食感が悪くなる、冷凍臭が気

になる、退色して自然の美しさが失われるといった諸問題を抱えていました。これを解決

する冷凍技術を開発したのが株式会社アビーである。

３－１－１．株式会社アビーとは？

千葉県流山市に本社を置き、１９８９年に設立された資本金２千万円の大和田鉄男氏が

社長を務める中小企業です。それぞれの素材に適した冷凍・保管・解凍機能を開発し、和

菓子・洋菓子用、パン用、米飯用、加工食品用、鮮魚用、精肉用など各種用途に応じたＣ

ＡＳフリーザを提供している会社です。

３－１－２．ＣＡＳ冷凍技術の特徴

食品などを冷凍する場合に、冷凍に伴う食品の細胞が破壊されるのを如何に防いで冷凍

するかが課題であった。ある温度まで冷却後、極めて迅速に冷凍するという方法を用いる

と水の粒子が極めて小さい形で氷り、細胞を破壊しない冷凍が可能であることを見いだし

た。それは電場と同時に磁場を印可した冷凍方法で実現できた。ＣＡＳとは、Cell Alive

System の略したものであり、細胞が生きたまま冷凍される技術という意味である。

３－２．氷感技術を開発･

氷感技術とは、氷点以下でも水が氷らない技術のことです。水分子は０℃以下になると

分子同士が結びついて｢固体｣の状態へ変化します。氷感庫は、保存庫内に高電圧を加えて、

微量の電流を流すことで分子を微振動させます。この微振動が水分子同士の結びつきを抑

制する作用で、｢氷点以下なのに凍らない｣無凍結状態を作り上げます。

冷蔵では不可能であった長期保存、鮮度の長期維持およびアミノ酸が増加することによ

る熟成効果などが得られることが分かりました。

３－３．新しい鮮魚流通システム開発に挑む

松井寿秀氏を社長とする群馬県のベンチャー企業マーズカンパニーは基本技術を他社か

ら導入し、食品冷蔵の新しい分野へ業務転換した企業である。導入した基本技術に自社の

技術を加味して、蔵番（Kuraban）という従来の冷蔵庫の３倍から１０倍の鮮度保持能力

を有する冷蔵庫を商品化した。更に、１００万円を切る価格の小型サイズの蔵番（Kuraban

Lite）を売り出す予定にしている。

シースノーと呼んでいる海水または塩水を使用してできた雪状の氷を開発し、鮮魚の流

通を変えようという試みもしている。シースノーを鮮魚の流通に用いると、雪のようにさ

らさらした氷なので魚体の痛みを防止でき、チルド流通でも安定したマイナス温度を長時

間維持でき、３日後でも漁獲当初の新鮮さを維持できます。漁民から注目され、一部の漁

師は漁獲した船内でシースノーを用いた魚保存を行い、港に着いたらそのまま市場へ出荷

するということを行っています。鮮魚を提供する店舗サイドも新鮮な鮮魚を客へ提供でき
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るということでこの技術に注目しています。

３－４．新規な乾燥技術で規格外食品を有効活用

規格外青果物は農家の収入源とはなっていません。これを解決したいと考えたのが八尋

産業株式会社の大矢社長と株式会社エフ･ジーの前島専務です。この規格外の青果物を買い

取り、栄養価や色調を残したまま乾燥し、保存する技術を開発しました。

表 主たる乾燥方法の比較

項目 低温蒸気加熱

乾燥法

減圧平衡発熱

乾燥法

フリーズドライ

法

遠赤外線

温風乾燥

殺菌方法 低温蒸気

（40～65 度）

オゾン プランチング 塩素剤

乾燥方法 60～65 度以下

で減圧

35～40 度 凍結乾燥 60～70 度

乾燥物の水

浸透時の復

元性

復元が容易 復元しない 復元が極めて容

易

復元しない

成分 難分解 難分解 難分解 易分解

香り 搾散し難い 搾散し難い 搾散する 搾散する

水分 3～7％

(短時間で調整可）

7～13％ 3～5％ 4～6％

(長時間必要)

ビタミン 難分解 難分解 難分解 易分解

成分 難分解 難分解 難分解 易分解

酵素 失活し難い 失活し難い ほとんど失活 ほとんど失活

乾燥時の食

材の温度

40～65 度以下 35～50 度 40～70 度

（棚温度）

60～70 度

乾燥時間 8～12 時間 24～40 時間 8～24 時間 約 20 時間

製造方法 バッジ式 バッジ式 バッジ式または

連続式

バッチ生産

添加物 なし なし なし ブドウ糖など

賞味期限 １～３年 １年 ３年以上 ３～６ヶ月

主たる商品 野菜 果物 野菜、果物 野菜、果物

野菜は低温加熱蒸気乾燥法で、果物は減圧平衡発熱乾燥法でそれぞれ乾燥物を製造して

います。大きな特徴は、食材が有する酵素などの成分を壊さないで乾燥できることです。

３－５．食材の加工装置を開発

３－５－１．野菜加工装置開発の株式会社ドリマックス

株式会社ドリマックスは埼玉県川口市に本社を構える資本金１千万円の企業である。

色々な食材を加工する装置を開発･製造している企業である。
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３－５－２．鶏肉加工装置を開発した前川製作所

東京江東区に本社を構える株式会社前川製作所は冷凍技術を中心とする「場所｣的経営を

モットーとする非常にユニークな会社である。食品分野へも進出し、鶏肉の加工装置を開

発･販売している。鶏肉を自動で各部位に切断･分離する優れた加工装置である。

３－６．果樹用植物工場技術の研究

東京農工大学の荻原勲教授は園芸作物の高収量･高品質持続生産を可能とする技術や品

種を開発する研究に取り組んでいます。

その結果、植物工場内に地上部には、春、夏、秋の環境の部屋を作り、地下部には早春、

冬、晩秋の環境の部屋の６部屋を作り、鉢植えのブルーベリーを各室へ順次移動させる方

法を採用することで、通常１年かかる開花。果実の期間を短縮することに成功した。ぶる

ーベリーでは年３回収穫できるようになった。他の果実でも検討をすすめている。

３－７．微生物と食品飼料を用いた養鶏

環境保全型の養鶏技術を応用栄養学食品研究所の代表･山口廣治氏が開発し、アルム・エ

コチキンの荒嶋望社長が実践しています。鶏はバイオベッドと呼ばれる帯広畜産大学中野

益男名誉教授が牛用に開発したものを鶏用にアレンジして使っています。使っている微生

物は乳酸菌、酵母、バチルス菌などです。鶏が排出する糞尿はこれら微生物が分解してく

れるので、糞尿処理は不要で、いやな臭いもしません。

えさとなる食品飼料は、クズ米、おふ、海苔、ゴマ、パンなど約１５種類からなり、食

品工場などで廃棄しているものを集めて使っています。

ものづくり道（５） 開発の種

｢新製品開発の種｣は仕事をしている現場にあります。現場で働く作業員が一番早く｢種｣

を見つけることができます。

いい研究とは現場から生まれるもので、現場にたくさんころがっている改善や開発の種

をいかに見つけて、それを生かして研究に結びつけていくか、それがあなたの会社の実力

を示すことになります。

多くの企業では身近な場所に｢開発の種｣がころがっているにもかかわらず、社外に種を

求めて、意外と高額の投資をしていませんか。社長はじめ経営陣が現場に足を運び、作業

員に色々と聞いてみたり、問題点を見つけたりすればきっと新しい種を発見することがで

きるでしょう。何か問題が発生した時にのみ現場へ足を運ぶのではなく、普段から現場探

訪して種を見つける努力をしてみましょう。
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第４話 安全・安心で世界へ貢献する新技術・新製品開発のヒント

４－１．緩まないナット技術で安全を支える

緩まないナットを開発したのは大阪のハードロック工業である。

４－１－１．ハードロック工業株式会社の概要

ハードロック工業株式会社は,若林克彦社長が１９７４年に設立した資本金１千万円の企

業である。

＜経営理念＞

１．心豊かな創造性を磨き、無から有を生み出し進展させる

２．アイデアの開発を通じ、人と企業と産業の発展に貢献する

３．この社会は我が社のための道場であり見るもの触れるもの全てわが師である

ということを基本理念とし、全ての企業が社会に対して何らかの形で関与していると考え

るなら全ての企業は、社会に対して、それぞれ大きな使命を持つことになります。私たち

ハードロック工業が創業以来、生産、供給して参りました製品や現在開発中の製品には、

全て安全を願う心と安全を守ろうとする意志がこめられています。

＜ハードロックナットの特徴＞

１．ねじの回り回転がほぼ起こらない、完全に近い緩み止め効果を発揮

２．おねじの中間位置でも完全に固定が可能

３．繰り返し使用が可能

４．ボルト軸力（締結力）を長時間維持することが可能

５．作業性は簡単良好

６．大幅なコスト削減に貢献

７．ボルトの折損を防ぎ、締結体自身の寿命を伸ばす

（クサビを打ち込んで緩み止めが可能、作業性を向上させるために、③、④のようにナ

ットとクサビを一体化した形に進化させてきている）
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ハドロックナット(HLN)のクサビによる強力なゆるみ止め効果はボルトとナットを完全

に一体化させ、如何なる振動、衝撃も寄せ付けません。

４－１－２．特殊な構造を有する緩まないネジ

総勢 10 人の小さなベンチャー企業が 2000 年の歴史を持つねじに革命を起こそうとして

いる。らせん構造を持つ従来のねじは時間の経過とともに緩むリスクがあるが、特殊な構

造を持つ「緩まないねじ」を開発した。大幅増資を実施し、量産に備える。ねじの革命児

を訪ねた。

「学歴なし」「就職歴なし」。こんな経歴を申請書類に記入しながら、経済産業省や東京

都の開発資金を受け取っている男がいる。緩まないねじの開発を手掛ける「ＮｅｊｉＬａ

ｗ（ねじろう）」（東京・江東）の社長、道脇裕氏だ。

道脇氏は 10 歳ごろに「僕は今の教育システムに疑問を感じるので、自分の足で歩むこと

に決めました」と一方的に小学校に“休学宣言”した。以来、漁師、とび職など様々な仕

事を経験しながら、常に自分の頭で考えて行動を決めてきた。

携帯電話が広まる前から、無線機を使って双方向で同時通話できるシステムを作るなど、

学校にいかなくても発明を続けた。米国に渡って学んだこともある。緩まないねじは道脇

氏のひらめきとこだわりから生まれた。きっかけのひとつは 19 歳のころ、ねじが原因で自

分の運転する車のタイヤが外れたことだった。

ねじの締める力を強くするには、ボルトとナットなど互いのらせん構造を精密に作り込

み摩擦力を強くすることが研究者やねじ業界の常識だ。それは今も変わらない。従来も「緩

まない」を標榜するねじはある。だが、道脇氏は既存の商品は締め付ける摩擦力に頼る「緩

みにくい」ねじだったとみていた。そこで、らせん構造そのものにメスを入れ、摩擦に依

存しない「緩まない」ねじを実現しようとした。

ＮｅｊｉＬａｗの主力品である「Ｌ／Ｒネジ」のボルトには、右回りで締めるナットと

左回りのナット、両方に対応した山が作り込まれている。２つのナットは同じ動きはしな

い。互いがぶつかると、相手をロックすることで緩みを封じる。

「こんな難しい構造は作れない」。製造を委託しようにも金属加工メーカーからは断ら

れた。そこで自ら製造工具や光学的な品質検査手法を開発し、商品化に道をつけた。「Ｌ／

Ｒネジ」のサンプル価格は長さ 10 センチに満たないボルトとナット２つのセットで 10 万

円前後。通常のねじと同じように材料やサイズは自由に変えることができる。

Ｌ／Ｒネジの開発途上だった４年ほど前、米航空宇宙規格（ＮＡＳ）に準拠した試験を

すると、合格ラインの 17 分間まったく緩まなかった。それどころか、３時間ほどたつと試

験装置のねじが壊れた。緩まぬねじの評判はたちまち広まった。

量産すれば、通常のねじと同水準の価格で市場に供給できる。道脇氏には国や企業の関

係者が協力を惜しまなくなった。

以下に示した図は、道脇氏が考案した緩まないネジの原理を説明した図である。
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４－２．見えないところを見やすくする平面鏡を開発・コミー株式会社

４－２－１．コミー株式会社とは？

埼玉県川口市にあり、資本金は２千万円の昭和４８年に設立された企業です。

＜コミーはこんな会社です＞

１）世界のどこにもない商品を創る農耕民族的企業です

日本企業の９割は毎日｢競争｣で明け暮れていますが、コミーはそのエネルギーを｢創

造｣に使っています。コミーの持っている土壌に合った種を蒔き、じっくりと育てます。

そして｢特許｣や｢販売・製造ノウハウ｣というバリアをつくり、外敵を防ぎます。商品

はすべてオリジナル。真似もしないし、真似もされません。

２）死角を生かす気配りミラーのメーカーです

ほとんどの鏡は自分の顔などを見るためです。しかし、コミーは自分以外の人や物

の動きを見る専用の鏡を主に開発してきました。死を生に変える願いを込めて、｢死角

を生かす気配りミラー｣の言葉を使い続けています。

３）ユーザーの声を大切にします

ユーザーからの｢想い｣に応える商品づくりを目指します。

４）ほとんどがロングセラー、ロングライフの商品です

例えば、回転ミラックスは発売を始めてから２７年のロングセラー商品。

５）工場は安定供給とスピード出荷を目指しています

６）一流の人にいつでも知恵を借りることができる企業です

７）自社の商品と日本中のどの街でも出会える企業です

コンビニエンスストアやお店のミラーは、ほとんどがコミー製。

８）創業以来現金主義。手形を一枚も発行してません

９）万が一、お客様のミスで破損した場合でも無料交換いたします

＜コミーが大切にしていること＞
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売り上げの拡大よりも、“出会いの喜び”“創る喜び”“信頼の喜び”を味わえる仕事を大

切にしています。

特許に見られるミラー図面の例

４－２－３．コミーの鏡

コミーの鏡はプラスチック製で、平面に近い形状で広い範囲を写すことができる鏡です。

発明６で照会した化粧室ミラーは海外の航空機メーカーにも採用されているそうです。

４－３．故障の少ないベルトコンベアを開発・株式会社ヨシダ鉄工

昭和５６年（１９８１年）設立の、石川県能美市にある資本金１千万円の会社で、社長

は吉田孝雄氏である。工作機械で削った切りくずを排出するための装置であるチップコン

ベアでは、切りくずを排出する際に、切りくずがプレート連結部にかみ込んで故障が発生

しやすく作業効率を悪くしていました。そこで社長であった吉田氏は故障の起きないコン

ベアの開発に着手し、Ｒ曲げとＬ曲げを組み合わせることにより、回転時にＲ曲げの部分

が開き、自動的にＬ部で切りくずなどを効率よく、確実に掻き出すことができるようにな

りました。今回の技術では、ボルトを使って取り付けるため、ヒンジプレート同士を連結

するジョイントシャフトが不要となった。構造もシンプルとなり、故障防止と共にメンテ

ナンスも容易となった。同社は、２０１２年にスイスにあるＬＮＧグループの一員となり、

社名も㈱ＬＮＧヨシダとなり、吉田氏は会長に、社長には澤田大吾氏が就任した。

４－４．負圧スプリンクラーを発明した松岡玄五氏

スプリンクラーは、水に高圧をかけ飛沫にしてノズルから散布する装置であり、固定設

備やそれに準ずる大きさのものに限ってこのように呼んでいる。

従来のスプリンクラーでは何らかの理由で水に高圧がかかると水が噴射され、建物等が

水浸しになる危険を有していた。この発明では、負圧により簡単には高圧がかからない対

策を施すことになり、長年の悩みが解消できることとなった。

４－５．目視代替の自動外観検査システムの株式会社テクノス

東京都港区にある株式会社テクノスは、山田吉郎社長が率いる資本金２千万円の企業で

ある。

テクノス・グループは世界をリードする技術力を結集して、現に世に存在していない、

新しい機器ないしシステムを創造し、全ての製造業において不良を撲滅して製造効率を上
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げることを目標にしています。

他の検査機をはるかに超える能力をもつ、テクノスのシステムは地球資源を有効に使用

し、製造工場の検査工程だけに限らず、製造の最適化に大きなメリットを与えることが出

来ます。そして、人類社会の発展に貢献し、テクノスグループを支え、社員やその家族、

および協力企業及び協力者の方の幸福を追求することを社是としています。

目視代替の自動検査システムは山田吉郎社長が権利者となっている特許である。人間が

見るのが危険な場所などでこの自動検査システムは活躍すると思われる。

４－６．外反母趾を改善できる靴下を開発・株式会社コーポレーション・パルスター

株式会社コーポレーション・パールスターは広島県東広島市にあるメリヤス製造業の会

社で、靴下及びサポータが主力製品の企業である。専務の新宅光男氏は他社にないユニー

クな製品を開発することに情熱を傾け、外反母趾を改善できる靴下や転倒防止靴下などユ

ニークな製品の開発を広島大学の協力を受けて、開発を進めている。

４－７．新発想緩衝材を開発

株式会社シーゲルは従来にないシリコーン材料を用いた緩衝材を開発した。現在市販さ

れている耐震シートはこの技術を応用した製品かも知れません。

４－８．自動車用｢ナルセ安全ペダル｣を開発

最近ブレーキとアクセルの踏み間違えに事故が多発し、社会問題化しているが、ナルセ

機材有限会社を営む鳴瀬益幸氏は永年自動車用ペダルの開発に従事し、踏み間違えが起こ

らない安全ペダルを開発した。大手自動車メーカーには採用されず残念ながら日の目を見

ていない。昨今の踏み間違えに伴う事故のニュースを聞くたびにこの発明が一日も早く実

用化されることを願っています。

４－９．超未熟児の命を守る人工呼吸器を開発

埼玉県川口市にある株式会社メトランは１９８４年に未熟児・新生児用の高頻度振動換

気タイプ人工呼吸器の草分けとして創業して以来、人工呼吸器などの医療機器を製造･販売

する会社である。永年の技術をもとに超未熟児の命を守る人工呼吸器を開発した。

･メトランの経営理念

１ 心のこもった医療機器を開発しご提供することを目指す。ここに心とは、お医者様の

要望によくお応えすること。患者さんに優しく、しかもすぐれた効果を持つこと、そ

して安全な製品であること。

２ 世界で唯一無二の製品の開発･提供を目指す。私どもは他社が提供できない医療機器の

提供を目指し続ける。

３ 従業員は同じ志を持つパートナーである。私どもは全従業員一丸となって、医療関係

者のご要望にお応えし、患者さんのお役に立つことを目指す。

４－１０．特殊浄化剤で世界の水をきれいに
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九州大学の原敏夫教授は納豆樹脂と名付けたγ－ポリグルタミン酸の研究を行い、吸収

剤として砂漠の緑化に取り組んでいます。同じ材料を水の浄化剤として製品化した人がい

ます。日本ポリグル株式会社の小田兼利会長です。世界中には汚れた川の水を飲んでいる

人々がいます。その人々にきれいな水を飲めるようにしてあげたいと世界中を飛び回って

自分が開発した浄化剤を持参して、簡単な浄化設備を設置し、多くの人にきれいな水を提

供する活動を続けています。以下に、日本ポリグルの事業姿勢と企業理念を同社のＨＰよ

り引用します。

＜事業姿勢＞

１．｢たゆまぬ研鑽と研究への執念｣

社会に役立つ新しい技術の実現のため、常に研究開発を怠らず不屈の精神で取り組む

２．｢公益性を第一義とする｣

｢水｣に携わる以上は、その重要性を理解し、営利追求のみでない、社会や環境改善のた

めの事業を行う

３．｢独創性をもって挑戦する｣

既存の概念や一つの視点にとらわれず、常に独自性と創造力もって全ての仕事に挑戦し

取り組む

＜企業理念（抜粋）＞

｢空気と水｣。生物にとってなくてはならないものが、一番粗末に扱われてきたような気

がします。私たち日本ポリグルは、水を中心とする環境改善を主として、人の命を支える

研究を続けてきました。地球にきれいな水を取り戻すこと。それは今の大人たちから、未

来の子供たちへ与えられる素敵な贈り物なのです。

日本ポリグルの浄化剤とは

天然素材“ポリグルタミン酸”を原料とした｢安全｣で｢無害｣な生分解性の凝集剤です。

有機物のポリグルタミン酸架橋物とカルシウム化合物などの無機物を原料としています。

商品名は“ＰＧα２１Ｃａ”です。汚れた水に浄化剤を添加し、撹拌すると汚れ成分を凝

集して沈降させ、上澄み液は透明できれいな水となります。

＜特徴＞

・フロックの形成が早く、沈降に要する時間が短い

・原水のｐＨ値がｐＨ２～１２の広範囲にわたり使用可能

・他の凝集剤と比較して処理水のｐＨ値変動が小さい

・環境省が定める優良試験所基準を満たす試験機関で生態影響試験をクリア

・水中の重金属類の除去に効果を発揮する

・フロックの含水率が低いため、汚泥処理のコストが軽減できる

・PAC をはじめとした、他の凝集剤との併用可能

ものづくり道（６） これからの我が国のとるべき道

安い工業製品を大量に生産・販売する時代は過去のものとなりました。これからは単に

製品を大量に作り安く売るということではなく、製品なり技術の種を創造する事です。
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そのためには技術力を強化し、より高度なものにし、創造性のある知的産業を目標とす

べきではないでしょうか。

世界全体にわたり、あらゆる商品、サービスについて｢供給過剰｣が続いていくことが予

想されています。このような状況の中で、日本の企業が生き残る道は、徹底した技術の向

上、研究開発の強化しかない。高度な生産技術を開発して、生産コストを引き下げるとか、

従来製品とはまったく性能、機能が異なる高度な技術を組み込んだ新製品を提供すること

によって価格競争のかやの外にでることが可能となるでしょう。

更には、発展途上国といわれる国でのエネルギー消費の拡大が予想される中で、より少

ないエネルギー消費で今までと同様な生活が可能となるような技術開発が急務である。

中国の大気汚染、水汚染といった工業社会の進展に伴う負の遺産、環境汚染をいかに防

ぐかも人類全体に与えられた課題である。

日本の企業はこれらの難題の解決策を示す役割も期待されていると考える必要がある

でしょう。技術水準を限りなく向上させる以外に解決の道はないと思われますが、皆さん

は如何考えられますか。
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第５話 エネルギー･資源分野の新技術･新製品開発のヒント

５－１．マグネシウムを電極とする燃料電池

マグネシウム電池とは、負極に金属マグネシウムを、正極に空気中の酸素を使用し、電

解液には食塩水を使用する電池である。電池の放電で水酸化マグネシウムが生成する。こ

の水酸化物は太陽炉を用いてマグネシウムへリサイクルする方法を東北大学の小濱泰昭教

授は検討しています。マグネシウム電池については東京工業大学の矢部孝教授らのグルー

プも開発を進めています。又、海水の淡水化技術を研究し、エレクトラというベンチャー

企業で実践しています。そこで得られるにがり（塩化マグネシウム）からレーザ光線を照

射してマグネシウムを製造する技術の研究開発も行い、マグネシウムが水と反応するとき

に発生する反応熱で発電し、生成した酸化マグネシウムはレーザ光でマグネシウムへ戻す

研究開発も行っています。

一方、東北大学の未来科学技術共同研究センター小濱泰昭教授、産業技術総合研究所、

株式会社古河電池と日本素材株式会社は共同研究を行い、難燃性マグネシウム合金を用い

た燃料電池（電気量：６０Ａｈ、大きさ：260×170×100ｍｍ）の試作品開発に成功し、

その燃料電池を搭載した自動車でいわきから仙台まで１００ｋｍ程度の距離を走行するテ

ストにも成功しています。

マグネシウム燃料電池が実用化されれば、自動車のみならず新幹線や飛行機にも使用さ

れる可能性を秘めています。更に、リチウムイオン電池に比べ、マグネシウムは高温でも

燃えず、正極は基本的に炭素粉なので極めて安全だと言えます。

５－２．高効率発電機を発明

滋賀県草津市の平松敬司さんは、自転車に乗っていて夜間発電ランプを使うととたんに

ペダルが重くなることに悩まされていた。これは磁石の作用によりコギングトルクと呼ば

れている回転付加が発生することが原因である。過去に多くの人が体験している現象であ

るが、これを何とか解決できないかと考えたのは元大工の平松さんだけである。

４台の永久磁石を用いた発電機を１本の軸でつなげ、各台の磁石の位置を軸から見て均

等の角度でずらすことで磁石が引き合う力を相殺できることを見つけ、特許出願をした。

当初は素人の発明で注目されなかったが、京都大学中村武恒准教授の眼にとまり、中村

准教授は発電機を 8 台並べた構造にすれば磁力の抵抗がほぼゼロになることを検証し、学

会で発表、一躍注目される発明となった。

多くの発電では発電機を使用するのでこの技術が実用化されれば発電効率が大幅に改善

されることになる。

５－３．海底に眠る天然ガス｢メタンハイドレート｣

メタンハイドレート（methane hydrate）とは、メタン（CH4）分子の周りを水分子が

取り囲む包接水和物という物質のことです。低温高圧の環境下で固体として存在している

のがメタンハイドレートです。日本の海底にも大量のメタンハイドレートが存在すると推

定されています。このメタンハイドレートを実用的な価格で発掘することができれば日本

は天燃ガスの輸出国へ変貌する可能性を秘めています。

現在、日本はメタンハイドレート資源開発コンソーシアムを立ち上げ、増田昌敬東京大
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学准教授をプロジェクトリーダーとして試験的な試掘を行っています。実用的な価格で回

収できる技術を確立できるかが鍵になりそうです。

５－４．藻類による油生産技術

この分野の研究は米国が一歩先を進み、日本での研究は遅れていた。２０１０年１２月

に日本経済新聞が筑波大学の渡辺信教授らが沖縄で従来より１０倍の効率で油を生み出す

能力を持つ藻類を発見したと報じて一躍注目を浴びた。

国内では、筑波大学の渡辺信教授とデンソー株式会社、慶応大学先端生命科学とデンソ

ー株式会社及び神戸大学榎本平教授と株式会社ＩＨＩなどのグループが実用化に向けた研

究を進めている。

現在候補となっている油生産株としては、

オーランチオキトリウム、ボツリオコッカス、シュードコリシスチヌなどがある。培養効

率の向上、低エネルギーで油脂を回収する技術の確立が主な課題と言われている。

オーランチオキトリウムは光合成を行わない、従属栄養型の藻類で、他の植物が光合成

した有機炭素化合物を取り込むことで増殖と油脂の生産を行う藻類である。

５－５．これからの発電技術

今後は、色々な発電方式利用し、それぞれの得意な場面で使用するのが好ましいと著者

は考えている。自然エネルギーを利用した発電が叫ばれているが、下表に示した通り、太

陽光発電の持つエネルギー量は意外と少ない。夜間や曇天では発電できず、商用発電には

適さないと思われる。

自然エネルギーの潜在エネルギー

種類 エネルギー形態 潜在エネルギー量 設定条件

水力 水の運動エネル

ギー

4,000 ジュール ・2m／秒／m3

・2m3／秒の運動エネルギー

風力 大気の運動エネ

ルギー

590 ジュール ・10ｍ／秒／m3

・10m3／秒の運動エネルギー

太陽光発電 太陽光 1,000 ジュール ・断面 1m2 に降る太陽光

地熱発電 蒸気の潜熱 200,000 ジュール ・1m3 の蒸気の潜熱

地熱温水 温水の熱エネル

ギー

90,000 ジュール ・3L／秒の温水

・温度変化は７度の潜熱

地熱発電及び地熱温水は他の自然エネルギーと比べて高い潜在エネルギーを有する。

５－５－１．小水力発電

日本は水の流れがいたるところにある国であり、その特性を生かした小水力発電（マイ

クロ水力発電）に適した国である。しかしながら｢水は法律や複雑な権利関係が絡んでいる

ためなかなか普及していない｣という現状がある。河川を使用する場合には河川法があり、

農業用水を利用するには水利権に関する理解が欠かせない。

１００ＫＷ未満の発電を行うには水の流れを利用して水車を回し、その回転力で発電機

のロータを回す事で電気を得ることができる。
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メーカーとしては、山梨県北杜市にある日本小水力発電株式会社、神奈川県座間市にあ

るマイクロ発電プラント専業の田中水力株式会社や東京千代田区にあるシーベルインター

ナショナル株式会社などがある。水の流れがある浄水場、農業用水路、下水処理場、工場

排水などが設置候補地となる。

５－５－２．熱音響発電

熱音響とは、熱による気体の膨張、収縮が波動として現れる現象のこと。エネルギー装

置の一つとして注目されるようになったのは、愛知教育代大学の矢崎太一教授らが熱音響

を起こすパイプをループ状にする構造を考案してからである。

ループ上のパイプの一端に０．２ｍｍ程度の小さな穴を有するステンレスフィルターや

セラミックフィルターを取り付け、それとは離れたところに同じフィルターを取り付けた

ものを用意する。一方のフィルターを３００度Ｃ程度に加熱するとフィルターから音波が

発生する。音波がもう一方のフィルターで今度は逆減少で冷却を起こす。下図に、簡単な

概念図を示した。

昔から空気の振動で電気が発生することは知られていた。皆さんが、なじみあがるのは

マイクロフォンである。熱音響機関は気体の共振現象を利用しているので、

１．構造が単純（誰にでも作れる）

２．可動部を持たないので、高信頼性、長寿命が見込める

３．外燃機関であり、様々な熱源を利用できる

４．環境負荷の少ない気体を用いることができる

などの特徴を有している。

最近、東海大学の長谷川真也助教らのグループはパイプ径４ｃｍ、長さ約７ｍのループ

状パイプの中に、１０気圧のヘリウムガスを充填し、一方を２５０度Ｃに過熱し、他方で

－４５．９度Ｃに冷却する実験に成功している。

実用化に向けた課題は、エンジンの高効率化･高出力化とエンジン駆動を始められる温度

をどこまで低くできるかだと言われている。

５－５－３．浸透圧発電

２０１１年８月、東京工業大学谷岡明彦教授、水処理プラントメーカーの協和機電工業、

長崎大学は濃縮海水と下水処理水を使用した浸透圧発電に成功したと発表した。

浸透圧発電とは、１９７６年にイスラエル人が提案し、１９８０年頃から日本でも研究

が進められてきた。水は通すが塩分を通さない｢半透膜｣で海水と淡水を区切ると、濃度の



26

高い海水側に淡水が移動する。この時に発生する水圧を浸透圧と呼んでいる。その水圧に

よる水流で発電機のタービンを回し、発電するものである。原理図を以下に示す。

実証実験では、７．７ＫＷの目標設定に対して、３．７～５．６ＫＷの出力であった。

膜の透過性能向上、発電機の効率アップが課題。

発電コストは１８．２円／ＫＷで、風力発電と同等、太陽光発電の半分以下と言われて

いる。日東電工では２０３０年を目標に１１円／ＫＷ程度の浸透膜の開発を目指している

と言われている。

５－５－４．地熱発電

火山国である日本では地下に高温の水を含む場所がたくさんあります。下図で示すよう

に、井戸を掘り熱水及び蒸気を利用して発電機のタービンを回して発電するのが地熱発電

です。当初にまとまった投資が必要となりますが、発電所が設置されれば安定して発電す

ることができます。発電に適した場所が国立公園内や温泉地にあるために特に温泉業者の

理解を得るのか困難であまり利用されていません。

図 地熱発電の概念図
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５－５－５．温水発電

１００度Ｃ以下の温水を利用する発電は多くは、温水程度の温度で気化するアンモニア

（NH3）のような媒体を利用する。暖められて気体となった媒体の力で発電機のタービン

を回し発電し、発電後は媒体を冷却して液体に戻し、再利用する方式のものである。

温泉地や工場廃熱の有効活用の点でも今後色々なところで検討されるべき技術と考える。

５－６．水素・酸素混合ガス発生装置を開発･日本テクノ

東京都大田区にある日本テクノ株式会社は、工学博士でもある大政龍晋社長が率いる１

９６９年に設立された総合プラントメーカーである。振動型の撹拌機などの独自の技術を

保有しているが、注目すべきは水素・酸素混合ガス発生装置を完成させた点にある。

水の電気分解により効率的に水素・酸素混合ガスを発生する装置です。混合ガスは添加

すると爆発することなく燃焼します。この新しい混合ガスは、原子状の酸素、水素及び重

水素などが含まれ、高エネルギーを発揮する独自のクリーンガスです。

原料は水でその電気分解で水素・酸素混合ガスを生み出すことができる画期的な発明で

す。水さえあれば燃料を製造できるということです。多くの人が注目している技術でもあ

ります。

原理・製法：密閉の電解槽中に電解質を加えた水を陽極、陰極間を狭くして振動流動撹

拌機を備えて、電解液から水素、酸素を多量に発生させて、高ネルギーガスを発生させる。

膜分離して単独で、または安定貯蔵できます。

ＯＨＭＡＳＡ－ＧＡＳの用途

1. 高エネルギー型燃料電池（小型から大型まで）

2. 高性能大型発電装置（ガスタービンを含む）

3. ナノテクノロジー分野の製造エネルギー（プラズマ代替品）

4. 新しい産業の創生としてのエネルギー
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5. 航空機、船舶用の動力源

6. 難解な廃棄物処理用焼却炉の熱源

7. 天然ガスの代替燃料

8. 鉄鋼材、その他金属の切断（アセチレンガス代替用）

その他に、二酸化炭素を燃やす新燃料技術、中性電解水（αトリノ水）及び放射性セシ

ウムをプラチナに変換し、無害化出来る技術の発明などがある。

５－７．廃油からバイオディーゼル燃料（ＢＤＦ）を製造

バイオディーゼル燃料とは使用済みの植物油（廃食油）に、メチルアルコールと水酸化

カリウムを投入し、約６５度Ｃで３時間程度、撹拌反応させた後、２０時間以上静置しま

す。そうすると、メチルエステル（ＢＤＦ）とグリセリンに分離します。水またはお湯で

洗浄して純度の高いバイオディ－ゼル燃料を得ます。

滋賀県にあるガソリンスタンドを経営する油藤商事は２００３年に自社敷地内にプラン

トを設置し、廃食油からＢＤＦを製造し、販売しています。廃食油はありとあらゆる方法

を駆使して集めています。１回に使用できる廃食油は１００リットルです。

軽油に５％混合してスタンドで販売すると同時に全国各地へ出荷しています。

東京都墨田区の株式会社ユーズの染谷ゆみ社長は、父の経営する有限会社染谷商店の協

力も受けながら、都内の廃食油（主として天ぷら油）を回収して、バイオディーゼル燃料

を製造･販売する事業を展開しています。染谷ゆみ社長は東京を一大油田にする夢を抱いて

います。

バイオディーゼル燃料を製造できる試作装置の一例
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第６話 土木･建築分野の新技術･新製品開発のヒント

６－１．軟弱地盤を補強する新しいタイプの土嚢

埼玉県加須市にあるメトリー技術研究所の野本太氏は、名古屋工業大学松岡元名誉教授

が論証した土粒子の区画拘束原理の論文を眼に留め、松岡教授と共に新しいタイプの土嚢

の開発に成功した。土嚢にはＤ－ＢＯＸという名称をつけた。開発した製品は、

Ｄ－ＢＯＸ－ＬＳ（形状保持型吊り下げ方式直方体バッグ）

Ｄ－ＢＯＸ－ＳＳ（高規格連結バッグ）

である。

液状化しやすい地盤の補強や住宅の地盤の基礎補強や道路の地盤補強などに既に活躍し

ています。地盤の強化と同時に振動を抑制できる効果も確認されています。震災で地盤沈

下した場所のかさ上げなど今後活躍の場が広がることでしょう。

メトリー技術研究所株式会社は２００７年に設立された資本金３００万円の企業です。

６－２．汚泥に古紙を混合し強固な土とする

山形県新庄市にある森環境技術研究所の森雅人所長は建設汚泥の有効利用法を研究し、

東北大学高橋弘教授の協力を受け、汚泥に古紙を混合することで強固な土に変身させるこ

とに成功した。建設汚泥に、繊維質の古紙、水溶性ポリマー、助剤を添加撹拌して新しい

土に再生する方法で、ボンラテン（フランス語でよい土を意味する）工法という工事の手

法を確立した。

ボンラテン工法研究会が組織され、各地の建設会社がこの工法による工事を施工してい

る。この工法では、大きく２種類の方法があり、セメントも加えて固化した土とする工法

とセメントを加えず固化しない土（ＰＢソイル）とする工法で、目的に応じて使い分けさ

れています。

６－３．コンクリートに代わる構造材を開発

東京電機大学今川憲英教授らの研究グループは、酸化硅砂を主成分とする新しい構造材

を開発した。酸化硅砂に二酸化炭素（ＣＯ２）を注入し、ウレタン薬液にひたしたところ、

約５時間半でコンクリートと同等の強度が出ることを実証した。この構造素材を｢（仮称）

ＣＯ２エコストラクチャー｣と命名している。今川教授は、構造素材に関して、｢コストは

一般コンクリートの約３倍｣と見積もっているが、コンクリートにはない特徴を有する素材

なので実用化できれば一定の需要が見込めると考えている。

６－４．新しい吸音材料を開発

東京都板橋区にある株式会社サーマルの仁木亮会長は廃アルミ缶を細かく粉砕してアル

ミ繊維中に包含し、厚さ１ｍｍのシートに焼結成型した騒音吸収シートを開発した。一般

的なガラス繊維に比べ、低周波音域から高周波音域の広い範囲で１５％増ほどの吸音効果

を有する。

更に、軽量で厚さ１ｍｍと薄いため、折り曲げ、切断、つぎはぎなどが容易で、作業の

簡便化をはかれると好評である。
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第７話 繊維分野の新技術・新製品開発のヒント

７－１．世界一軽くて薄い布を開発

石川県七尾市にある天池合繊株式会社は１９６５年に設立された｢研究開発型｣の織物製

造を行う会社である。

世界一軽く薄い衣料用織物｢Super-Organza｣（日本名：天女の羽衣）は、軽さが５ｇ／

ｍ２で、その他シルク交織でも１１ｇ／ｍ２を実現している。欧州各Ｂｉｇメゾンで採用

されています。天女の羽衣生地で作った、今までにない軽く薄い新感覚のスカーフなどを

製造・販売しています。

７－２．超極細生糸を使用した世界一薄い絹織物を開発

福島県の川俣町にある絹織物製造を手がける齋栄織物は１９５２年創業で、生糸の状態

で染めた絹糸を織り込む先染め絹織りに特徴を持った会社である。同社が新たな販路の開

拓と地場産業の再興を願い取り組んだのが｢極細生糸を使用した世界一薄い絹織物の開発｣

であった。太さ１．６デニール（髪の毛の約４分の１の太さ）という超極細を撚り、１４

デニールの極細絹糸に仕上げた。

苦労を重ねた製品は海外では｢フェアリーフェザー（妖精の羽根）｣と名付けた。イタリ

ア大手ブランドメーカーへ納品するまでになった。

７－３．クモ糸繊維を開発

スパイバー株式会社は慶応大学での研究成果を元に山形県鶴岡市に２００７年に設立さ

れた会社である。クモ糸はこうてつの４倍の強度、ナイロンを上回る伸縮性、既存繊維の

中では最高の靭性（タフネス）を有し、３００度Ｃまでの耐熱性を持つスーパー繊維であ

る。素材はタンパク質であり、クモ糸を人工的に合成する技術の開発を進めている。タン

パク質の量産化技術を確立すべく、独自の生産基礎技術を構築し、実用化を目指している。

７－４．フルカラー表現を実現した先染めジャカード織りタオル

愛媛県今治市はタオルの産地として有名であるが、需要の低迷で売り上げが減少、１９

１９年創業の株式会社藤高はフルカラー表現を実現した先染めジャカード織りタオルを製

造、販売し昔ながらの伝統を守ろうと奮闘している会社です。

７－５．複合材から炭素繊維を分離する技術を開発

信州大学特任教授の水口仁教授は、使用済みの炭素繊維で強化処理されたプラスチック

（ＦＲＰ）から酸化クロム（Ｃｒ２Ｏ３）を触媒として用い、５００度Ｃで１０分処理す

る方法でプラスチックを熱分解し、炭素繊維を分離する技術の開発に成功した。

ＦＲＰは色々なところで使用されており、廃棄されるＦＲＰから炭素繊維を分離し、再

利用へ結びつく有用な研究成果と考えられる。この技術はプラスチックの熱分解なのでプ

ラスチック中に含まれる有用金属の分離にも応用できます。

室温では触媒硬化を示さない半導体を３５０－５００度Ｃに加熱すると顕著な触媒効果
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を発現する。この半導体の熱活性減少を揮発性有機化合物や強化プラシチック材の完全分

解に応用した。高温半導体で大量に発生する正孔が被分解対象物を小分子に分解し、小分

子は空気中の酸素と反応して水と炭酸ガスまで分解が進行する。この反応時間は２０ミリ

秒である。

想定される用途：

各種揮発性有機物の分解、ディーゼル排気ガスの完全浄化、繊維強化プラスチックの分

解と炭素繊維の完全回収

上の図は、触媒処理前後の変化、白色のガラスファイバーが回収できる

ほぐしたガラスファイバー繊維の画像（右側）
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第８話 ＩＴ技術を活用した新技術・新製品開発のヒント

８－１．パソコン上で生産ラインの改善活動を行う世界初のシステム

株式会社レクサー・リサーチは中村昌弘氏が社長を務める１９９３年に鳥取県鳥取市に

設立された会社である。富士通が開発した GP4 Manufacturing というソフトを利用してパ

ソコン上で生産準備業務を遂行できるシステムを構築しました。

工程の診断、改善案の検討、試作ラインの検証、現状を仮想再現し、量産ラインを検証

したり、評価と課題抽出により業務企画を作ることも出来ます。

実際に工場を作る前に、製品設計、工程編成、商品機配置、組み付け手順、レイアウト、

自動化などを検討して生産準備業務を効率的に進めることができる画期的なシステムです。

８－２．簡単にインターネット商店を開設できるサービス

株式会社ブラケットは、２００８年東京渋谷区に設立されたインターネットビジネスの

企画・開発・運営を手がける光本勇介氏が社長を務める会社である。インターネット上に

誰でも手軽にお店を開店できるサービス（Stores.jp）を展開し、中小企業や個人から重宝

がられている。
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第９話 その他の分野の新技術・新製品開発のヒント

９－１．世界最小針糸を開発

１９４９年に千葉県市川市で創業した株式会社河野製作所は医療用の小さな縫合針（国

内シェア約６０％）や縫合糸などの製造・販売を行っている企業です。

創業以来、主に微細な製品の研究・開発・製造に携わり、数多くの製品を｢クラウンジュ

ン｣ブランドで提供しています。

ベンチャー企業として多品種少量生産の高付加価値製品をターゲットとし、顧客の個々

のニーズに応じたオンリー・ワン製品を開発・製造・販売することをモットーとしている。

９－２．毛髪・異物除去機を開発

熊本県菊池郡にある有限会社シオンは食品加工機械・装置・配置技術の販売メンテを行

う専門会社である。原料投入時に、瞬時に毛髪や異物を取り除くことができる洗浄機を開

発しました。強力な一方通行の水流を人工的に作り出し、異物を分離できる機器です。水

流を受けるバスケットを交換することで、簡単に色々なものを洗浄できる特徴を有してい

ます。

９－３．羽根のない攪拌機を開発

埼玉県にある株式会社エディプラスの村田和久社長は、ヤマテックという会社の電子機

器事業部に在籍していました。２００６年に同社の工業塗装事業部の工場長に就任しまし

た。ある時、塗料のラインが停止するトラブルに遭遇し、その原因究明に奔走する日々が

続きました。やがて一斗缶などの塗料容器に撹拌羽根が接触して金属ゴミが発生している

ことが原因であるとわかりました。それから、金属ゴミのでない撹拌機の開発に取り組み

ましたが、うまくいきませんでした。たまたま知り合いの金属加工業者から譲り受けた半

球形でいくつかの穴が開いた真鍮をそのまま使い回転させたところ、予想に反してうまく

撹拌できることが分かりました。その後改良を重ね、羽根の無い撹拌機を作ることに成功

しました。特許も取得し、２０１０年に別会社エディプラスを設立し、社長に就任しまし

た。他社へライセンス契約をするほどになりました。

９－４．ナノバブルを開発したＲＥＯ研究所

宮城県東松島市にある株式会社ＲＥＯ研究所は、主にマイクロ及びナノバブルに関する

研究・応用展開をしている会社です。

独立行政法人産業技術総合センター・環境管理研究部門と共同研究を行い、世界で初め

てナノバブルの製造と安定化技術の確立に成功しました。

酸素をナノバブルとして含む水には、魚介類の環境変化対する適応性を向上したり、生

物に対する活性効果を認めることができるそうです。

９－５．リハビリ用足こぎ車いすを開発

障害者でも元気に過ごせる社会を実現したいと考えていた鈴木堅之氏は東北大学医学部
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半田康延教授がリハビリ用に開発した足こぎ車いすの試作品を見せてもらった。重くて、

実用にはならない代物であった。何とか軽量で誰でもが使える足こぎ車いすを作れないか

と、開発・製造を目指して宮城県仙台市の東北大学の敷地内に株式会社ＴＥＳＳというベ

ンチャー企業を立ち上げた。千葉県千葉市で競技者用の車いすを開発している株式会社オ

ーエックスエンジニアリングの協力を得て、軽量化した足こぎ車いすの試作品をつくるこ

とができた。量産化には台湾の企業が協力を申し出て、足こぎ車いす｢プロファンド｣が誕

生した。脳卒中などで半身が麻痺した方などでも自分の両足でこいで、自由に走り回るこ

とができるので機能が麻痺してなかなか回復が見込めない場合でも、足を動かすことでリ

ハビリテーションに役立つと多くの方々の支持を集めています。

９－６．複合素材廃棄物の分別・リサイクルへの取組

富山県滑川市にある株式会社エムダイヤは森弘吉氏が社長を勤める複合素材廃棄物の分

別・リサイクルを手がける会社である。父親の森誠一氏が開発した分離・破砕機を世の中

に普及させることに全力で取り組んでいます。森誠一氏は、光ファイバーケーブルやタイ

ヤといった複数の素材が混じりあった廃棄物からそれぞれの構成素材を分離できる分離・

破砕機の開発に情熱を傾けてきました。１９９８年に｢エコセパレ｣という分離・破砕機を

発売していますが、研究開発に没頭しすぎて会社が倒産するという経験をしています。息

子が父の思いを引き継ぎ、父と付き合いのあった人々の手助けを受け、最近では、短時間

で複合材料から各素材を確実に分離できる装置ということで多くの会社から注文を受けて

います。

経営理念

１．私たちは独自の技術を発展させ、循環する資源による新しい可能性を創造します。

２．私たちは未来の人々のために、笑顔にあふれた子供達が遊べ地球環境を残すことで、

社会に貢献します。

３．私たちは共に学びながら高めあい、夢・希望・目標を実現できる会社を目指します。
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第１０話 老舗企業の復活劇

１０－１．森下仁丹の復活劇

口中清涼剤として有名な｢仁丹｣を製造・販売する森下仁丹という企業は 2013 年に創業

120周年を迎える老舗企業である。1982年には37億円も売り上げたが、その20年後の2002

年には、出荷高が 3 億程度に大幅縮小し、2003 年 3 月期の決算では 30 億円の赤字を計上

するまでにおちぶれ倒産寸前の状態となった。

この老舗企業の再建を引き受けることになったのは、商社出身の駒村純一氏であった。

駒村氏が入社早々に行ったのは意識改革であり、次に行ったのは組織改革であった。組織

改革では社員に刺激を与えるため、外部から優秀な若手人材を積極的に採用し、管理職に

抜擢した。もう一つは組織を若返らせることであった。アイデアを出し、チャレンジする

組織風土へと変身させたのです。

次に、社内に埋もれていた独自技術｢シームレスカプセル製造技術｣を会社に切り札に取

り上げ、最先端技術へブラッシュアップする作戦を展開した。1980 年に基本技術を確立し

ていたが、応用展開がなく経営になんら貢献していなかった。シームレスカプセル技術は、

あらゆる物をカプセル内部に閉じ込めることが出来る面白い技術である。特徴は、

（１）外見上、液体を固体へ変えられる

（２）内容物の保存安定性が大幅に向上する

（３）内容成分の放出を自由に制御できる

（４）反応成分を隔離できる

自社の保有する固有技術の活用先を探すために、他社と共同で開発する道を選択した。

その結果、シロアリ駆除カプセルは、2013 年実用化目前となり、レアメタル回収カプセル

（カプセル内部にメタルイオンを吸着し、金属に還元する作用を持つ微生物を培養・保持）

をレアメタルイオンを含有する産業廃水に投入し、最後にカプセル毎焼却し、金属のみを

回収するという技術を開発した。このように仁丹製造の技術であった｢シームレスカプセル

技術｣を最先端産業テクノロジーへと変貌させることに成功した。

2013 年 3 月期の決算では、3.5 億円の経常利益を見込めるまでに企業業績を回復させた。

１０－２．｢洋菓子のヒロタ｣の復活劇

シュークリームを庶民のお菓子として広めた老舗企業｢洋菓子のヒロタ｣は 2001 年 10 月

に経営破綻した。再建を請け負ったのが、21LADY（トウエニーワンレイデイ）の広野道子

社長である。ヒロタ再生の基本方針は、｢本業回帰｣。しんき事業から足を洗い、ヒロタの

主力製品である４個入りのオリジナルシュークリームやシューアイスを徹底的に売るとい

うシンプルなものでした。店舗と人員の両面から改善を実施。店舗は自分たち女性でも思

わず入りたい、買いたいと思えるような店作りを行い、人員に関しては大幅な配置転換を

実施し、能力のあるスタッフを登用、特に現場を熟知している女性社員を店長に抜擢しま

した。再生スタートからわずか半年で黒字化を達成しました。本業の中で圧倒的に強いオ

ンリワンは何かというところ追求したことが成功の要因でした。

１０－３．老舗企業の生きる知恵

東京都中央区の東京商工会議所中央支部では、平成 21 年度から｢中央区老舗企業塾｣事業
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をスタートし、報告書｢老舗企業の生きる知恵～時代を超える強さの源泉～｣という報告書

を作成しています。そのエッセンスを以下に紹介させていただきます。

老舗企業－強さの源泉

１）のれんを創る－伝統は日々を革新

２）商いを創る－長期的、持続的な競争力を生み出す

３）人を育てる－従業員、後継者を育成する

４）関係性を創る－顧客・取引先と共に成長する

５）地縁・地域特性を生かす－地域社会へ貢献する

６）環境変化への対応

老舗企業の教え

１）経営理念を守る－信用第一

２）環境変化に対応する－企業の継続を考える

３）顧客との｢絆｣を作り続ける－当たり前のことをやり続ける

４）人を育てる－適正を見極めて育てる

５）事業の継承－血縁よりも｢のれん｣の継続を優先する

６）地域と共生する－時代を超えて地域活動に取り組む

老舗企業の経営スタイルに学ぶ

１）希少価値を大切にする－独自性にこだわる

２）真似されないようにする－無形資産で強みを創る

３）市場との対話から学ぶ

ハードロック工業 若林克彦社長のアイデア開発に関する考え

アイデアの開発には｢心豊かな創造性を磨き、無から有を生みだし進展させる｣という基

本理念で臨んでいる。｢心豊かな創造性を磨き｣とは、アイデア開発の準備段階にあたるも

ので、どんなことでもすべて一旦受け入れ、様々な環境にも応じられる自分を養うという

ことで、｢無から有を生みだし｣とは、アイデアの発想は、眼には見えないが形があるとい

うことです。｢進展させる｣とは、更に付加価値をつけ、効果的なものに引き上げていくと

いうことです。
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第１１話 新製品開発の具体的進め方

ここでは、新製品開発の進め方について一般論を紹介する。

１１－１．他社が開発した技術・製品・サービスを導入する

一番手っ取り早い方法は、他社が開発した技術を自社に導入するという方法です。土木・

建築分野で紹介した新しいタイプの土嚢や古紙を混ぜて強固な土をつくる技術は、それぞ

れの地域で行える技術ですので、自分の居住している地域で扱っている会社がなければ自

社に導入して新しいビジネスとして技術を導入して始めることが可能です。

勿論、ただと言う訳にはいきませんので技術導入費が発生します。しかしながら、一般

的には自社で初めから開発するのに比べれば、費用と時間の節約になるはずです。

更に、望ましいのは、導入した技術に自社の技術を加味してより魅力ある技術に育てる

ことです。

１１－２．自社の得意技術に他社の技術を加味する

自社の固有技術について十分理解しており、自社の技術に足りない部分を他社の技術を

導入することで新技術・新製品とすることができる場合があります。この場合も他社の技

術導入で自社の新製品開発を早めることができます。そのことでタイミングよく市場へ上

市することが可能となります。

１１－３．大学や公的機関が開発した技術を製品化する

本書でも大学発や公的研究機関が研究・開発した技術を紹介しております。その中で自

社の技術を用いれば、実用化が可能だと判断される案件を探しましょう。これというネタ

が見つかればしめたものです。開発目標が明確になれば、自社の技術者も仕事が格段にし

やすくなるはずです。

１１－４．社員に新製品に関するアイデアを出してもらう

今までの方法は自社には適用できないという場合には、自社の社員に頭を使ってもらう

ことをおすすめします。現在の商品をもとに市場の動向やお客様の嗜好の変化に適応でき

る新商品を考えてもらうと、社員も考えやすくなります。

１１－５．新製品開発計画の立案・作成

新製品開発の具体的目標がある程度見えてきたら、それを具体的に進行させるための計

画の立案・作成を行う必要があります。あらためて、以下の（１）から（５）のプロセス

を踏んで関係者全員参加で考えて見ましょう。

（１） 市場の変化、環境の変化

顧客、市場、社会の変化を自分たちの立場から見るとどう見えるか。その変化の本質は

何かをつかむ。
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（２）固有の立場

他社にない自分たちの特徴は何か。何を特徴として生き続けようとしているのか。集団

の方針、特徴、歴史、考え方をキチンと表現する。

（３）なっていたいイメージ

（１）と（２）の二つから、なりたい姿（理想像）を創出します。

（４）イメージを達成する方向性

成し遂げたいこと（事業）の中身と方針を打ち出す。

（５）実行計画

５Ｗ１Ｈで計画を現実的、専門的にブレークダウンします。社内体制の整備、日頃の仕

事のやり方の改善、一人ひとりの自己変革目標といった形で表現します。

この計画の作成は創造作業であり、共同体のみんなで行うことが極めて重要です。
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第１２話 ここで紹介した新技術・新製品関連特許

１２－１．マグネシウム製造用太陽光レーザ関連特許

発明（１）

(11)【特許番号】特許第４８０２３２６号（Ｐ４８０２３２６）

(24)【登録日】平成２３年８月１９日（２０１１．８．１９）

(45)【発行日】平成２３年１０月２６日（２０１１．１０．２６）

(54)【発明の名称】太陽光励起レーザおよび太陽光励起レーザの冷却方式

(21)【出願番号】特願２００６－６５５８２（Ｐ２００６－６５５８２）

(22)【出願日】平成１８年３月１０日（２００６．３．１０）

(31)【優先権主張番号】特願２００５－７９４４６（Ｐ２００５－７９４４６）

(32)【優先日】平成１７年３月１８日（２００５．３．１８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】国立大学法人東京工業大学

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２丁目１２番１号

(72)【発明者】

【氏名】矢部 孝

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２－１２－１ 国立大学法人東京工業大学内

(72)【発明者】

【氏名】内田 成明

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２－１２－１ 国立大学法人東京工業大学内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

太陽光によりレーザ媒体を励起してレーザ発振を行う太陽光励起レーザであって、前記太

陽光励起レーザは、

ドープされた中心部と、ドーピングされておらず、集光された太陽光の入射角度を増加さ

せレーザ媒体の高さ方向に対して１５°～６０°傾斜して前記太陽光の入射側に向けて狭ま

るスカート部とを備えるレーザ媒体と、

前記レーザ媒体を内部に支持する収容装置であって、前記レーザ媒体と前記収容装置との

間の空間に冷却液体を保持すると共に前記レーザ媒体に沿って集光した太陽光を照射し前

記冷却液体により冷却される集光光学要素を備えた収容装置と、

前記レーザ媒体の互いに対向する端部に隣接して配置された対となった光学的反射要素と

を備える太陽光励起レーザ。

（請求項２以下省略）

発明（２）

(11)【特許番号】特許第５１２４７２８号（Ｐ５１２４７２８）

(24)【登録日】平成２４年１１月９日（２０１２．１１．９）

(45)【発行日】平成２５年１月２３日（２０１３．１．２３）

(54)【発明の名称】水素生成装置、レーザ還元装置、エネルギー変換装置、水素生成方法お

よび発電システム

１８
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(21)【出願番号】特願２００６－６２５６０（Ｐ２００６－６２５６０）

(22)【出願日】平成１８年３月８日（２００６．３．８）

(31)【優先権主張番号】特願２００５－７９４５１（Ｐ２００５－７９４５１）

(32)【優先日】平成１７年３月１８日（２００５．３．１８）

(31)【優先権主張番号】特願２００５－１３８０７４（Ｐ２００５－１３８０７４）

(32)【優先日】平成１７年５月１１日（２００５．５．１１）

(31)【優先権主張番号】特願２００５－３１７２２６（Ｐ２００５－３１７２２６）

(32)【優先日】平成１７年１０月３１日（２００５．１０．３１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】国立大学法人東京工業大学

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２丁目１２番１号

(72)【発明者】

【氏名】矢部 孝

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２－１２－１ 国立大学法人東京工業大学内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

金属材料を保持する反応容器と、

前記反応容器に水蒸気を間歇的に供給するための供給ラインと、

前記金属材料と水との初期燃焼を生じさせ、前記金属材料と水との反応を持続させるため

の活性化手段である、スパークギャップまたはレーザと、

前記金属材料と前記水蒸気との反応により生成した水素ガスを回収するための排出ライン

と、

前記水蒸気を生成させるため前記反応容器からの熱を交換する熱交換ジャケットと、

を備え、前記供給ラインは、前記反応容器からの熱により生成した前記水蒸気を前記反応

容器の内部に供給する、

水素生成装置。

（請求項２以下省略）

東北大学が進めている太陽熱収集器の特許

発明（１）

(11)【公開番号】特開２０１２－２４２０４２（Ｐ２０１２－２４２０４２Ａ）

(43)【公開日】平成２４年１２月１０日（２０１２．１２．１０）

(54)【発明の名称】多重トラフ型反射鏡を有する太陽熱収集器

(21)【出願番号】特願２０１１－１１４７３２（Ｐ２０１１－１１４７３２）

(22)【出願日】平成２３年５月２３日（２０１１．５．２３）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】セレスティカ・ジャパン株式会社

【住所又は居所】宮城県黒川郡大和町吉岡字雷神２番地

(72)【発明者】

【氏名】小濱 泰昭

(72)【発明者】

【氏名】齊藤 隆

【住所又は居所】宮城県黒川郡大和町吉岡字雷神２番地 セレスティカジャパン株式会社内

(57)【要約】 （修正有）
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【課題】屋外の設置における風雪害を軽減する太陽熱収集器を提供する。

【解決手段】トラフ型長焦点反射鏡２及び短焦点反射鏡２a、ならびに双方の反射鏡に共通

に使用される集熱管１で構成される太陽熱収集器であって、長焦点反射鏡２と短焦点反射

鏡２a が交互に配置され且つ反射鏡間に隙間を有することを特徴とするものである。

【選択図】図１

【特許請求の範囲】

【請求項１】

集熱管と反射鏡にて太陽熱を集熱する太陽熱収集器であって、焦点距離が相違する

反射鏡を有することを特徴とする太陽熱収集器。

【請求項２】

前記記載の太陽熱収集器において、焦点距離が相違する反射鏡が焦点に向かって

多重配置されることを特徴とする請求項１記載の太陽熱収集器。

【請求項３】

前記記載の太陽熱収集器において、焦点距離が相違する反射鏡が上下方向に交互に

配置されることを特徴とする請求項１～２記載の太陽熱収集器。

【請求項４】

前記記載の太陽熱収集器において、反射鏡間に隙間を有することを特徴とする請求項

１～３記載の太陽熱収集器。

発明（２）

(11)【公開番号】特開２０１２－２４２０４３（Ｐ２０１２－２４２０４３Ａ）

(43)【公開日】平成２４年１２月１０日（２０１２．１２．１０）

(54)【発明の名称】異焦点集光構造を有する太陽熱収集器

(21)【出願番号】特願２０１１－１１４７３４（Ｐ２０１１－１１４７３４）

(22)【出願日】平成２３年５月２３日（２０１１．５．２３）

(71)【出願人】

【識別番号】７１１００４７５７

【氏名又は名称】セレスティカ・ジャパン株式会社

【住所又は居所】宮城県黒川郡大和町吉岡字雷神２番地

(72)【発明者】

【氏名】小濱 泰昭

【住所又は居所】宮城県仙台市太白区羽黒台３７街区１０番地

(72)【発明者】

【氏名】齊藤 隆

【住所又は居所】宮城県黒川郡大和町吉岡字雷神２番地 セレスティカジャパン株式会社内

(57)【要約】 （修正有）

【課題】屋外の設置における風雪害を軽減する集熱管とトラフ型反射鏡にて集熱を行う太

陽熱収集器を提供する。

【解決手段】四半円状のトラフ型長焦点反射鏡２及び短焦点反射鏡２a、ならびに双方の反

射鏡に共通に使用さる集熱管１で構成される太陽熱収集器であって、長焦点反射鏡２と短

焦点反射鏡２a間に隙間を有し、その隙間から風が抜けるため、風力を逃がす効果が発生す

る。

【選択図】図１

【特許請求の範囲】
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【請求項１】

集熱管と反射鏡にて太陽熱を集熱する太陽熱収集器であって、焦点距離が相違する

反射鏡を有することを特徴とする太陽熱収集器。

【請求項２】

前記記載の太陽熱収集器において、四半円状のトラフ型反射鏡を有することを特徴

とする請求項１記載の太陽熱収集器。

【請求項３】

前記記載の太陽熱収集器において、反射鏡間に隙間を有することを特徴とする請求

項１～２記載の太陽熱収集器

太陽熱収集器を何に応用するかは特許明細書中には何も記載されていません。

１２－２．難燃性マグネシウム合金製造関連特許

発明（１）

(11)【特許番号】特許第３０３０３３８号（Ｐ３０３０３３８）

(24)【登録日】平成１２年２月１０日（２０００．２．１０）

(45)【発行日】平成１２年４月１０日（２０００．４．１０）

(54)【発明の名称】高強度難燃性マグネシウム合金の製造方法

(21)【出願番号】特願平１０－２９９０７６

(22)【出願日】平成１０年１０月５日（１９９８．１０．５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】工業技術院長

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１丁目３番１号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】秋山 茂

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】上野 英俊

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】坂本 満

(72)【発明者】

【氏名】秋山 茂

(72)【発明者】

【氏名】上野 英俊

(72)【発明者】

【氏名】坂本 満

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 結晶粒界にカルシウム含有金属間化合物を有する、カルシウム１～１０重

量％及びアルミニウムを含む難燃性マグネシウム合金を塑性加工処理して該金属間化合物

を微細に破砕し、分散させることを特徴とする高強度難燃性マグネシウム合金の製造方法。

【請求項２】 カルシウム１～１０重量％を含む難燃性マグネシウム合金を融解し、これに

カルシウムの重量の２倍を越えない量のアルミニウムを添加し、冷却して結晶粒界に金属

間化合物を生成させたのち、塑性加工処理して該金属間化合物を微細に破砕し、分散させ

ることを特徴とする高強度難燃性マグネシウム合金の製造方法。

【請求項３】 マグネシウム合金を融解し、これに、カルシウムをそれとマグネシウム合金



43

の合計量当り１～１０重量％、アルミニウムをカルシウムの重量の２倍を越えない量それ

ぞれ添加し、冷却して結晶粒界に金属間化合物を生成させたのち、塑性加工処理して該金

属間化合物を微細に破砕し、分散させることを特徴とする高強度難燃性マグネシウム合金

の製造方法。

【請求項４】 押出し又は圧延により塑性加工処理する請求項１、２又は３記載の高強度難

燃性マグネシウム合金の製造方法。

発明（２）

(11)【特許番号】特許第３２８４２３２号（Ｐ３２８４２３２）

(24)【登録日】平成１４年３月８日（２００２．３．８）

(45)【発行日】平成１４年５月２０日（２００２．５．２０）

(54)【発明の名称】難燃性マグネシウム合金の精製方法

(21)【出願番号】特願平９－１０１０９１

(22)【出願日】平成９年４月２日（１９９７．４．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(72)【発明者】

【氏名】秋山 茂

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 九州工業技術研究所内

(72)【発明者】

【氏名】上野 英俊

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 九州工業技術研究所内

(72)【発明者】

【氏名】坂本 満

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 九州工業技術研究所内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 カルシウムを含有する難燃性マグネシウム合金を溶融状態において、０．１

～５０Ｔｏｒｒで少なくとも３０秒間真空脱気してきょう雑物を溶湯表面に浮上させるこ

とを特徴とする難燃性マグネシウム合金の精製方法。

発明（３）

(11)【特許番号】特許第４４１５０９８号（Ｐ４４１５０９８）

(24)【登録日】平成２１年１２月４日（２００９．１２．４）

(45)【発行日】平成２２年２月１７日（２０１０．２．１７）

(54)【発明の名称】難燃性マグネシウム合金押出材の製造方法及びその押出材

21)【出願番号】特願２００５－７５４７３（Ｐ２００５－７５４７３）

(22)【出願日】平成１７年３月１６日（２００５．３．１６）

(73)【特許権者】

【識別番号】３０１０２１５３３

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(72)【発明者】

【氏名】坂本 満
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【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究

所 九州センター内

(72)【発明者】

【氏名】上野 英俊

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究

所 九州センター内

(72)【発明者】

【氏名】劉 華 南

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究

所 九州センター内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

１～１２ｍａｓｓ％のアルミニウム及び０．２～５．０ｍａｓｓ％のカルシウム、残部マ

グネシウムから成る難燃性マグネシウム合金押出材の製造方法であって、

マグネシウム及び０．２～５．０ｍａｓｓ％のカルシウムを溶解した後、９８８Ｋ以上に

昇温した上で１～１２ｍａｓｓ％のアルミニウムを添加して溶解し、凝固させることを特

徴とする難燃性マグネシウム合金押出材の製造方法。

（請求項２以下省略）

発明（４）

(11)【特許番号】特許第４４４３９７０号（Ｐ４４４３９７０）

(24)【登録日】平成２２年１月２２日（２０１０．１．２２）

(45)【発行日】平成２２年３月３１日（２０１０．３．３１）

(54)【発明の名称】複合金属水酸化物固溶体及びその製造方法及びそれを含む樹脂組成物

及び半導体装置

(21)【出願番号】特願２００４－９０９２７（Ｐ２００４－９０９２７）

(22)【出願日】平成１６年３月２６日（２００４．３．２６）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００１０８７６４

【氏名又は名称】タテホ化学工業株式会社

【住所又は居所】兵庫県赤穂市加里屋字加藤９７４番地

(72)【発明者】

【氏名】川瀬 厚哉

【住所又は居所】兵庫県赤穂市加里屋字加藤９７４番地 タテホ化学工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】栗栖 裕文

【住所又は居所】兵庫県赤穂市加里屋字加藤９７４番地 タテホ化学工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】國重 正明

【住所又は居所】兵庫県赤穂市加里屋字加藤９７４番地 タテホ化学工業株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

式（１）で表わされ、結晶の表面がヒドロキシスズ酸亜鉛で被覆されていることを特徴と

する複合金属水酸化物固溶体。
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Ｍｇ1-xＺｎx-y（ＯＨ）2-2y・ＺｎyＳｎy（ＯＨ）6y （１）

（式中、ｘは０．０１≦ｘ＜０．５、ｙは０．０１ｘ≦ｙ＜０．５ｘの範囲の数をそれぞ

れ示す）

（請求項２以下省略）

発明（５）

(11)【特許番号】特許第４８５８９１０号（Ｐ４８５８９１０）

(24)【登録日】平成２３年１１月１１日（２０１１．１１．１１）

(45)【発行日】平成２４年１月１８日（２０１２．１．１８）

(54)【発明の名称】難燃性マグネシウム微粒粉体とその製造方法

(21)【出願番号】特願２００６－２９５３８５（Ｐ２００６－２９５３８５）

(22)【出願日】平成１８年１０月３１日（２００６．１０．３１）

(73)【特許権者】

【識別番号】３０１０２１５３３

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

難燃性マグネシウム合金に一定割合の粉砕助剤として金属セッケンを添加混合し、大気中

の環境下で定時間内に粉砕して得られた難燃性マグネシウム微粒粉体。

（請求項２以下省略）

発明（６）

(11)【特許番号】特許第５０３５８９３号（Ｐ５０３５８９３）

(24)【登録日】平成２４年７月１３日（２０１２．７．１３）

(45)【発行日】平成２４年９月２６日（２０１２．９．２６）

(54)【発明の名称】高強度高延性難燃性マグネシウム合金及びその製造方法

(21)【出願番号】特願２００７－２２４８３３（Ｐ２００７－２２４８３３）

(22)【出願日】平成１９年８月３０日（２００７．８．３０）

識別番号】３０１０２１５３３

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(72)【発明者】

【氏名】佐藤 富雄

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究

所 九州センター内

(72)【発明者】

【氏名】上野 英俊

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町字野々下８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究

所 九州センター内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

ＡＭ６０系、又はＡＺ９１系のマグネシウム合金に、０．５～５．０質量％のカルシウム

が添加された難燃性マグネシウム合金素材の粉砕物を成形し、焼結した引張強さ４１５Ｍ
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Ｐａ以上、耐力３６０ＭＰａ以上、破断伸び８％以上であることを特徴とする高強度高延

性難燃性マグネシウム合金。

（請求項２以下省略）

１２－３．セルロースナノファイバー複合材料特許

発明：セルロースミクロフィブリルを用いた高強度材料

(11)【特許番号】特許第３６４１６９０号（Ｐ３６４１６９０）

(24)【登録日】平成１７年２月４日（２００５．２．４）

(45)【発行日】平成１７年４月２７日（２００５．４．２７）

(54)【発明の名称】セルロースミクロフィブリルを用いた高強度材料

(21)【出願番号】特願２００１－３９４７０７（Ｐ２００１－３９４７０７）

(22)【出願日】平成１３年１２月２６日（２００１．１２．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】関西ティー・エル・オー株式会社

【住所又は居所】京都府京都市下京区中堂寺粟田町９３番地

(72)【発明者】

【氏名】矢野 浩之

【住所又は居所】京都府宇治市五ヶ庄 京都大学木質科学研究所内

(72)【発明者】

【氏名】中原 進

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

固形分の 65～100 重量％のセルロースミクロフィブリル及び 0～35 重量％の添加剤からな

り、室温及び相対湿度 60％の条件における三点支持中央集中荷重方式による測定法におけ

る曲げ強度が 200MPa～400MPa である高強度材料。

（請求項２以下省略）

１２－４．木材からリグニンを分離する技術関連特許

＜発明１＞リグニンのフェノール誘導体の生産方法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６５４５２７号（Ｐ３６５４５２７）

(24)【登録日】平成１７年３月１１日（２００５．３．１１）

(45)【発行日】平成１７年６月２日（２００５．６．２）

(54)【発明の名称】リグニンのフェノール誘導体の生産方法

(21)【出願番号】特願２００２－２８４３０９（Ｐ２００２－２８４３０９）

(22)【出願日】平成１４年９月２７日（２００２．９．２７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人科学技術振興機構

【住所又は居所】埼玉県川口市本町４丁目１番８号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

リグニンのフェノール誘導体の生産方法であって、
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フェノール誘導体によりリグノセルロース系材料を親和する工程、及び

フェノール誘導体により予め親和されたリグノセルロース系材料に酸を添加して得られる

反応系においてリグニンにフェノール誘導体を導入する工程、

の少なくとも一つの工程において、リグノセルロース系材料を含む混合系に対して超音波

を照射する、方法。

＜発明２＞、成形体の製造方法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３７４９６８８号（Ｐ３７４９６８８）

(24)【登録日】平成１７年１２月９日（２００５．１２．９）

(45)【発行日】平成１８年３月１日（２００６．３．１）

(54)【発明の名称】リグノフェノール誘導体と成形材料との複合化

(21)【出願番号】特願２００１－３８１９４３（Ｐ２００１－３８１９４３）

(22)【出願日】平成１３年１２月１４日（２００１．１２．１４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社マルトー

【住所又は居所】三重県四日市市白須賀二丁目７番１４号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

成形体の製造方法であって、

フェノール誘導体が添加された植物資源由来材料と濃酸とを接触して得られるリグノフェ

ノール誘導体を含有する組成物と成形材料とを含む成形前駆体を、空気相又は水相を分散

媒体として形成する工程と、

前記成形前駆体の成形空間内で水蒸気を発生させるかあるいは該成形空間の外部から水蒸

気を供給しつつ前記成形前駆体を成形する工程と、

を備える、製造方法。

【請求項１０】

フェノール誘導体が添加された植物資源由来材料と濃酸とを接触して得られるリグノフェ

ノール誘導体と、

炭水化物及び／又はフェノール誘導体と、

を含む成形用バインダーであって、

フェノール誘導体で溶媒和された植物資源由来材料を濃酸と接触させた後の混合物に過剰

の水を添加して得られる水不溶画分のリグノフェノール誘導体親和性溶媒に対する不溶画

分、

を含有する、成形用バインダー。

＜発明３＞リグニンのフェノール誘導体の生産方法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０４４４１３号（Ｐ４０４４４１３）

(24)【登録日】平成１９年１１月２２日（２００７．１１．２２）

(45)【発行日】平成２０年２月６日（２００８．２．６）

(54)【発明の名称】リグニンのフェノール誘導体の生産方法

(21)【出願番号】特願２００２－３０２１４９（Ｐ２００２－３０２１４９）

(22)【出願日】平成１４年１０月１６日（２００２．１０．１６）
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(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人科学技術振興機構

【住所又は居所】埼玉県川口市本町４丁目１番８号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

リグニンのフェノール誘導体の生産方法であって、

（ａ）第１のフェノール化合物で予め親和したリグノセルロース系材料に酸を添加して第

１次リグニンフェノール誘導体を得る工程、及び

（ｂ）第（ｎ＋１）のフェノール化合物で予め親和した前記ｎ次リグニンフェノール誘導

体に酸を添加して第（ｎ＋１）次のリグニンフェノール誘導体を得る工程、

を備え、ｎが１からＮ（Ｎは１以上の整数である）までの計Ｎ回の前記（ｂ）工程を順次

実施し、各（ｂ）工程において第（ｎ＋１）次リグニンフェノール誘導体を得る方法。

＜発明４＞リグニン系マトリックスを有する複合材料

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０９０８１３号（Ｐ４０９０８１３）

(24)【登録日】平成２０年３月７日（２００８．３．７）

(45)【発行日】平成２０年５月２８日（２００８．５．２８）

(54)【発明の名称】リグニン系マトリックスを有する複合材料

(21)【出願番号】特願２００２－２３５２１６（Ｐ２００２－２３５２１６）

(22)【出願日】平成１４年８月１２日（２００２．８．１２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人科学技術振興機構

【住所又は居所】埼玉県川口市本町４丁目１番８号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

リグニン系マトリックス を有する複合材料の製造方法であって、

以下の（ａ）～（ｃ）：

（ａ）フェノール誘導体のフェノール性水酸基に対してオルト位の炭素原子が、リグニン

のアリールプロパンユニットのＣ１位の炭素原子に結合した第一の１，１－ビス（アリー

ル）プロパンユニットを有するリグノフェノール誘導体

（ｂ）前記リグノフェノール誘導体に対して、水酸基保護処理、アルカリ処理、及び架橋

性基導入反応から選択される１種の反応を行って得られ、かつ前記第一のユニットを有す

る二次誘導体、及び

（ｃ）前記リグノフェノール誘導体に対して、水酸基保護処理、アルカリ処理、及び架橋

性基導入反応から選択される２種以上の反応を行って得られ、かつ前記第一のユニットを

有する高次誘導体

からなる群から選択される１種あるいは２種以上のリグニン系ポリマーであって少なくと

も架橋性基導入反応を経たリグニン系ポリマーの、目的とする複合材料をアルカリ処理に

より脱複合させるのに十分な量と、

前記リグニン系マトリックス に複合化される他の構成材料と、

を含有するマトリックス組成物を、加圧及び／又は加熱して成形するとともに前記導入し

た架橋性基を架橋させる工程を備える、方法。
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＜発明５＞リグニン誘導体の分離、回収

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４３１６５３６号（Ｐ４３１６５３６）

(24)【登録日】平成２１年５月２９日（２００９．５．２９）

(45)【発行日】平成２１年８月１９日（２００９．８．１９）

(54)【発明の名称】リグニン誘導体の分離及び回収方法

(21)【出願番号】特願２００５－１６７１０３（Ｐ２００５－１６７１０３）

(22)【出願日】平成１７年６月７日（２００５．６．７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人科学技術振興機構

【住所又は居所】埼玉県川口市本町４丁目１番８号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

リグニン誘導体の分離方法であって、

前記リグニン誘導体は、１，１－ジフェニルプロパンユニット及び／又は該１，１－ジフ

ェニルプロパンユニットから誘導されるユニットを有するリグニン誘導体であり、

液性媒体中で前記リグニン誘導体と金属酸化物とを接触させることにより、前記リグニン

誘導体を前記金属酸化物に保持させて分離する分離工程と、

アルカリ条件下、前記リグニン誘導体を保持した前記金属酸化物から前記リグニン誘導体

を分離させて前記リグニン誘導体を回収する回収工程と、

を備える、分離方法。

＜発明６＞ 木材資源からリグニンを分離する方法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５９３７０６号（Ｐ４５９３７０６）

(24)【登録日】平成２２年９月２４日（２０１０．９．２４）

(45)【発行日】平成２２年１２月８日（２０１０．１２．８）

(54)【発明の名称】植物体構成成分の変換および分離方法

(21)【出願番号】特願平１１－３１１９１０

(22)【出願日】平成１１年１１月２日（１９９９．１１．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】舩岡 正光

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

リグノセルロース系物質、フェノール誘導体および酸を含む混合物と不活性低沸点疎水性

有機溶媒とを混合し、得られた混合物を遠心分離により３層に分離し、３層のうちの中間

層を回収する工程を含む、リグノフェノール誘導体の調製方法。

【請求項２】

リグノセルロース系物質、フェノール誘導体および酸を含む混合物が、不活性低沸点有機

溶媒に溶解したフェノール誘導体とリグノセルロース系物質とを混合した後に、過剰量の

有機溶媒とフェノール誘導体を除去し、残存した混合物と酸とを混合することによって調

製される、請求項１に記載のリグノフェノール誘導体の調製方法。

【請求項３】

回収した中間層を水で洗浄して酸を除去した後、アセトン抽出することによりリグノフェ
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ノール誘導体を回収することを含む、請求項１または２に記載の方法。

【請求項４】

（１）不活性低沸点有機溶媒に溶解したフェノール誘導体とリグノセルロース系物質とを

混合した後に、過剰量の不活性低沸点有機溶媒とフェノール誘導体とを除去する工程；

（２）工程（１）で残存した混合物と酸とを混合する工程；及び

（３）工程（２）で得られた混合物と不活性低沸点疎水性有機溶媒とを混合し、得られた

混合物を遠心分離により３層に分離し、３層のうちの中間層を回収する工程；を２回以上

繰り返して行うリグノフェノール誘導体の調製方法。

【請求項５】

工程（１）で除去した過剰量の不活性低沸点有機溶媒とフェノール誘導体とを工程（１）

で再利用することを特徴とする、請求項４に記載の調製方法。

【請求項６】

工程（３）で形成された３層のうちからフェノール誘導体と有機溶媒とを含む上層を回収

し、工程（１）で再利用することを特徴とする、請求項４または５に記載の調製方法。

【請求項７】

工程（３）で形成された３層のうちから酸を含む下層を回収し、工程（２）で再利用する

ことを特徴とする、請求項４から６の何れか１項に記載の調製方法。

【請求項８】

不活性低沸点疎水性有機溶媒が、ベンゼン、キシレン、トルエン、ヘキサンまたはこれら

の混合物から選択される、請求項１から７の何れか１項に記載のリグノフェノール誘導体

の調製方法。

【請求項９】

フェノール誘導体がクレゾールである、請求項１から８の何れか１項に記載のリグノフェ

ノール誘導体の調製方法。

【請求項１０】

酸が６５重量％以上の濃硫酸である、請求項１から９の何れか１項に記載のリグノフェノ

ール誘導体の調製方法。

１２－５．細胞の滑りを利用した木材成形特許

(11)【特許番号】特許第４８４９６０９号（Ｐ４８４９６０９）

(24)【登録日】平成２３年１０月２８日（２０１１．１０．２８）

(45)【発行日】平成２４年１月１１日（２０１２．１．１１）

(54)【発明の名称】植物系材料の成形方法及びその成形体

(21)【出願番号】特願２００６－２１３３０５（Ｐ２００６－２１３３０５）

(22)【出願日】平成１８年８月４日（２００６．８．４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(72)【発明者】

【氏名】金山 公三

(72)【発明者】

【氏名】三木 恒久

(72)【発明者】
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【氏名】杉元 宏行

(72)【発明者】

【氏名】山下 修

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

植物系材料を圧力を加えることにより成形して成形体を製造する方法であって、植物系材

料を所定の自由空間を形成した金型に供給してプレス手段で加圧し、金型内で所定の自由

空間に構成細胞を移動させて構成細胞間に剪断力を作用させて細胞と細胞をその界面でず

らし該細胞の相互位置関係を変化させて変形させ、金型内の上記空間に充填し、圧縮力を

加えて賦形して一体化することにより所望の成形体とすることを特徴とする成形体の製造

方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４８９８７５０号（Ｐ４８９８７５０）

(24)【登録日】平成２４年１月６日（２０１２．１．６）

(45)【発行日】平成２４年３月２１日（２０１２．３．２１）

(54)【発明の名称】バイオマス粉体の流動性向上剤、並びに流動性向上剤を用いた成形体及

び成形体の製造方法

(21)【出願番号】特願２００８－２０４６３１（Ｐ２００８－２０４６３１）

(22)【出願日】平成２０年８月７日（２００８．８．７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(72)【発明者】

【氏名】杉元 宏行

(72)【発明者】

【氏名】金山 公三

(72)【発明者】

【氏名】三木 恒久

(72)【発明者】

【氏名】宇高 英二

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

竹材を熱水抽出処理して得られる熱水抽出物を含むことを特徴するバイオマス系の粉体の

流動性を向上させる流動性向上剤。

（請求項２以下省略）

１２－６．竹繊維製造装置の特許

発明（１）

(11)【特許番号】特許第４２５０６５３号（Ｐ４２５０６５３）

(24)【登録日】平成２１年１月２３日（２００９．１．２３）

(45)【発行日】平成２１年４月８日（２００９．４．８）
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(54)【発明の名称】竹繊維製造方法及び竹繊維製造装置

(21)【出願番号】特願２００６－３００１７３（Ｐ２００６－３００１７３）

(22)【出願日】平成１８年１１月６日（２００６．１１．６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】東亜機工株式会社

【住所又は居所】香川県三豊市豊中町上高野４１５８－１

(72)【発明者】

【氏名】田渕 国広

【住所又は居所】香川県三豊市豊中町上高野４１５８－１ 東亜機工株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

長尺の割竹片をその長手方向に送りながら、前記割竹片の送り方向に回転する解砕ドラム

の外周の解砕爪により、前記割竹片を解砕して竹繊維を取り出す竹繊維製造方法であって、

回転ローラにより丸竹を加圧して複数個の前記割竹片に割る竹割工程と、前記割竹片を回

転ローラにより加圧して偏平な板状にする偏平化工程と、偏平な割竹片を前記解砕ドラム

の解砕爪により解砕して竹繊維を取り出す解砕工程とを含むことを特徴とする竹繊維製造

方法。

【請求項２】

前記丸竹に生竹を用いることを特徴とする請求項１に記載の竹繊維製造方法。

【請求項３】

長尺の割竹片をその長手方向に送りながら、前記割竹片を解砕して竹繊維を取り出すよう

にした竹繊維製造装置であって、回転ローラにより丸竹を加圧して複数個の前記割竹片に

割る第１プレス装置と、前記割竹片を回転ローラにより加圧して偏平な板状にする第２プ

レス装置と、偏平な割竹片の送り方向に回転する解砕ドラムの外周の解砕爪により前記偏

平な割竹片を解砕して竹繊維を取り出す解砕装置とを含むことを特徴とする竹繊維製造装

置。

【請求項４】

前記解砕装置は前記偏平な割竹片を挟持してその長手方向に送る送り手段と、該送り手段

により送られる前記偏平な割竹片の送り方向に回転する前記解砕ドラムとを含み、前記解

砕ドラムの外周に、前記偏平な割竹片を解砕する多数の前記解砕爪を備えたことを特徴と

する請求項３に記載の竹繊維製造装置。

【請求項５】

前記解砕ドラムは外周に前記解砕爪が一体に形成された解砕円板をその軸方向に多数備え

たことを特徴とする請求項３又は４に記載の竹繊維製造装置。

【請求項６】

前記解砕ドラムは隣り合う前記解砕円板間に間隔保持円板を備えたことを特徴とする請求

項５に記載の竹繊維製造装置。

発明（２）

(11)【特許番号】特許第４８０９８８８号（Ｐ４８０９８８８）

(24)【登録日】平成２３年８月２６日（２０１１．８．２６）

(45)【発行日】平成２３年１１月９日（２０１１．１１．９）

(54)【発明の名称】竹綿混合シート製造方法及び竹綿混合シート製造装置

(21)【出願番号】特願２００８－３２３３３８（Ｐ２００８－３２３３３８）
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(22)【出願日】平成２０年１２月１９日（２００８．１２．１９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】東亜機工株式会社

【住所又は居所】香川県三豊市豊中町上高野４１５８－１

(72)【発明者】

【氏名】田渕 国広

【住所又は居所】香川県三豊市豊中町上高野４１５８－１ 東亜機工株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

第１熱融着繊維供給部（１０）から供給される熱融着繊維（５）と竹綿供給部（１１）か

ら供給される竹綿（４）とを、外周に多数の解繊針（２６）を有する解繊ロール（２７）

により解繊し混合して竹綿混合繊維（７）とする混合工程（４７）と、第２熱融着繊維供

給部（１３）から供給される熱融着繊維（８）を、外周に多数の解繊針（２９）を有する

解繊ロール（３０）により解繊する解繊工程（４９）と、前記竹綿混合繊維（７）を積層

して竹綿混合繊維層（７ａ）を成形する竹綿混合繊維層成形工程（４８）と、前記後者熱

融着繊維（８）を積層して熱融着繊維層（８ａ）を成形する熱融着繊維層成形工程（５０）

と、前記竹綿混合繊維層（７ａ）と前記熱融着繊維層（８ａ）とを重ねた状態でその前記

熱融着繊維（５，８）を同時に熱融着させる熱融着工程（５２）とを含み、前記竹綿混合

繊維層成形工程（４８）と前記熱融着繊維層成形工程（５０）は、前記混合工程（４７）

で混合された前記竹綿混合繊維（７）と前記解繊工程（４９）で解繊された前記熱融着繊

維（８）との内の一方を一方向に回転する吸引成形ドラム（３２）の外周面に吸引し押え

ロール（４０）により外側から押圧して内層を成形し、次いで該内層の外周面に他方を吸

引し押えロール（４１）により外側から押圧して外層を重合状に成形することを特徴とす

る竹綿混合シート製造方法。

（請求項２～６は省略）

１２－７．不燃木材技術の特許

(11)【特許番号】特許第３４８５９１４号（Ｐ３４８５９１４）

(24)【登録日】平成１５年１０月２４日（２００３．１０．２４）

(45)【発行日】平成１６年１月１３日（２００４．１．１３）

(54)【発明の名称】不燃処理液、並びにこれを用いた防火材

(21)【出願番号】特願２００３－１５５７７４（Ｐ２００３－１５５７７４）

(22)【出願日】平成１５年５月３０日（２００３．５．３０）

(31)【優先権主張番号】特願２００２－１６０７５５（Ｐ２００２－１６０７５５）

(32)【優先日】平成１４年５月３１日（２００２．５．３１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】浅野木材工業株式会社

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４番地

72)【発明者】

【氏名】浅野 成昭

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】浅野 裕弥
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【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】浅野 天仁

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】硼素化合物を含む弱酸又は弱アルカリの金属塩水溶液に燐酸及びシランカッ

プリング剤を加えて混合水溶液とし、該混合水溶液にポリフェノール系化合物を主成分と

する植物抽出物を加えたことを特徴とする不燃処理液。

【請求項２】弱酸又は弱アルカリの金属塩の含有量が全成分重量の１～１０％であること

を特徴とする請求項１記載の不燃処理液。

（請求項３以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３５３８１９４号（Ｐ３５３８１９４）

(24)【登録日】平成１６年３月２６日（２００４．３．２６）

(45)【発行日】平成１６年６月１４日（２００４．６．１４）

(54)【発明の名称】不燃木材の製造方法

(21)【出願番号】特願２００２－３３２１２７（Ｐ２００２－３３２１２７）

(22)【出願日】平成１４年１１月１５日（２００２．１１．１５）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３５２４７６（Ｐ２００１－３５２４７６）

(32)【優先日】平成１３年１１月１６日（２００１．１１．１６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】浅野木材工業株式会社

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４番地

(72)【発明者】

【氏名】浅野 成昭

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】浅野 裕弥

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】浅野 天仁

【住所又は居所】福井県坂井郡丸岡町猪爪５丁目１１４ 浅野木材工業株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】木材を乾燥する乾燥工程と、木材を減圧する減圧工程と、減圧状態で木材に

不燃処理剤を含浸させる減圧含浸工程と、加圧状態で木材に不燃処理剤を含浸させる加圧

含浸工程とを順に行い、次いで前記乾燥工程と、前記減圧工程と、前記減圧含浸工程と、

前記加圧含浸工程とを順に行い、最後に乾燥工程を行うことを特徴とする不燃木材の製造

方法。

【請求項２】木材を乾燥させる第１乾燥工程と、第１乾燥工程により乾燥させた後、減圧

された容器内で木材を減圧する第１減圧工程と、第１減圧工程により減圧させた後、減圧

された容器内で木材を不燃処理剤に浸して該不燃処理剤を木材組織に含浸させる第１減圧

含浸工程、第１減圧含浸工程により含浸させた後、容器内で木材を不燃処理剤に浸した状

態で加圧して該不燃処理剤を木材組織に含浸させる第１加圧含浸工程、第１加圧含浸工程
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により含浸させた後、不燃処理剤が含浸された木材を乾燥する第２乾燥工程、該第２乾燥

工程により乾燥させた後、減圧された容器内で木材を減圧する第２減圧工程と、第２減圧

工程により減圧させた後、減圧された容器内で木材を不燃処理剤に浸して該不燃処理剤を

木材組織に再度含浸させる第２減圧含浸工程、第２減圧含浸工程により含浸させた後、容

器内で木材を不燃処理剤に浸した状態で加圧して該不燃処理剤を木材組織に再度含浸させ

る第２加圧含浸工程、第２加圧含浸工程により含浸させた後、不燃処理剤が含浸された木

材を乾燥する第３乾燥工程と、よりなることを特徴とする不燃木材の製造方法。

（請求項３以下省略）

１２－８．超高温材料技術の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３０７６２６６号（Ｐ３０７６２６６）

(24)【登録日】平成１２年６月９日（２０００．６．９）

(45)【発行日】平成１２年８月１４日（２０００．８．１４）

(54)【発明の名称】超高温耐酸化材料及びその製造方法

(21)【出願番号】特願平９－１４６８４１

(22)【出願日】平成９年６月４日（１９９７．６．４）

(73)【特許権者】

【識別番号】３９１０２７１０３

【氏名又は名称】酒井 義文

(72)【発明者】

【氏名】酒井 義文

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 大気中１７００Ｋ～２２００Ｋの温度範囲において耐酸化性を有する超高温

耐酸化材料であって、Ｗ，ＴａもしくはＭｏから選ばれた一種類以上の金属を５～４０モ

ル％と、ＭｏＳｉ2 を２０～６０モル％と、Ａｌを３０モル％以下と、Ｂを３０モル％以下

と、ＺｒＯ2 を５～４０モル％と、からなることを特徴とする超高温耐酸化材料。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４７６７４９号（Ｐ３４７６７４９）

(24)【登録日】平成１５年９月２６日（２００３．９．２６）

(45)【発行日】平成１５年１２月１０日（２００３．１２．１０）

(54)【発明の名称】硬質膜被覆超高温高圧焼結体

(21)【出願番号】特願２０００－１７８１３７（Ｐ２０００－１７８１３７）

(22)【出願日】平成１２年６月１４日（２０００．６．１４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】東芝タンガロイ株式会社

【住所又は居所】神奈川県川崎市幸区堀川町５８０番地 ソリッドスクエア

(72)【発明者】

【氏名】木幡 護

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】立方晶窒化硼素および／またはダイヤモンドを含有する超高温高圧焼結体で
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なる基材の表面に被膜が被覆されており、該被膜は、チタンの炭化物，窒化物，炭窒化物，

炭酸化物，窒酸化物，炭窒酸化物でなるＴｉ化合物層、ならびにチタンとアルミニウムと

を含む複合窒化物、複合炭化物、複合炭窒化物、複合窒酸化物、複合炭酸化物、複合炭窒

酸化物でなるＴｉ－Ａｌ含有化合物層の中から選ばれた１種の単層または２種以上の多層

でなる硬質膜を有しており、該基材に隣接して被覆される該硬質膜が立方晶結晶構造から

なり、該硬質膜の表面から銅ターゲットを用いて、該硬質膜の（１１１），（２００），（２

２０）および（３１１）の結晶面が表示される範囲をＸ線回折したときに、Ｘ線回折ピー

クの中で（２００）結晶面が第１番目に高いピーク強度（「Ａ」と表す）を示し、第２番目

に高いピーク強度（「Ｂ」と表す）に対する該第１番目に高いピーク強度の比が８．５以上

（Ａ／Ｂ≧８．５）からなり、かつ第３番目に高いピーク強度（「Ｃ」と表す）に対する該

第２番目に高いピーク強度（Ｂ）の比が２．０以下（Ｂ／Ｃ≦２．０）でなる硬質膜被覆

超高温高圧焼結体。

（請求項２以下省略）

(11)【特許番号】特許第４６３８０８４号（Ｐ４６３８０８４）

(24)【登録日】平成２２年１２月３日（２０１０．１２．３）

(45)【発行日】平成２３年２月２３日（２０１１．２．２３）

(54)【発明の名称】溶融スラグ用の流路形成用部材

(21)【出願番号】特願２００１－１９０５６３（Ｐ２００１－１９０５６３）

(22)【出願日】平成１３年６月２５日（２００１．６．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社栗本鐵工所

【住所又は居所】大阪府大阪市西区北堀江１丁目１２番１９号

(72)【発明者】

【氏名】松野 進

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

流動する酸化物主体の高温溶融スラグに絶えず接触する流路の表面を形成する部材におい

て、Ｃｒ：３８～４５質量％、残りＦｅの二元系合金よりなり、とくに、１３５０℃以上

の超高温で優れた耐食性を具備することを特徴とする溶融スラグ用の流路形成用部材。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３７３５７１７号（Ｐ３７３５７１７）

(24)【登録日】平成１７年１１月４日（２００５．１１．４）

(45)【発行日】平成１８年１月１８日（２００６．１．１８）

(54)【発明の名称】Ｍｏ－Ｓｉ－Ｂ合金

(21)【出願番号】特願２００２－２７７３７７（Ｐ２００２－２７７３７７）

(22)【出願日】平成１４年９月２４日（２００２．９．２４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】国立大学法人東北大学

【住所又は居所】宮城県仙台市青葉区片平２丁目１番１号

(72)【発明者】

【氏名】野村 直之
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(72)【発明者】

【氏名】吉見 享祐

(72)【発明者】

【氏名】花田 修治

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

所定の基板上においてプラズマ溶射法を用いて形成され、Ｍｏ、Ｓｉ及びＢを構成元素と

し、Ｍｏ３Ｓｉ相、Ｍｏ５Ｓｉ３相及びＭｏ５ＳｉＢ２相の三相が共存し、Ｍｏ原料粉末、Ｓ

ｉ原料粉末及びＢ原料粉末を、Ｓｉ原料粉末及びＢ原料粉末の割合が、それぞれ２５mol％

及び８．４mol％となるように秤量し、これら秤量した原料を不活性ガス雰囲気中で溶解し

てインゴットを作製し、このインゴットを粉砕して粉末とし、この粉末をプラズマ溶射装

置内に供給してプラズマ溶射法に供して得られたことを特徴とする、Ｍｏ－Ｓｉ－Ｂ合金。

１２－９．食品加工装置・ドリマックス松本英司社長の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４８８２２２号（Ｐ３４８８２２２）

(24)【登録日】平成１５年１０月３１日（２００３．１０．３１）

(45)【発行日】平成１６年１月１９日（２００４．１．１９）

(54)【発明の名称】根菜類等自動皮剥き装置

(21)【出願番号】特願２００１－３１９９００（Ｐ２００１－３１９９００）

(22)【出願日】平成１３年１０月１７日（２００１．１０．１７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松本 英司

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 大根等の根菜類その他の棒状物を回転させつつ搬送する搬送手段と、前記搬

送手段の中途に前記棒状物の進行方向に対し傾けて配設され、その上を回転しながら通過

する前記棒状物に適圧にて接触するピーラーとを有し、前記搬送手段が、並置されて同一

方向に回転する一対のローラーから成る受けローラーと、前記受けローラーの上方に適宜

間隔を置いて斜めに傾けて配置される、前記ローラーよりも大径の引込みローラーとで構

成され、前記ピーラーが前記一対のローラー間に配置されたことを特徴とする根菜類等自

動皮剥き装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６１１２４５号（Ｐ３６１１２４５）

(24)【登録日】平成１６年１０月２９日（２００４．１０．２９）

(45)【発行日】平成１７年１月１９日（２００５．１．１９）

(54)【発明の名称】野菜カッティング装置

(21)【出願番号】特願２００１－３８５８４４（Ｐ２００１－３８５８４４）

(22)【出願日】平成１３年１２月１９日（２００１．１２．１９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松本 英司

(57)【特許請求の範囲】
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【請求項１】

投入物を遠心力でラジアル方向に導く回転体と、内周面に適宜歯刃と生成物の通抜孔を有

していて前記回転体を僅かな間隙を保持して取り囲む歯刃筒と、前記歯刃筒の外側に、前

記通抜孔からの生成物飛出し用スペースを保持して前記歯刃筒を取り囲むカバーを含む回

収部とから成り、前記回転体は区画を形成する仕切板を有しており、また、前記歯刃筒は

脱着交換自在であることを特徴とする野菜カッティング装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３８７８５６１号（Ｐ３８７８５６１）

(24)【登録日】平成１８年１１月１０日（２００６．１１．１０）

(45)【発行日】平成１９年２月７日（２００７．２．７）

(54)【発明の名称】棒状野菜皮剥き機

(21)【出願番号】特願２００３－２４６９８（Ｐ２００３－２４６９８）

(22)【出願日】平成１５年１月３１日（２００３．１．３１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松本 英司

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

垂直方向に延びる駆動部ケースに組み込まれ、昇降動作して野菜を加工部に押し込むプッ

シャーと、野菜が通り抜ける中央開口を有していて前記駆動部ケースの中途に設置される

供給部ベースと、前記供給部ベースの裏面に前記中央開口を囲むように配設される皮剥き

部とから成り、

前記皮剥き部は、複数のピーラーを等角度置きにして環状に配置した環状ピーラーを同心

的に複数段配置し、且つ、前記各段の環状ピーラー同士がそれぞれ水平方向に等角度宛ず

れるように配置して構成され、

前記ピーラーは、両側をピーラーホルダーに支持された刃体であって、前記ピーラーホル

ダーは、前記供給部ベースの裏面に取り付けられた下端が折曲されたピーラー支持軸の先

端に固定され、

前記各段の環状ピーラーは、待機時において上開き状態となるようにされ、且つ、前記ピ

ーラー支持軸を前記供給部ベースの裏面に枢動可能に取り付けることによって野菜通過時

において拡径可能にされたことを特徴とする棒状野菜皮剥き機。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４８３８６５０号（Ｐ４８３８６５０）

(24)【登録日】平成２３年１０月７日（２０１１．１０．７）

(45)【発行日】平成２３年１２月１４日（２０１１．１２．１４）

(54)【発明の名称】果菜カッティング装置

(21)【出願番号】特願２００６－１９４４８０（Ｐ２００６－１９４４８０）

(22)【出願日】平成１８年７月１４日（２００６．７．１４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松本 英司

(57)【特許請求の範囲】



59

【請求項１】

投入された果菜を遠心力でラジアル方向に導く回転体を備え た円筒形の投入室を設け、前

記投入室の側面に開口を形成し、前記開口に臨むように複合刃を設置して成り、前記複合

刃は、高速回転する丸刃と、多数の切り刃を前記丸刃の周縁部裏側に沿って円弧状に配置

して成るロータリーくし刃と、前記丸刃の外周に沿うように、前記丸刃と平行又は平行に

近い面上に水平方向に延びる刃を適宜間隔置きに多数並設して成る静止くし刃とで構成さ

れ、前記複合刃は、前記投入室の側面に設置されるモータケースの前記投入室側端面に配

備され、前記ロータリーくし刃は、２枚対置された刃取付盤の各周縁部に適宜間隔置きに

形成された差込スリット間に切り刃を差し渡して構成され、前記丸刃と共通の駆動軸に固

定されて前記丸刃と一体となって回転し、また、前記静止くし刃は、前記丸刃の外周に対

応する円弧状に配設されることを特徴とする果菜カッティング装置。

（請求項２以下省略）

１２－１０．ＣＡＳ（細胞を破壊しない冷凍）技術の特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９７３４２９号（Ｐ３９７３４２９）

(24)【登録日】平成１９年６月２２日（２００７．６．２２）

(45)【発行日】平成１９年９月１２日（２００７．９．１２）

(54)【発明の名称】冷凍装置

(21)【出願番号】特願２００２－１６３５３（Ｐ２００２－１６３５３）

(22)【出願日】平成１４年１月２５日（２００２．１．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

冷凍庫の閉空間内に、被冷凍物を収容し、該被冷凍物に交番電界を作用させる交番電界発

生手段および／または磁場を作用させる磁場発生手段と、冷凍手段と送風手段とを有し冷

風を供給する冷風整流供給装置を組み込んで、該被冷凍物を冷凍する冷凍装置であって、

前記冷風整流供給装置は、前記閉空間内にさらに、前記冷風を並行流に整流された冷風と

する風向と風量が調節可能な風向板と、該整流された冷風をさらに吸引再整流し、均一な

流速と流量で追送風する追送風整流装置とからなる整流手段を有し、前記風向板および前

記追送風整流装置が、 前記送風手段に連動して作動し、冷風整流を供給する冷風整流供給

装置であり、

前記交番電界発生手段は、周波数 50kHz ～５MHz の電界エネルギーを連続的に走査可能な

手段、または周波数を段階的に変化させた電界エネルギーを走査可能な手段であり、

前記磁場発生手段は、静磁場発生手段および／または変動磁場発生手段からなり、該変動

磁場発生手段が電磁コイルを被冷凍物を保持する保持具を囲むように、または挟み込むよ

うに、またはまたがるように配設してなる

ことを特徴とする冷凍装置。

（請求項２以下省略）
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＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０４１６７３号（Ｐ４０４１６７３）

(24)【登録日】平成１９年１１月１６日（２００７．１１．１６）

(45)【発行日】平成２０年１月３０日（２００８．１．３０）

(54)【発明の名称】超急速冷凍方法およびその装置

(21)【出願番号】特願２００１－５２７６５９（Ｐ２００１－５２７６５９）

(86)(22)【出願日】平成１２年９月２９日（２０００．９．２９）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２０００／００６７９３

(31)【優先権主張番号】０９／４１０，８１３

(32)【優先日】平成１１年１０月１日（１９９９．１０．１）

(33)【優先権主張国】米国（ＵＳ）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

冷凍対象物に一方向の磁場を作用させつつ、該冷凍対象物の周囲温度を－３０～－１０

０℃に冷却して急速冷凍するステップと、

前記冷凍対象物を１～５ｍ／ｓｅｃの冷風で冷却するとともに、該冷風に可聴周波数帯域

の音波を重畳するステップと、

を備え、

前記一方向の磁場は、その強さが、１～２００００Ｇｓの範囲における任意の固定値を基

準とし該基準に対して正負方向に所定の範囲で、かつ５０又は６０Ｈｚの周波数でゆらぎ

変動する超急速冷凍方法。を備え、前記磁場発生手段は、前記一方向の磁場の強さが、１

～２００００Ｇｓの範囲における任意の固定値を基準とし該基準に対して正負方向に所定

の範囲で、かつ５０又は６０Ｈｚの周波数でゆらぎ変動する磁場を作用させるゆらぎ磁場

発生手段である超急速冷凍装置。

（請求項２以下省略）

＜発明３＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１５２６９５号（Ｐ４１５２６９５）

(24)【登録日】平成２０年７月１１日（２００８．７．１１）

(45)【発行日】平成２０年９月１７日（２００８．９．１７）

(54)【発明の名称】高鮮度凍結生野菜の製造方法

(21)【出願番号】特願２００２－２４８５７０（Ｐ２００２－２４８５７０）

(22)【出願日】平成１４年８月２８日（２００２．８．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

生野菜または湯通しした生野菜を、静磁場発生手段および変動磁場発生手段を有する冷凍
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庫の内部閉空間に収容して静磁場および変動磁場の作用下で所定の温度まで急速冷却した

のち、該所定の温度で速やかに冷凍する凍結生野菜の製造方法において、前記静磁場発生

手段が１～10000Gaus の静磁場を発生する静磁場発生手段であり、前記変動磁場発生手段

が、交流を通電して0.1 ～1000Gausの変動磁場を発生する電磁コイル構造体を複数個有し、

該電磁コイル構造体を、前記生野菜を保持する保持具にまたがるように、あるいは前記生

野菜を保持する保持具を囲むように、かつ複数の該電磁コイル構造体が前記保持具に沿っ

て並行、直行または交叉するように配設した変動磁場発生手段であることを特徴とする高

鮮度凍結生野菜の製造方法。

（請求項２以下省略）

＜発明４＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２０９１５７号（Ｐ４２０９１５７）

(24)【登録日】平成２０年１０月３１日（２００８．１０．３１）

(45)【発行日】平成２１年１月１４日（２００９．１．１４）

(54)【発明の名称】即炊飯可食米の製造方法およびその装置

(21)【出願番号】特願２００２－２４８５７１（Ｐ２００２－２４８５７１）

(22)【出願日】平成１４年８月２８日（２００２．８．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

冷凍した精白米を、解凍後直ちに炊飯して食に供することができる即炊飯可食米の製造装

置であって、誘電ＣＡＳ熟成庫と、誘電ＣＡＳ乾燥機と、誘電ＣＡＳ冷凍庫と、誘電ＣＡ

Ｓ磁気水製造装置とを有し、

前記誘電ＣＡＳ熟成庫が、熟成庫と、該熟成庫の内部空間に精白米を収容・保持する保持

手段と、該保持手段に収容・保持された精白米に、磁場を作用させる磁場発生手段と、前

記熟成庫の内部空間の雰囲気を調整する雰囲気調整手段と、を有し、

前記誘電ＣＡＳ乾燥機が、乾燥室と、該乾燥室の内部空間に精白米を収容・保持する保持

手段と、該保持手段に収容・保持された精白米に、磁場を作用させる磁場発生手段と、前

記乾燥室の内部空間の雰囲気を調整する雰囲気調整手段と、を有し、

前記誘電ＣＡＳ冷凍庫が、冷凍庫と、該冷凍庫の内部空間に精白米を収容・保持する保持

手段と、該保持手段に収容・保持された精白米に、磁場を作用させる磁場発生手段と、を

有し、

前記誘電ＣＡＳ磁気水製造装置が、水を所定速度以上の流水とする流水発生手段と、該流

水に磁場を作用させる磁場発生手段と、を有し、かつ、

前記磁場発生手段が、静磁場を作用させる静磁場発生手段と変動磁場を作用させる変動磁

場発生手段とからなることを特徴とする即炊飯可食米製造装置。

（請求項２以下省略）

＜発明５＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２４３９２４号（Ｐ４２４３９２４）
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(24)【登録日】平成２１年１月１６日（２００９．１．１６）

(45)【発行日】平成２１年３月２５日（２００９．３．２５）

(54)【発明の名称】高機能性冷凍装置および高機能性冷凍方法

(21)【出願番号】特願２００１－２８１８４８（Ｐ２００１－２８１８４８）

(22)【出願日】平成１３年９月１７日（２００１．９．１７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

冷凍庫と、 該冷凍庫の内部空間に収容されている被冷凍物に交番電界を作用させる交番電

界発生手段と、前記冷凍庫内の冷気を、前記被冷凍物に送風する送風手段と、を備える高

機能性冷凍装置であって、前記交番電界が、周波数：50Hz～５MHz の範囲で連続的に周波

数を変化させた交番電界であり、さらに前記交番電界発生手段に加え、前記被冷凍物に磁

場を作用させる磁場発生手段を備え、該磁場発生手段が、静磁場を発生する静磁場発生装

置および／または変動磁場を発生する変動磁場発生装置であり、該静磁場発生装置が永久

磁石であり、該変動磁場発生装置が誘電コイルであり、前記永久磁石が、前記冷凍庫の外

壁面または前記被冷凍物を保持する保持具裏側に設けられ、前記誘電コイルが、前記被冷

凍物を保持する保持具にまたがるようにあるいは前記被冷凍物を保持する保持具を挟むよ

うに、あるいは前記被冷凍物を保持する保持具を囲むようにして、かつ冷気を妨げないよ

うに設けられることを特徴とする高機能性冷凍装置。

（請求項２以下省略）

＜発明６＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２７６９０２号（Ｐ４２７６９０２）

(24)【登録日】平成２１年３月１３日（２００９．３．１３）

(45)【発行日】平成２１年６月１０日（２００９．６．１０）

(54)【発明の名称】蓄熱構造体および冷蔵保管庫

(21)【出願番号】特願２００３－２０４５６０（Ｐ２００３－２０４５６０）

(22)【出願日】平成１５年７月３１日（２００３．７．３１）

(73)【特許権者】

【識別番号】５０００６３４３５

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

対向する一対の板材からなる保持部材間に磁石と蓄熱材とを隣接させて保持してなる蓄熱

構造体であって、

該磁石は、シート状に形成されてその片面が前記一対の板材の一方に接触されて、両方の

板材の全面にそれぞれ設けられるとともに、前記蓄熱材は該一対のシート状の磁石間の空

隙に充填されて設けられている、

ことを特徴とする蓄熱構造体。

（請求項２以下省略）
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＜発明７＞

12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４２２９８９号（Ｐ４４２２９８９）

(24)【登録日】平成２１年１２月１１日（２００９．１２．１１）

(45)【発行日】平成２２年３月３日（２０１０．３．３）

(54)【発明の名称】急速冷凍・保管庫

(21)【出願番号】特願２００３－２９３９１４（Ｐ２００３－２９３９１４）

(22)【出願日】平成１５年８月１５日（２００３．８．１５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内部に被冷凍物を収納して保管する、断熱構造体からなる保管庫躯体と、

該保管庫躯体内に設けられ、庫内の冷熱の一部を蓄積して庫内温度の上昇に応じて蓄熱し

た冷熱を庫内に放熱する蓄冷構造体と、

該保管庫躯体内に磁場を作用させる磁場発生手段と、

常温から略－１０℃までの冷却効率が高く設定されて該保管庫躯体の庫内を冷却する第１

の冷凍サイクルと、

氷点下から略－６０℃までの冷却効率が高く設定されて該保管庫躯体の庫内を冷却する第

２の冷凍サイクルと、

該第１，第２の冷凍サイクルの作動を制御する作動制御器と、

を備え、

該作動制御器は、該磁場発生手段による磁場の存在下で該庫内に収納される被冷凍物に凍

結が生じない常温から過冷却温度帯域までは該第１冷凍サイクルを運転して庫内を冷却す

る一方、該過冷却温度帯域に冷却された以後は、該未凍結の被冷凍物を該磁場の存在下で

凍結させるべく、少なくとも凍結保管温度帯域まで該第２の冷凍サイクルを運転して該庫

内を冷却し、該第１，第２の冷凍サイクルの作動を切り替え、

該蓄冷構造体は、対面して離間配置された一対の板材からなる保持部材間に磁石と蓄冷材

とを隣接させて保持してなる蓄熱構造体であって、該一対の板材間に多数の空孔を有する

格子板状の芯材が介在され、該芯材の該空孔内に該蓄冷材が設けられるとともに、該磁石

はシート状に形成されてその片面が前記一対の板材の一方に接触されて該板材の全面に設

けられている、ことを特徴とする急速冷凍・保管庫。

（請求項２以下省略）

＜発明８＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５２８４３６号（Ｐ４５２８４３６）

(24)【登録日】平成２２年６月１１日（２０１０．６．１１）

(45)【発行日】平成２２年８月１８日（２０１０．８．１８）

(54)【発明の名称】急速冷凍サイクル装置およびこれを用いた急速冷凍方法

(21)【出願番号】特願２０００－４０２３２３（Ｐ２０００－４０２３２３）

(22)【出願日】平成１２年１２月２８日（２０００．１２．２８）
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(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社アビー

【住所又は居所】千葉県我孫子市並木７－３－９

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

圧縮機、凝縮器、膨張弁、蒸発器を順次、冷媒管路にて環状に連結してなる急速冷凍サイ

クル装置において、

冷媒の所定の蒸発温度を境に冷凍能力の高さが互いに逆転する第１圧縮機と第２圧縮機と

を並設するとともに、前記蒸発温度を検知して、該検知温度における冷凍能力が高い方の

圧縮機への単独運転に作動を切り換える作動制御器を設け、該作動制御器は該境界温度の

高温側から低温側に亘って設定された所定の切り換え温度範囲では、該第１圧縮機と該第

２圧縮機とを二台運転することを特徴する急速冷凍サイクル装置。

（請求項２以下省略）

１２－１１．氷感技術の特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３８６２０８５号（Ｐ３８６２０８５）

(24)【登録日】平成１８年１０月６日（２００６．１０．６）

(45)【発行日】平成１８年１２月２７日（２００６．１２．２７）

(54)【発明の名称】微生物及び動物由来物の保存方法

(21)【出願番号】特願２００３－３９６３２５（Ｐ２００３－３９６３２５）

(22)【出願日】平成１５年１１月２６日（２００３．１１．２６）

(31)【優先権主張番号】特願２００３－３２７２４７（Ｐ２００３－３２７２４７）

(32)【優先日】平成１５年９月１９日（２００３．９．１９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】メビックス株式会社

【住所又は居所】東京都千代田区神田小川町３－４ 御茶ノ水三四ビル

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社フィールテクノロジー

【住所又は居所】島根県大田市久手町波根西７５０－７

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

動物由来物である赤血球を静電場雰囲気内におき、０℃～４℃の温度条件で保存する保存

方法。

【請求項２】

保存液中に浸漬状態である、動物由来物である心臓、肝臓、あるいは腎臓を静電場雰囲気

内におき、以下の条件下で保存する保存方法。

心臓：－５℃～２℃の温度条件

肝臓：－５℃～２℃の温度条件

腎臓：－５℃～０℃の温度条件

【請求項３】

前記静電場雰囲気は、１００Ｖ～５０００Ｖの交流又は直流電圧を電極に印加して形成さ
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れる請求項１または２に記載の保存方法。

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５６３９１６号（Ｐ４５６３９１６）

(24)【登録日】平成２２年８月６日（２０１０．８．６）

(45)【発行日】平成２２年１０月２０日（２０１０．１０．２０）

(54)【発明の名称】食品保管施設及び食品保管方法

(21)【出願番号】特願２００５－３０８３６０（Ｐ２００５－３０８３６０）

(22)【出願日】平成１７年１０月２４日（２００５．１０．２４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社フィールテクノロジー

【住所又は居所】島根県大田市久手町波根西７５０－７

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内部に設けた雪設置ゾーンに雪を堆積させることにより食品を冷蔵保管する施設空間にお

いて、静電場発生電源に接続した通電レールを該施設空間の周壁に沿って配し、複数の食

品収納具を相互に間隔を開けて設置する構造であって、該食品収納具は、導電体で形成し

絶縁体を介して設置すると共に、該通電レールに直接若しくは間接的に接続する通電チェ

ーンを設けたことを特徴とする食品保管施設。

【請求項２】

雪は施設空間を形成する地中に埋設し、その上に区画部材を介して食品収納具を設置する

請求項１記載の食品保管施設。

【請求項３】

施設の開閉扉は、その開閉を通電レールへの通電を遮断するスイッチに連動させた請求項

１記載の食品保管施設。

【請求項４】

静電場雰囲気で食品を冷蔵保存する方法において、食品を冷蔵保管する施設空間に雪を堆

積させると共に、静電場発生電源に接続したもので該施設空間の周壁に沿って配した通電

レールに、食品を収納した食品収納具に設けた通電チェーンを、直接若しくは間接的に接

続して設置することを特徴とする食品保管方法。

１２－１２．野菜の乾燥技術の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３８１６４８１号（Ｐ３８１６４８１）

(24)【登録日】平成１８年６月１６日（２００６．６．１６）

(45)【発行日】平成１８年８月３０日（２００６．８．３０）

(54)【発明の名称】生食用野菜、および生食用半乾燥野菜、並びに調味冷凍野菜の製造方法。

(21)【出願番号】特願２００３－３９８９４８（Ｐ２００３－３９８９４８）

(22)【出願日】平成１５年１１月２８日（２００３．１１．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】岐阜アグリフーズ 株式会社

(73)【特許権者】
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【氏名又は名称】株式会社 ＧＲＥＥＮＳＴＵＦＦ

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

成型して塩素剤などの除菌剤で洗浄・除菌した野菜類を３０～５０℃で、５～１０分加熱

して、硬度と機能性並びにうまみ成分を付与する第１の蒸気加熱工程を行なった後、５５

～８０℃で、３～３０分加熱して除菌する第２の蒸気加熱工程を行ない、次いで０～３０℃

に冷却した後、２０～１００℃の温風を通風して野菜類の水分を２～１０％除去する乾燥

工程を行ない、この後、直ちに０～１５℃に冷却することを特徴とする生食用野菜の製造

方法。

（請求項２以下省略）

１２－１３．前川製作所の鶏肉加工装置特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４８３７１２号（Ｐ３４８３７１２）

(24)【登録日】平成１５年１０月１７日（２００３．１０．１７）

(45)【発行日】平成１６年１月６日（２００４．１．６）

(54)【発明の名称】胸肉分離方法とその装置

(21)【出願番号】特願平８－２４２５７９

(22)【出願日】平成８年８月２６日（１９９６．８．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社前川製作所

【住所又は居所】東京都江東区牡丹２丁目１３番１号

72)【発明者】

【氏名】兒玉 龍二

(72)【発明者】

【氏名】早川 裕之

(72)【発明者】

【氏名】神津 昭三

(72)【発明者】

【氏名】野村 裕昭

(72)【発明者】

【氏名】藤原 芳光

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 鶏肉屠体上半身の、肩甲骨と上腕骨頭との間の二組の腱を主体とする関節周

辺の生体組織を、切断して手羽とともに胸肉を剥がす胸肉分離方法であって、前記屠体上

半身の大きさに対応した適当大きさのガイドバーを当該肩関節の間に押圧挿入して、腱切

断用のカッタの挿入位置の横方向の位置規制をする関節の内側に鉛直基準面を設定すると

ともに、挿入位置の高さ方向の位置規制をする水平基準面を設定し、上記位置規制したカ

ッタ挿入位置に対し、斜め外側より挿入させるべく用意した斜行カッタにより、前記二組

の腱のうち外側の全部と内側の一部を切断して結合力を低下させ、セパレータの押圧によ

り間隔の広がった上腕骨頭と関節との間に水平カッタを挿入して残余の内側の腱を切断す

るようにしたことを特徴とした胸肉分離方法。

（請求項２以下省略）
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４８５８５７号（Ｐ３４８５８５７）

(24)【登録日】平成１５年１０月２４日（２００３．１０．２４）

(45)【発行日】平成１６年１月１３日（２００４．１．１３）

(54)【発明の名称】食肉屠体の処理方法とその処理装置

(21)【出願番号】特願２０００－７８０２６（Ｐ２０００－７８０２６）

(22)【出願日】平成１２年３月２１日（２０００．３．２１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社前川製作所

【住所又は居所】東京都江東区牡丹２丁目１３番１号

(72)【発明者】

【氏名】樋口 清志

(72)【発明者】

【氏名】辻 真二

(72)【発明者】

【氏名】熊沢 四郎

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 食肉屠体の中抜き処理工程と、低温冷却処理工程とを含む食肉屠体の処理方

法において、前記低温冷却処理前の死後硬直開始前から死後硬直中に食肉屠体に行なうオ

ンオフによる通電手段の印加時間を異ならせた複数の通電サイクルを有する電気的刺激工

程を介在させたことを特徴とする食肉屠体の処理方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３５４９６７９号（Ｐ３５４９６７９）

(24)【登録日】平成１６年４月３０日（２００４．４．３０）

(45)【発行日】平成１６年８月４日（２００４．８．４）

(54)【発明の名称】胸肉分離方法とその装置

(21)【出願番号】特願平８－２１３１４６

(22)【出願日】平成８年７月２４日（１９９６．７．２４）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００１４８３５７

【氏名又は名称】株式会社前川製作所

【住所又は居所】東京都江東区牡丹２丁目１３番１号

(72)【発明者】

【氏名】兒玉 龍二

(72)【発明者】

【氏名】早川 裕之

(72)【発明者】

【氏名】神津 昭三

(72)【発明者】

【氏名】野村 裕昭

(72)【発明者】
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【氏名】藤原 芳光

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

鶏肉屠体上半身より手羽とともに胸肉を剥がす方法であって、

前記屠体肩関節の位置決めをする位置決めステップ、屠体上半身と上腕骨との間に離反力

を作用させつつ肩甲骨を上方に浮き上がらせながら、肩関節を形成する上腕骨頭と肩甲骨

の関節窩との間の靭帯、腱、膜、筋等の関節周辺の生体組織を切断する切断ステップ、そ

の後手羽とともに胸肉を剥がす胸肉剥がしステップとよりなることを特徴とする胸肉分離

方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９６０６９９号（Ｐ３９６０６９９）

(24)【登録日】平成１９年５月２５日（２００７．５．２５）

(45)【発行日】平成１９年８月１５日（２００７．８．１５）

(54)【発明の名称】鶏肉屠体上半身の脱骨自動処理方法とその装置

(21)【出願番号】特願平１１－１１２２９

(22)【出願日】平成１１年１月２０日（１９９９．１．２０）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００１４８３５７

【氏名又は名称】株式会社前川製作所

【住所又は居所】東京都江東区牡丹２丁目１３番１号

(72)【発明者】

【氏名】兒玉 龍二

(72)【発明者】

【氏名】早川 裕之

(72)【発明者】

【氏名】野村 裕昭

(72)【発明者】

【氏名】構 敏和

(72)【発明者】

【氏名】神津 昭三

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

鶏肉屠体上半身よりなるワークのワーク投入装着工程と、装着したワークへの前処理工程

と、前処理したワークに対して行なう肩関節切断工程と、次いで行なう胸肉剥がし工程と、

それに続くササミ取り工程と、次いで行なわれるガラ排出工程と、よりなる一連の処理工

程において、

前記ワーク投入装着工程においてワークの肩関節の肩甲骨頭の下面を基準水平面上に設定

するとともに正対方向に固定するようにし、

前記前処理工程においてワークの個体差に自動的に対処するための特定箇所の幅方向の計

測のための計測記憶工程を設け、

前記肩関節切断工程において、外側腱の切断時におけるカッタ挿入位置と中寄り腱の切断

時における上腕骨頭押さえ板先端の左右拡開位置と水平カッタ挿入位置は、前記計測値よ
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り演算設定するようにし、

前記胸肉剥ぎ工程において、それより分岐して胸肉を分離するための胸肉切断工程を設け、

前記ガラ排出工程後ワーク投入装着工程に自動的に復帰する循環方式を形成するようにし

たことを特徴とする鶏肉屠体上半身の脱骨自動処理方法

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０２８９５１号（Ｐ４０２８９５１）

(24)【登録日】平成１９年１０月１９日（２００７．１０．１９）

(45)【発行日】平成２０年１月９日（２００８．１．９）

(54)【発明の名称】鶏肉屠体上半身の脱骨自動処理方法とその装置

(21)【出願番号】特願２０００－２５０９３（Ｐ２０００－２５０９３）

(22)【出願日】平成１２年２月２日（２０００．２．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社前川製作所

【住所又は居所】東京都江東区牡丹２丁目１３番１号

(72)【発明者】

【氏名】早川 裕之

(72)【発明者】

【氏名】井上 徳幸

(72)【発明者】

【氏名】神津 昭三

(72)【発明者】

【氏名】赤尾 順一

(72)【発明者】

【氏名】木藤 浩二

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

鶏肉屠体上半身よりなるワークを、肩乗せ板を持つコーンと手羽置きにより正対位置を設

定して固定するワーク投入装着工程と、肩甲骨頭内側幅を主とする計測と記憶処理を行う

前処理工程と、該前処理したワークに対して肩関節の切断を行なう肩関節切断工程と、前

記肩関節切断後に胸肉剥がしを行なう胸肉剥ぎ工程と、胸肉を剥いだワークのササミを取

るササミ取り工程とを含む鶏肉屠体上半身の脱骨自動処理方法において、

前記胸肉剥ぎ工程の前段でワーク装着テーブルの動きに連動して三角骨押圧機構によって

三角骨を前記コーンの両側へ押圧し、その後の胸肉剥ぎ工程での三角骨の破砕分離に起因

する胸肉側への異物混入を防止し、

前記ササミ取り工程の前段にササミ筋入れ工程を設け、ササミが付着している胸骨の両側

に沿い胸骨とササミの間に筋入れを行い、ササミ引き剥がし時の肉のちぎれを防止したこ

とを特徴とする鶏肉屠体上半身の脱骨自動処理方法。

（請求項２以下省略）

１２－１４．ハードロック工業の緩まないナット特許

＜発明１＞
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３２７２２６５号（Ｐ３２７２２６５）

(24)【登録日】平成１４年１月２５日（２００２．１．２５）

(45)【発行日】平成１４年４月８日（２００２．４．８）

(54)【発明の名称】緩み止めナット

(21)【出願番号】特願平９－１１３４６３

(22)【出願日】平成９年４月１５日（１９９７．４．１５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ハードロック工業株式会社

【住所又は居所】大阪府東大阪市川俣１丁目６番２４号

(72)【発明者】

【氏名】若林 克彦

【住所又は居所】大阪府大阪市住之江区粉浜西２丁目１３番１６号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 工具装着部（２）と、該工具装着部（２）から軸心方向に突設された突設部

（３）とを有し、これら工具装着部（２）及び突設部（３）にわたってボルト孔（７）が

設けられたナットにおいて、前記突設部（３）の外周側には周方向に複数の縦溝（６）が

形成されており、この縦溝（６）は、突設部（３）の軸方向全長に亘って形成された長尺

の凹溝とされており、該縦溝（６）間の各ブロック（４，５）のうち少なくとも一つのブ

ロック（４）が径方向内方に押圧変形され、これによりボルトに締結していくと該ボルト

により押圧変形されたブロック（４）が径方向外方に押し拡げられるように当該ブロック

（４）の内周部においてボルト孔を縮径させており、さらに、２つの縦溝（６）を一対と

して計３対の縦溝対が形成され、この対の縦溝（６）間のブロック（４）が押圧変形され

たブロック（４）であり、異なる対の隣接する縦溝（６）間のブロック（５）が押圧変形

されないブロック（５）であることを特徴とする緩み止めナット。

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６２１０６４号（Ｐ３６２１０６４）

(24)【登録日】平成１６年１１月２６日（２００４．１１．２６）

(45)【発行日】平成１７年２月１６日（２００５．２．１６）

(54)【発明の名称】ナット脱落防止機能を有するボルト

(21)【出願番号】特願２００１－３５４６８３（Ｐ２００１－３５４６８３）

(22)【出願日】平成１３年１１月２０日（２００１．１１．２０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ハードロック工業株式会社

【住所又は居所】大阪府東大阪市川俣１丁目６番２４号

(72)【発明者】

【氏名】若林 克彦

【住所又は居所】大阪市住之江区粉浜西２丁目１３番１６号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

オネジが形成されたボルト軸と、該ボルト軸に取り付けられてナットを係止する弾性変形

可能なナット脱落防止部とを備え、該ナット脱落防止部は、ボルト軸にナットを螺合させ
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て軸方向内方へ移動させると、ナットの移動により弾性変形してナットの軸方向内方への

移動を許容し、ナット脱落防止部を越えてナットが軸方向内方へ移動した後はナットによ

る弾性変形が解除されて復元し、ナットの軸方向外方の端面に係止してナットの緩みによ

る軸方向外方への移動を阻止することを特徴とするナット脱落防止機能を有するボルト。

（請求項２以下省略）

＜発明３＞

(11)【特許番号】特許第３８１４３４４号（Ｐ３８１４３４４）

(24)【登録日】平成１８年６月９日（２００６．６．９）

(45)【発行日】平成１８年８月３０日（２００６．８．３０）

(54)【発明の名称】緩み止めボルト

(21)【出願番号】特願平８－２３４７８５

(22)【出願日】平成８年７月２２日（１９９６．７．２２）

(65)【公開番号】特開平１０－３７９３６

(43)【公開日】平成１０年２月１３日（１９９８．２．１３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ハードロック工業株式会社

【住所又は居所】大阪府東大阪市川俣１丁目６番２４号

(72)【発明者】

【氏名】若林 克彦

【住所又は居所】大阪市住之江区粉浜西２丁目１３番１６号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

先端下面に裁頭円錐形の凸部又は凹部を有するボルトと、前記ボルトの凸部又は凹部と対

称的な凹部又は凸部を上面に有する円盤状受部材とからなり、前記円盤状受部材はボルト

が螺入されるネジ穴に挿入できるように該ネジ穴の内径と略等しい外径で形成されてお

り、更に前記ボルト並びに円盤状受部材の向かい合う凹部又は凸部は相対的に少し偏芯さ

せて形成されている、緩み止めボルト。

【請求項２】

先端下面に裁頭円錐形の凸部又は凹部を有するボルトと、前記ボルトの凸部又は凹部と対

称的な凹部又は凸部と回動工具が係合する係合部を上面に有し且つボルトのネジと同じピ

ッチの外ネジを有する円盤状受部材とから成り、前記ボルト並びに円盤状受部材の向かい

合う凹部又は凸部は相対的に少し偏芯させて形成されている、緩み止めボルト。

＜発明４＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４３４７７４号（Ｐ４４３４７７４）

(24)【登録日】平成２２年１月８日（２０１０．１．８）

(45)【発行日】平成２２年３月１７日（２０１０．３．１７）

(54)【発明の名称】フックボルト

(21)【出願番号】特願２００４－４２６０７（Ｐ２００４－４２６０７）

(22)【出願日】平成１６年２月１９日（２００４．２．１９）

(65)【公開番号】特開２００５－２３３２９３（Ｐ２００５－２３３２９３Ａ）

(43)【公開日】平成１７年９月２日（２００５．９．２）
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(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ハードロック工業株式会社

【住所又は居所】大阪府東大阪市川俣１丁目６番２４号

(72)【発明者】

【氏名】若林 克彦

【住所又は居所】大阪市住之江区粉浜西２丁目１３番１６号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

回動操作部を備えた頭部と軸部とを備えたボルトと、該ボルトが螺合されるネジ孔を備え

たフック部材とからなり、ボルトの軸部はネジの有しない胴部と下方のネジ部とからなり、

前記胴部の直径は下方のネジ部の直径より大きく形成され、前記フック部材のネジ孔の上

部はボルトの胴部が挿嵌する嵌合穴として形成され、該嵌合穴にボルトの胴部が密に挿嵌

できるように両者の直径が略等しく形成されており、前記嵌合穴若しくはボルト胴部の何

れか一方がネジ孔軸芯に対して偏芯して形成されており、これによりボルトをネジ孔に螺

合したときにボルト胴部と嵌合穴との摺接によりフック部材がボルト軸芯に対して直交す

る方向に圧迫されるように構成されており、更に前記フック部材に被締結部材の下面に当

接するフック部と被締結部材の一部に係合する回動阻止片とが設けられているフックボル

ト。

＜発明５＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４９５８４９号（Ｐ４４９５８４９）

(24)【登録日】平成２２年４月１６日（２０１０．４．１６）

(45)【発行日】平成２２年７月７日（２０１０．７．７）

(54)【発明の名称】緩み止めナット

(21)【出願番号】特願２０００－３３９４４４（Ｐ２０００－３３９４４４）

(22)【出願日】平成１２年１１月７日（２０００．１１．７）

(31)【優先権主張番号】特願２０００－３１７７５５（Ｐ２０００－３１７７５５）

(32)【優先日】平成１２年１０月１８日（２０００．１０．１８）

(33)【優先権主張国】日本国（ＪＰ）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ハードロック工業株式会社

【住所又は居所】大阪府東大阪市川俣１丁目６番２４号

(72)【発明者】

【氏名】若林 克彦

【住所又は居所】大阪市住之江区粉浜西２丁目１３番１６号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

上ナット（３）と下ナット（２）とからなり、上ナット（３）又は下ナット（２）の何れ

か一方側には、ネジ孔（４）の周りに軸方向外方にしたがって縮径するテーパー状の外周

面を有する凸部（６）が形成され、他方側（３）には、前記凸部（６）が嵌合する凹部（７）

がネジ孔（５）周りに形成されており、該凸部（６）の外周面又は凹部（７）の内周面の

一方がネジ孔（４）に対して微小量偏心され、他方がネジ孔（５）と同心状とされた緩み

止めナットにおいて、上ナット（３）には、外周の一部から、上ナット（３）の締め付け



73

作業時にボックスレンチ等の締め付け工具の下端部と当接する当接部（３ｂ）が突設され

ており、これにより該当接部（３ｂ）の回転量が視認可能とされており、前記当接部（３

ｂ）は、上ナット（３）の締め付け時にボックスレンチ等の締め付け工具が係止される係

止面（３ａ）の下端部から突設されていることを特徴とする緩み止めナット。

１２－１５．気配りミラーを開発するコミーの特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【公告番号】特公平８－９４７０

(24)(44)【公告日】平成８年（１９９６）１月３１日

(54)【発明の名称】エレベ－タの監視用鏡

(21)【出願番号】特願昭６２－１１５５２８

(22)【出願日】昭和６２年（１９８７）５月１２日

(71)【出願人】

【氏名又は名称】コミー工芸株式会社

【住所又は居所】東京都豊島区巣鴨３―２５―８

【特許請求の範囲】

【請求項１】薄板に細かい溝を階段状に設けたフレネルレンズ状の表面を形成し、この表

面に反射膜を施して凸面鏡機能を有する反射鏡を形成し、この反射鏡をエレベータの出入

口側面に取りつけたことを特徴とするエレベータの監視用鏡。

【請求項２】エレベータボックス側の出入口側面に反射鏡を設けた特許請求の範囲第１項

記載のエレベータの監視用鏡。

【請求項３】エレベータホール側の出入口側面に反射鏡を設けた特許請求の範囲第１項記

載のエレベータの監視用鏡。

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２８３５８７６号

(24)【登録日】平成１０年（１９９８）１０月９日

(45)【発行日】平成１０年（１９９８）１２月１４日

(54)【発明の名称】監視ミラー

(21)【出願番号】特願平２－３２３４８８

(22)【出願日】平成２年（１９９０）１１月２７日

(65)【公開番号】特開平４－１９１８０８

(43)【公開日】平成４年（１９９２）７月１０日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】コミー工芸株式会社

【住所又は居所】東京都豊島区巣鴨３―２５―８

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】長尺形状のプラスチック薄板から形成された凸面鏡の裏面に支持部を取り付

け、該支持部にアームを取り付けて支持するようにした監視ミラーにおいて、前記支持部

を、前記凸面鏡の裏面を該裏面の長手方向に沿って支持する左右一対の支持枠と、該一対

の支持枠の両端部にそれぞれ設けた面状固定部とから構成し、該面状固定部を前記凸面鏡
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に固定することを特徴とする監視ミラー。

＜発明３＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２９１３３０２号

(24)【登録日】平成１１年（１９９９）４月１６日

(45)【発行日】平成１１年（１９９９）６月２８日

(54)【発明の名称】監視ミラー

(21)【出願番号】特願昭６３－１８３０９１

(22)【出願日】昭和６３年（１９８８）７月２２日

(65)【公開番号】特開平２－３３１０１

(43)【公開日】平成２年（１９９０）２月２日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】コミー工芸株式会社

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】薄肉樹脂製の球面体から楕円形に切り出された凸面の鏡面体の裏面側に、ベ

ニヤ板から楕円形に切り出された裏板の長手方向にベニヤ板からなる帯状の補強板を一体

に接着した成形体を取付け、前記裏板は正面視形状が前記鏡面体と同じ楕円形で、長手方

向の側面視形状が該鏡面体外縁部の長手方向側面視の湾曲形状と同じ曲率で湾曲し、該長

手方向の横断方向には直線状であると共に、該裏板外周縁部が前記鏡面体外周縁部に合致

するように固定され、また前記補強板は長手方向が前記裏板の長手方向に沿って該裏板の

長手方向の湾曲と同じ曲率で湾曲し、該長手方向の横断方向には直線状であることを特徴

とする監視ミラー。

＜発明４＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９１２８７３号（Ｐ３９１２８７３）

(24)【登録日】平成１９年２月９日（２００７．２．９）

(45)【発行日】平成１９年５月９日（２００７．５．９）

(54)【発明の名称】フレネル型ミラーの製造方法

(21)【出願番号】特願平９－３０６９７９

(22)【出願日】平成９年１１月１０日（１９９７．１１．１０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】コミー株式会社

【住所又は居所】埼玉県川口市並木１－５－１３

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

傾斜面（２ａ）と段差面（２ｂ）とが縦断面でＬ形をなす多数の環状溝（２）を直径の大

きさの順に同心状に配置した透明な樹脂板を真空蒸着室に設置し、該樹脂板に金属蒸発源

から蒸発する金属粒を蒸着させるフレネル型ミラーの製造方法において、前記金属蒸発源

を前記樹脂板に対して、前記多数の環状溝（２）の同心軸Ｏの延長線上で、かつ前記多数

の環状溝（２）に基づくフレネル球面を規定する球心Ｏｓよりも前記樹脂板側に近い位置

に配置することにより、金属粒の直線状の飛翔方向に対して前記環状溝（２）の傾斜面（２

ａ）を対面させるが、該傾斜面（２ａ）により前記段差面（２ｂ）が遮られるようにして、
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前記傾斜面（２ａ）だけに金属粒を蒸着させて反射膜（３）を形成し、さらに前記反射膜

（３）と段差面（２ｂ）の外側に塗料面（４）を非反射層として被覆するフレネル型ミラ

ーの製造方法。

【請求項２】

前記金属蒸着源の周囲に前記樹脂板を複数枚配置し、これら複数枚の樹脂板を同時に同一

条件で蒸着処理する請求項１に記載のフレネル型ミラーの製造方法。

＜発明５＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４３４６１５４号（Ｐ４３４６１５４）

(24)【登録日】平成２１年７月２４日（２００９．７．２４）

(45)【発行日】平成２１年１０月２１日（２００９．１０．２１）

(54)【発明の名称】取付け具を備えた凸面ミラー

(21)【出願番号】特願平１１－１３３１８０

(22)【出願日】平成１１年５月１３日（１９９９．５．１３）

(65)【公開番号】特開２０００－３１６６８８（Ｐ２０００－３１６６８８Ａ）

(43)【公開日】平成１２年１１月２１日（２０００．１１．２１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】コミー株式会社

【住所又は居所】埼玉県川口市並木１－５－１３

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

保護取付枠を用いることなく取付け具で前傾状態に支持するようにした凸面ミラーであっ

て、該凸面ミラーの重心よりも上方側に前後に貫通する係止孔を左右一対設け、該左右一

対の係止孔にそれぞれ前記取付け具の支持用のフックを挿入して前記凸面ミラーを懸架さ

せると共に、該凸面ミラーの重心よりも下方側を前記取付け具の支持部で当接支持するよ

うにした取付け具を備えた凸面ミラー。

（請求項２以下省略）

＜発明６＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５０５１９４号（Ｐ４５０５１９４）

(24)【登録日】平成２２年４月３０日（２０１０．４．３０）

(45)【発行日】平成２２年７月２１日（２０１０．７．２１）

(54)【発明の名称】化粧室ミラー

(21)【出願番号】特願２００３－１２１９３３（Ｐ２００３－１２１９３３）

(22)【出願日】平成１５年４月２５日（２００３．４．２５）

(73)【特許権者】

【識別番号】３９００１０５２６

【氏名又は名称】コミー株式会社

【住所又は居所】埼玉県川口市並木１－５－１３

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

平面状透明板の片側表面に、径が順次段階的に変化する多数の環状溝を同心状に形成した
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凸レンズ型フレネルレンズを形成すると共に、前記環状溝に金属反射膜を被覆して前記片

側表面と反対側の表面が鏡面となるフレネル型凹面ミラーを形成し、かつ該フレネル型凹

面ミラーの外周エッジを傾斜面に形成して該傾斜面を塗膜の遮光層により被覆した構成に

し、該フレネル型凹面ミラーを化粧室の平面ミラーの表面の一部に貼り付けたことを特徴

とする化粧室ミラー。

（請求項２以下省略）

１２－１６．テクノス社長山田吉郎の特許

＜発明１＞ 表面検査システム

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３７３９９６５号（Ｐ３７３９９６５）

(24)【登録日】平成１７年１１月１１日（２００５．１１．１１）

(45)【発行日】平成１８年１月２５日（２００６．１．２５）

(54)【発明の名称】表面検査システム

(21)【出願番号】特願平１１－１７２８７７

(22)【出願日】平成１１年６月１８日（１９９９．６．１８）

(65)【公開番号】特開２０００－１０５８３３（Ｐ２０００－１０５８３３Ａ）

(43)【公開日】平成１２年４月１１日（２０００．４．１１）

(31)【優先権主張番号】特願平１０－２１１１７３

(32)【優先日】平成１０年７月２７日（１９９８．７．２７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】山田 吉郎

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

複数の光電変換素子を少なくとも主走査方向に配列して構成されるイメージセンサを有

し、該主走査方向と直交する副走査方向に相対的に移動する検査対象物上を該主走査方向

に走査して画像データを出力するカメラと、

前記画像データに対し前記副走査方向に演算処理を施して前記検査対象物の表面状態を求

める複数の演算処理ユニットとを備え、

前記複数の演算処理ユニットは、前記カメラから出力される連続したＮ主走査ライン分（Ｎ

は１以上の任意の整数）の画像データを記憶するＮラインメモリと、前記Ｎラインメモリ

の入出力の画像データ間の相関値を求める相関器と、前記相関器から出力される相関値の

大きさを判定して前記検査対象物の表面状態の検査結果を得る判定器とをそれぞれ有し、

かつ各々の演算処理ユニットにおける前記Ｎラインメモリは前記Ｎの値が互いに異なり、

前記複数の演算処理ユニットは前記検査対象物の表面状態に関して前記Ｎの値に応じた大

きさの欠陥検知を同時並行的に行うことを特徴とする表面検査システム。

（請求項２以下省略）

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２５００７６号（Ｐ４２５００７６）

(24)【登録日】平成２１年１月２３日（２００９．１．２３）
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(45)【発行日】平成２１年４月８日（２００９．４．８）

(21)【出願番号】特願２００３－５１２６８７（Ｐ２００３－５１２６８７）

(86)(22)【出願日】平成１４年７月５日（２００２．７．５）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／００６８５６

(31)【優先権主張番号】特願２００１－２０７３２１（Ｐ２００１－２０７３２１）

(32)【優先日】平成１３年７月９日（２００１．７．９）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－２１４３４０（Ｐ２００１－２１４３４０）

(32)【優先日】平成１３年７月１３日（２００１．７．１３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】山田 吉郎

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

検査対象物を主走査方向に走査するラインセンサを有し、画像データを得るカメラと、

前記主走査方向と直交する副走査方向に前記カメラと検査対象物とを相対的に移動させる

副走査手段と、

前記カメラから出力される画像データに対し演算処理を施して前記検査対象物の表面状態

を検査する演算処理手段とを備え、

前記演算処理手段は、前記副走査方向において隣接する２つの主走査ラインの画像データ

を加算して画像データ列を生成する画像データ列生成手段と、該画像データ列を用いて前

記検査対象物の表面状態を検査する判定手段とを具備し、

前記画像データ列生成手段は、前記副走査方向において隣接する２つの主走査ラインの画

像データ中の前記主走査方向における同一位置の２画素の画像データを加算する第１画像

データ列、前記副走査方向に対して第１の斜めの方向で隣接する２画素の画像データを加

算する第２画像データ列、前記副走査方向に対して第２の斜めの方向で隣接する２画素の

画像データを加算する第３画像データ列の少なくともいずれかを生成し、

前記判定手段は、前記第１画像データ列、第２画像データ列、第３画像データ列の少なく

ともいずれかのデータ列のうち前記主走査方向において連続する複数の画素からなるブロ

ック内の画像データを加算してブロック内加算データを算出する累積手段と、前記主走査

方向において隣接するブロックのブロック内加算データの相関値を算出する相関手段と、

前記相関値を閾値判定する手段とを具備する表面検査装置。

（請求項２以下省略）

１２－１７．ヨシダ鉄工のコンベア特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６８３５５８号（Ｐ３６８３５５８）

(24)【登録日】平成１７年６月３日（２００５．６．３）

(45)【発行日】平成１７年８月１７日（２００５．８．１７）

(54)【発明の名称】チップ搬送コンベヤ

(21)【出願番号】特願２００２－２３２７６２（Ｐ２００２－２３２７６２）

(22)【出願日】平成１４年８月９日（２００２．８．９）

(65)【公開番号】特開２００４－６７３６３（Ｐ２００４－６７３６３Ａ）

(43)【公開日】平成１６年３月４日（２００４．３．４）
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【審査請求日】平成１６年４月２８日（２００４．４．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ヨシダ鉄工

【住所又は居所】石川県能美郡根上町道林町丑３８番地１

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

旋盤や金属加工用工作機械等により切削された金属チップを油とともに搬送するチップ搬

送コンベヤであって、一対のリンクプレートとローラとがピンにより連結されたチェーン

を左右に有し、この左右のチェーン間に複数のプレート板が互いに連結され、駆動軸と従

動軸の間に掛け渡されて搬送物をプレート板上で搬送するチップ搬送コンベヤにおいて、

各プレート板は、連結方向の一方が断面が凹状の凹部とされ、連結方向の他方が断面が凸

状の凸部とされ、任意の一のプレート板とその前のプレート板とは、任意の一のプレート

板の一方の凹部の中にその前のプレート板の他方の凸部が回転し得る状態で配されてお

り、

前記プレート板の凹部が連結方向の一方側端部を断面がほぼ半円形状の円弧状として形成

され、凸部が連結方向の他方側端部を折り曲げ形成され、上記ほぼ半円形状の円弧状の凹

部の径の中心が上記凸部の折り曲げ箇所と一致させており、さらにチェーンのピンの位置

と一方のほぼ半円形状の円弧状の凹部の中心と他方の凸部の折り曲げ部の回転する中心が

一致することを特徴とするチップ搬送コンベヤ。

【請求項２】

旋盤や金属加工用工作機械等により切削された金属チップを油とともに搬送するチップ搬

送コンベヤであって、左右のチェーン間に複数のプレート板が互いに連結され、駆動軸と

従動軸の間に掛け渡されて搬送物をプレート板上で搬送するチップ搬送コンベヤにおい

て、

各プレート板は、連結方向の一方が断面が凹状の凹部とされ、連結方向の他方が断面が凸

状の凸部とされ、任意の一のプレート板とその前のプレート板とは、任意の一のプレート

板の一方の凹部の中にその前のプレート板の他方の凸部が回転し得る状態で配されてお

り、

他方の凸部は、その凸部に嵌合される補助スペーサを取り付けた状態で一方の凹部との回

転状態を得るようにすることを特徴とするチップ搬送コンベヤ。

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９７８４３６号（Ｐ３９７８４３６）

(24)【登録日】平成１９年６月２９日（２００７．６．２９）

(45)【発行日】平成１９年９月１９日（２００７．９．１９）

(54)【発明の名称】チェーンコンベヤ

(21)【出願番号】特願２００４－９３８４６（Ｐ２００４－９３８４６）

(22)【出願日】平成１６年３月２６日（２００４．３．２６）

(31)【優先権主張番号】特願２００３－３７０２９４（Ｐ２００３－３７０２９４）

(32)【優先日】平成１５年１０月３０日（２００３．１０．３０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ヨシダ鉄工

【住所又は居所】石川県能美市道林町丑３８－１
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(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

搬送物を搬送する複数のプレート板と、プレート板の左右に取付けられるサイドプレート

と、このサイドプレートを介して上記プレート板を取り付ける左右の無端状のチェーンと

を備え、駆動軸と従動軸の間に掛け渡されて搬送物をプレート板上で搬送することにより

旋盤やフライス盤等の工作機械から切り屑をクーラント液とともに排出するチェーンコン

ベヤにおいて、

各プレート板は、連結方向の一方が凹部とされ、連結方向の他方が凸部とされ、任意の一

のプレート板とその前のプレート板とは、任意の一のプレート板の一方の凹部の中にその

前のプレート板の他方の凸部が回転し得る状態で配されており、

チェーンにサイドプレートと連結するための連結用の鍔部が設けられ、このチェーンの連

結用の鍔部がサイドプレートにその下端から切り欠いて形成された嵌合溝に嵌合されて組

み立てられていることを特徴とするチェーンコンベヤ。

【請求項２】

前記嵌合溝は、サイドプレートの下端から切り欠いて形成され、狭い幅の切り欠きと、こ

れよりも広い幅の上記嵌合溝がほぼＴ字状に形成されていることを特徴とする請求項１記

載のチェーンコンベヤ。

＜発明３＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１１７３３２号（Ｐ４１１７３３２）

(24)【登録日】平成２０年４月２５日（２００８．４．２５）

(45)【発行日】平成２０年７月１６日（２００８．７．１６）

(54)【発明の名称】チェーンコンベヤ

(21)【出願番号】特願２００７－１２２０４７（Ｐ２００７－１２２０４７）

(22)【出願日】平成１９年５月７日（２００７．５．７）

(62)【分割の表示】特願２００４－９３８４６（Ｐ２００４－９３８４６）の分割

【原出願日】平成１６年３月２６日（２００４．３．２６）

(31)【優先権主張番号】特願２００３－３７０２９４（Ｐ２００３－３７０２９４）

(32)【優先日】平成１５年１０月３０日（２００３．１０．３０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ヨシダ鉄工

【住所又は居所】石川県能美市道林町丑３８－１

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

搬送物を搬送する複数のプレート板と、プレート板の左右に取付けられるサイドプレート

と、このサイドプレートを介して上記プレート板を取り付ける左右の無端状のチェーンと

を備え、駆動軸と従動軸の間に掛け渡されて搬送物をプレート板上で搬送することにより

旋盤やフライス盤等の工作機械から切り屑をクーラント液とともに排出するチェーンコン

ベヤにおいて、

上記各プレート板の平坦部に複数の通過孔が形成され、この複数の通過孔の上に切り屑を

捕捉するための網目を設けた金網が配され、この金網の上に当該金網をプレート板の平坦

部に固定させるためのカバー部材がプレート板の平坦部に対して重ね合わされて固定さ

れ、当該カバー部材には上記プレート板の通過孔と対応する寸法の通過孔が複数形成され、
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前記各通過孔及び金網がクーラント液を通過させるとともに前記金網が前記切り屑を捕捉

し、これにより、クーラント液と切り屑とを分離させ、切り屑のみを集めて搬送して所定

箇所から排出することを特徴とするチェーンコンベヤ。

（請求項２以下省略）

１２－１８．負圧スプリンクラー技術の特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ１）

(11)【特許番号】特許第３０５６２０５号（Ｐ３０５６２０５）

(24)【登録日】平成１２年４月１４日（２０００．４．１４）

(45)【発行日】平成１２年６月２６日（２０００．６．２６）

(54)【発明の名称】水系自動消火設備

(21)【出願番号】特願平１１－６５４７３

(22)【出願日】平成１１年３月１１日（１９９９．３．１１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松岡 嘉代子

【要約】

【課題】 送水ポンプの昇圧運転と自己保持運転とを適切に使い分けて制御する安価な水系

自動消火設備を得ること。

【解決手段】 スプリンクラーヘッド１２、送水ポンプ１４、及び送水管路１６を有する水

系自動消火設備に、所定の圧力により圧力信号を送出する圧力スイッチ１８と、圧力スイ

ッチからの圧力信号を受け、所定論理に従って送水ポンプの運転回路の開閉を行う制御部

２２と、起動され所定時間の経過後に時間信号ｔｓを発するタイマー２８とを備える。所

定時間内の圧力変化を見極め、送水ポンプの昇圧運転と自己保持運転とを使い分け、不必

要な水噴射を防止する。

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 消火用のスプリンクラーヘッドと、該スプリンクラーヘッドへ水の供給を行

うポンプ手段と、該ポンプ手段と前記スプリンクラーヘッドとを通水可能に連結し内部に

水を充填させた状態を常態とする送水管路と、を具備する水系自動消火設備において、前

記送水管路の所定位置に配置され前記送水管路内の圧力を検知して圧力を示す圧力信号を

送出する圧力検知部と、起動されたのち所定時間が経過することにより時間信号を発する

タイマーと、前記圧力検知部から所定の圧力信号を受けたときに前記タイマーを起動する

と共に前記タイマーからの時間信号に基づいて前記ポンプ手段の動作を制御する制御部と

を備え、前記タイマーは起動された後、それぞれ所定時間をおいて２回、前記時間信号を

送出するものとし、前記制御部は前記圧力信号が所定値以下の圧力値を示した場合に前記

ポンプ手段を作動させると共に前記タイマーを起動し、第１回目の時間信号により前記ポ

ンプ手段を停止させ、第２回目の時間信号が送出された時に前記圧力信号に基づき圧力値

が所定値以下であると判断した場合にのみ前記ポンプ手段を作動させ維持することを特徴

とする水系自動消火設備。

（請求項２以下省略）

＜発明２＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）
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(11)【特許番号】特許第３２６４９３９号（Ｐ３２６４９３９）

(24)【登録日】平成１３年１２月２８日（２００１．１２．２８）

(45)【発行日】平成１４年３月１１日（２００２．３．１１）

(54)【発明の名称】湿式スプリンクラーシステム

(21)【出願番号】特願平１１－５５０３０５

(86)(22)【出願日】平成１１年４月９日（１９９９．４．９）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ９９／０１８９９

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松岡 玄五

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】個別作動式のスプリンクラーヘッドと、該スプリンクラーヘッドへの水の供

給を行うための水供給手段と、該水供給手段へ連結された一次側配管部、前記スプリンク

ラーヘッドへ連結された二次側配管部及び前記一次側配管部と前記二次側配管部との間を

閉状態を常態として仕切る弁部を有し前記水供給手段から前記スプリンクラーヘッドへの

水供給路を構成する送水配管と、火災状態を感知して火災信号を送出する火災感知手段と、

前記火災信号に基づいて前記水供給手段及び弁部の開閉を制御する制御部と、を具備し、

前記送水配管内の前記一次側配管部と前記二次側配管部の双方に水を充填させた状態を常

態とする湿式スプリンクラーシステムにおいて、前記二次側配管部内に充填された水を負

圧状態に維持する負圧状態確保部を有し、この負圧常態が常態とされることを特徴とする

湿式スプリンクラーシステム。

（請求項２以下省略）

＜発明３＞

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４３５７３１９号（Ｐ４３５７３１９）

(24)【登録日】平成２１年８月１４日（２００９．８．１４）

(45)【発行日】平成２１年１１月４日（２００９．１１．４）

(54)【発明の名称】タンクへの消火剤供給方法及びタンク用消火剤供給設備

(21)【出願番号】特願２００４－４９７２４（Ｐ２００４－４９７２４）

(22)【出願日】平成１６年２月２５日（２００４．２．２５）

(65)【公開番号】特開２００５－２３７５５１（Ｐ２００５－２３７５５１Ａ）

(43)【公開日】平成１７年９月８日（２００５．９．８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】有限会社Ｋ＆Ｇ

【住所又は居所】千葉県習志野市谷津７丁目７番２６－５０８号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

可燃性液体を貯留する略円柱形状のタンクの可燃性液体液面上に消火剤を供給する方法で

あって、

前記貯留された可燃性液体の液面より上部の前記タンクの側壁の複数の位置に設けられた

消火剤噴射口から消火剤を噴射し、

該各噴射の方向は、前記液面より上部の気体に前記タンクの円周方向への旋回発生のきっ

かけを与えるように、前記タンク内周の同一回り方向でかつ略水平方向に、前記側壁に沿

って噴射されるようにタンク中心方向に対し所定角度角度づけされており、前記噴射され
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る消火剤には、泡消火剤が含まれることを特徴とするタンクへの消火剤供給方法。

（請求項２以下省略）

１２－１９．外反母趾矯正靴下などの特許

＜発明１＞

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２００９－２７９３９９（Ｐ２００９－２７９３９９Ａ）

(43)【公開日】平成２１年１２月３日（２００９．１２．３）

(54)【発明の名称】外反母趾矯正用具

(21)【出願番号】特願２００９－１０３４８７（Ｐ２００９－１０３４８７）

(22)【出願日】平成２１年４月２１日（２００９．４．２１）

(31)【優先権主張番号】特願２００８－１１１０１２（Ｐ２００８－１１１０１２）

(32)【優先日】平成２０年４月２２日（２００８．４．２２）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社コーポレーションパールスター

【住所又は居所】広島県東広島市安芸津町三津４４２４番地

(71)【出願人】

【氏名又は名称】国立大学法人広島大学

【住所又は居所】広島県東広島市鏡山１丁目３番２号

【特許請求の範囲】

【請求項１】

足を周回する編地と、母趾外転筋を押圧する圧迫部材とを有する外反母趾矯正用具であっ

て、

前記編地は、足甲部を覆う低伸縮性の編成からなる形保持編地部と、足底部をなす高伸縮

性の編成からなる伸縮編地部とを有し、

前記圧迫部材は、前記形保持編地部の内面側に設けられた袋部に収納されている外反母趾

矯正用具。

（請求項２以下省略）

＜発明２＞

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２０１０－２７９５１２（Ｐ２０１０－２７９５１２Ａ）

(43)【公開日】平成２２年１２月１６日（２０１０．１２．１６）

(54)【発明の名称】矯正ストラップ及びこれを有する足矯正靴下

(21)【出願番号】特願２００９－１３４５４４（Ｐ２００９－１３４５４４）

(22)【出願日】平成２１年６月３日（２００９．６．３）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社コーポレーションパールスター

【住所又は居所】広島県東広島市安芸津町三津４４２４番地

(71)【出願人】

【氏名又は名称】国立大学法人広島大学

【住所又は居所】広島県東広島市鏡山１丁目３番２号

【特許請求の範囲】
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【請求項１】

中足骨の周囲を足裏から足側面にわたって覆うニット生地部と、そのニット生地部の両端

に連接されるゴム生地部と、それらのゴム生地部の端部を係合させる係合部とを有し、

前記ニット生地部は、その面内に足幅方向のスリットを有する矯正ストラップ。

（請求項２以下省略）

１２－２０．新発想緩衝材技術の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２８４１０８８号

(24)【登録日】平成１０年（１９９８）１０月２３日

(45)【発行日】平成１０年（１９９８）１２月２４日

(54)【発明の名称】シリコーンゲル製緩衝防振材とその製造方法

(21)【出願番号】特願平１－２８９２７６

(22)【出願日】平成１年（１９８９）１１月７日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社シーゲル

【住所又は居所】東京都港区高輪２丁目１８番６号

(72)【発明者】

【氏名】中西 幹育

(72)【発明者】

【氏名】天野 正章

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】針入度５～250 程度に硬化するシリコーンゲルの硬化前原液に、シリコーン

ゲル原液に対して重量比で 1.5～４の塩化ナトリウムの粒体を混入して沈殿せしめる工程

と、該粒体が混入された前記原液を硬化せしめる工程と、その後、該粒体を湯水にて溶出

せしめて、シリコーンゲル体中の前記塩化ナトリウムの粒体が存在していた部位に除去痕

跡たる空孔を形成する工程とを有することを特徴とするシリコーンゲル製緩衝防振材の製

造方法。

（請求項２以下省略）

１２－２１．自動車用安全ペダル技術の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【公告番号】特公平７－１００４３３

(24)(44)【公告日】平成７年（１９９５）１１月１日

(54)【発明の名称】ペダル機構

(21)【出願番号】特願平３－２９００１

(22)【出願日】平成３年（１９９１）１月３１日

(71)【出願人】

【氏名又は名称】鳴瀬 益幸

【住所又は居所】熊本県玉名郡岱明町大字野口６０３番地

【特許請求の範囲】

【請求項１】 ブレーキペダル踏板と、このブレーキペダル踏板を支える第１の支持杆と、
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第１の支持杆を所定角度だけ回動可能に支持する関節部と、この関節部を支持する第２の

支持部と、この関節部を支持する第１及び第２の支持杆に係着され、第１の支持杆と第２

の支持杆を直線状に弾撥保持するコイルスプリングとを備えるとともに、前記ブレーキペ

ダル踏板の押圧しない状態での回動軌跡上にアクセル操作部材を配設したことを特徴とす

るペダル機構。

【請求項２】 前記第１の支持杆と第２の支持杆とで支持されたブレーキペダル踏板を直線

状態に復帰させる案内部材を備えたことを特徴とする請求項１記載のペダル機構。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２７５３４０５号

(24)【登録日】平成１０年（１９９８）２月２７日

(45)【発行日】平成１０年（１９９８）５月２０日

(54)【発明の名称】ペダル機構

(21)【出願番号】特願平３－１９６１６２

(22)【出願日】平成３年（１９９１）７月１１日

(73)【特許権者】

【識別番号】０００２４４３１６

【氏名又は名称】鳴瀬 益幸

【住所又は居所】熊本県玉名郡岱明町大字野口６０３番地

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 鉛直方向に踏み込めるように軸支されたブレーキペダルと水平方向及び鉛直

方向に回動するように軸支されたアクセルペダルとを備え、前記ブレーキペダルの直上に

横押し方式のアクセルペダルを近接配置すると共に、該アクセルペダルを前記ブレーキペ

ダル方向へ付勢しておき、常にアクセルペダルがブレーキペダルに追随する構成としたこ

とを特徴とするペダル機構。

(請求項２以下省略)

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２４９０８５号（Ｐ４２４９０８５）

(24)【登録日】平成２１年１月２３日（２００９．１．２３）

(45)【発行日】平成２１年４月２日（２００９．４．２）

(54)【発明の名称】ペダル装置

(21)【出願番号】特願２００４－１５５９４４（Ｐ２００４－１５５９４４）

(22)【出願日】平成１６年５月２６日（２００４．５．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】鳴瀬 益幸

【住所又は居所】熊本県玉名郡岱明町大字野口６０３番地

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

ブレーキアームに連結したブレーキペダルと、該ブレーキペダルに連接して下方向に操作

するブレーキ補助パッドと、該ブレーキ補助パッドに横方向に操作するアクセルパッドと

を配設し、該アクセルパッドを操作することにより駆動されるアクセル機構を備えたペダ

ル装置であって、

前記ブレーキ補助パッドには、回転可能な回転台座と、該回転台座の回転に従動するアク
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セルパッド押圧体とを設け、

該アクセルパッド押圧体の先端部側を前記アクセルパッドに当接させ、

前記回転台座に上部方向に延伸する棒状の操作ハンドルを連結し、

該操作ハンドルを下方向に操作することにより前記ブレーキ補助パッドを下方向に操作し

てブレーキ機構を作動させ、

前記操作ハンドルを回転させることにより前記回転台座を介してアクセルパッド押圧体を

回転させてアクセル機構を作動させる構成にしたこと

を特徴とするペダル装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５９８２０７号（Ｐ４５９８２０７）

(24)【登録日】平成２２年１０月１日（２０１０．１０．１）

(45)【発行日】平成２２年１２月１５日（２０１０．１２．１５）

(54)【発明の名称】ペダル装置

(21)【出願番号】特願平１１－２６８９４３

(22)【出願日】平成１１年９月２２日（１９９９．９．２２）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００２４４３１６

【氏名又は名称】鳴瀬 益幸

【住所又は居所】熊本県玉名市岱明町野口６０３番地

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】ヒルタ工業株式会社

【住所又は居所】岡山県笠岡市茂平１４１０番地

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

ブレーキアームに対して取り付けたブレーキパッド上に左右方向へ操作するアクセルパッ

ドを配したペダル装置において、

ブレーキパッドを屈曲自在に連結した上パッド及び下パッドから構成し、既設のブレーキ

アーム又はブレーキパッドに固着するチャック構造を上パッドに設けてなるペダル装置。

【請求項２】

アクセルパッドの回転軸を下パッドの下方に配してなる請求項１記載のペダル装置。

【請求項３】

アクセルパッドの押圧開始位置から小径及び大径の誘導ローラを下パッドに対して前記記

載順に併設し、両誘導ローラの倣い面を前記押圧開始位置に向けて下り勾配にしてなる請

求項１又は２いずれか記載のペダル装置。

１２－２２．人工呼吸器の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２７９８２５５号

(24)【登録日】平成１０年（１９９８）７月３日

(45)【発行日】平成１０年（１９９８）９月１７日

(54)【発明の名称】人工呼吸器
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(21)【出願番号】特願昭６３－２８３９１６

(22)【出願日】昭和６３年（１９８８）１１月１１日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社メトラン

【住所又は居所】東京都中央区日本橋富沢町１２番８号 昭和ビル７Ｆ

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】人工呼吸器の呼吸系路と高周波の空気振動を発生する呼吸振動発生装置との

間に可動隔膜が介在され、少なくとも前記可動隔膜と呼吸振動発生装置との間が着脱自在

として接続されている、ことを特徴とする人工呼吸器における呼吸振動発生装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４４０４３９号（Ｐ４４４０４３９）

(24)【登録日】平成２２年１月１５日（２０１０．１．１５）

(45)【発行日】平成２２年３月２４日（２０１０．３．２４）

(54)【発明の名称】人工呼吸装置およびそのモニタ装置

(21)【出願番号】特願２０００－１９２５０４（Ｐ２０００－１９２５０４）

(22)【出願日】平成１２年６月２７日（２０００．６．２７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社メトラン

【住所又は居所】埼玉県川口市川口二丁目１２番１８号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】イワキ株式会社

【住所又は居所】東京都中央区日本橋本町四丁目８番２号

(72)【発明者】

【氏名】堺 武男

【住所又は居所】宮城県仙台市青葉区星陵町１－１ 東北大学付属病院内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

呼吸回路内のガスに高周波振動を与えるようにした人工呼吸装置において、

吸気回路を流れる吸気ガス量を検出する吸気ガス量検出手段と、

呼気回路中の炭酸ガス濃度を検出する炭酸ガス濃度検出手段と、

前記吸気ガス量検出手段で検出された吸気ガス量と前記炭酸ガス濃度検出手段で検出され

て炭酸ガス濃度とに基づいて、呼吸回路に接続された患者から排出される炭酸ガス量に関

する値を算出する排出値算出手段と、

前記排出値算出手段で算出された炭酸ガス量に関する値を表示する表示手段と、を備えて

おり、

前記排出値算出手段で算出される炭酸ガス量に関する値が、所定時間あたりの炭酸ガス量

とされ、

前記表示手段に、前記所定時間あたりの炭酸ガス量が表示され、

前記炭酸ガス濃度検出手段が、時間の経過と共に炭酸ガス濃度に関連した出力を連続的に

行うようにされ、

前記排出値算出手段が、前記両検出手段の出力に基づいて得られる炭酸ガス量を前記所定

時間毎の移動積分を行うことにより、該所定時間毎あたりの炭酸ガス量を算出する、
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ことを特徴とする人工呼吸装置。

（請求項２以下省略）

１２－２３．水の浄化剤・日本ポリグルの特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３８３６０７２号（Ｐ３８３６０７２）

(24)【登録日】平成１８年８月４日（２００６．８．４）

(45)【発行日】平成１８年１０月１８日（２００６．１０．１８）

(54)【発明の名称】水の浄化方法

(21)【出願番号】特願２００２－３４１２６３（Ｐ２００２－３４１２６３）

(22)【出願日】平成１４年１１月２５日（２００２．１１．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本ポリグル株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区本町３丁目３番８号

(72)【発明者】

【氏名】岡田 勉

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

金属系凝集剤を水に投入して汚濁物質を凝集分離する水の浄化方法において、水中におけ

る金属系凝集剤の濃度をＭ（ｍｇ／ｌ）としたとき、その水にポリアミノ酸又はポリアミ

ノ酸塩の放射線架橋体を投入し、その放射線架橋体濃度ｍを０＜ｍ≦Ｍ／２（ｍｇ／ｌ）

になるように調節して、水中の残留金属イオン濃度を低減させることを特徴とする水の浄

化方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１９５８２８号（Ｐ４１９５８２８）

(24)【登録日】平成２０年１０月３日（２００８．１０．３）

(45)【発行日】平成２０年１２月１７日（２００８．１２．１７）

(54)【発明の名称】飲料水製造方法及び装置

(21)【出願番号】特願２００３－１２１６７２（Ｐ２００３－１２１６７２）

(22)【出願日】平成１５年４月２５日（２００３．４．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本ポリグル株式会社

(72)【発明者】

【氏名】小田 兼利

(72)【発明者】

【氏名】岡田 勉

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

飲料用の原水を貯留する凝集沈殿容器と、この凝集沈殿容器に投入されるポリアミノ酸架

橋体又はポリアミノ酸塩架橋体により凝集沈殿された沈殿物を凝集沈殿容器から除去する

ために凝集沈殿容器の底部に設けられた手動排出弁と、凝集沈殿容器から上澄み水を導出
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するために凝集沈殿容器の側方に設けられた導水管と、上澄み水の導出を調節するために

導水管に設けられた手動導水弁と、上澄み水に溶解した不純物を除去するために導水管の

終端に配置された活性炭を装填した活性炭容器と、この活性炭容器から排出される飲料水

を貯留する飲料水容器から構成されることを特徴とする飲料水製造装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４３８１１５４号（Ｐ４３８１１５４）

(24)【登録日】平成２１年１０月２日（２００９．１０．２）

(45)【発行日】平成２１年１２月９日（２００９．１２．９）

(54)【発明の名称】水中の凝集物の回収方法とこれに用いる水中の凝集物の回収具

(21)【出願番号】特願２００４－１２８６５（Ｐ２００４－１２８６５）

(22)【出願日】平成１６年１月２１日（２００４．１．２１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本ポリグル株式会社

(72)【発明者】

【氏名】市橋 誠

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

被処理水内へ凝集用薬剤を混合、攪拌すると共に、当該被処理水内をメッシュ状薄板体か

ら成る回収具を移動させ、凝集用薬剤の混合、攪拌により凝集して被処理水内に浮遊した

状態の汚濁物質のフロックを、前記メッシュ状薄板体の外表面へ固着させて回収するよう

にした水中の凝集物の回収方法において、被処理水を水槽、河川又は湖沼の水若しくは港

湾などの塩水とすると共に、凝集用薬剤をポリグルタミン酸架橋物を主体とする生分解性

凝集剤としたことを特徴とする水中の凝集物の回収方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４９０７９５号（Ｐ４４９０７９５）

(24)【登録日】平成２２年４月９日（２０１０．４．９）

(45)【発行日】平成２２年６月３０日（２０１０．６．３０）

(54)【発明の名称】水の浄化処理方法

(21)【出願番号】特願２００４－３３４４６２（Ｐ２００４－３３４４６２）

(22)【出願日】平成１６年１１月１８日（２００４．１１．１８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本ポリグル株式会社

(72)【発明者】

【氏名】小田 兼利

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

水面に、ポリグルタミン酸架橋物を主体とする生分解性の凝集剤（Ｃ）を水流中へ混入す

る凝集剤混合装置（Ａ）と、当該凝集剤混合装置（Ａ）からの凝集剤（Ｃ）を含んだ水流

を撹拌混合して凝集物（Ｈ）を形成する予備凝集装置（Ｂ）とを配設し、当該予備凝集装

置（Ｂ）から流出する凝集物（Ｈ）を含んだ水流を適宜の間隔で噴出孔（６ａ）を穿設し
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たホース（６）内へ導入し、当該ホース（６）を介して前記凝集物（Ｈ）を含んだ水流を

浄化処理領域の水面下近傍へ噴出する構成としたことを特徴とする水の浄化処理方法。

（請求項２以下省略）

１２－２４．マグネシウム電池の特許

東京工業大学矢部孝教授の特許

(11)【特許番号】特許第５０３４０１４号（Ｐ５０３４０１４）

(24)【登録日】平成２４年７月１３日（２０１２．７．１３）

(45)【発行日】平成２４年９月２６日（２０１２．９．２６）

(54)【発明の名称】マグネシウム電池及びシステム

(21)【出願番号】特願２０１０－１５１８９７（Ｐ２０１０－１５１８９７）

(22)【出願日】平成２２年７月２日（２０１０．７．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】合同会社 矢部学術振興会

【住所又は居所】東京都北区東田端２－７－２－６０５

(72)【発明者】

【氏名】矢部 孝

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

空気を正極活物質とし、特定物質を負極活物質とする電池システムにおいて、前記特定物

質の薄膜と、前記薄膜に各端部が接続されている一対のリールと、前記各リール間におけ

る薄膜の経路近傍に位置する電極と、を備える電池システム。

【請求項２】

前記電極の下流に位置していて発電時に酸化した特定物質を融解する融解液が入った容器

を備える、請求項１記載の電池システム。

【請求項３】

前記特定物質は、マグネシウム、亜鉛、リチウム、鉄、炭素、ナトリウム、ベリリウム、

アルミニウム、カドミウム、イオウ、鉛のいずれかであり、前記電極は、銅、炭素、二酸

化マンガン、アルミニウム、金、銀、ベリリウム、マグネシウムのいずれかを用いており、

融解液の成分は、塩酸、硫酸、酢酸、硝酸、ステアリン酸、ギ酸、クエン酸、アンモニア

水、水酸化ナトリウム、塩化カルシウム、炭酸ナトリウム、塩化アンモニウム、エタノー

ル、ベンジルアルコール、シクロヘキサノール、エチレングリコール、アセトン、ベンゼ

ン、アニリン、トルエン、シクロヘキサノン、四塩化炭素、トリクロルエチレン、ひまし

油、合成洗剤のいずれかを含む、請求項１記載の電池システム。

【請求項４】

前記リールは、前記電極に対してカートリッジタイプで構成されている、請求項１記載の

電池システム。

東北大学小濱泰昭教授らの発明

(11)【公開番号】特開２０１２－２３４７９９（Ｐ２０１２－２３４７９９Ａ）

(43)【公開日】平成２４年１１月２９日（２０１２．１１．２９）

(54)【発明の名称】マグネシウム燃料電池

(21)【出願番号】特願２０１２－７１６４４（Ｐ２０１２－７１６４４）
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(22)【出願日】平成２４年３月２７日（２０１２．３．２７）

(31)【優先権主張番号】特願２０１１－９２２９７（Ｐ２０１１－９２２９７）

(32)【優先日】平成２３年４月１８日（２０１１．４．１８）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】国立大学法人東北大学

【住所又は居所】宮城県仙台市青葉区片平二丁目１番１号

(71)【出願人】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(71)【出願人】

【氏名又は名称】日本素材株式会社

【住所又は居所】宮城県仙台市青葉区折立１丁目１５番１０号

(72)【発明者】

【氏名】小濱 泰昭

(72)【発明者】

【氏名】坂本 満

【住所又は居所】佐賀県鳥栖市宿町８０７番地１ 独立行政法人産業技術総合研究所 九州

センター内

(72)【発明者】

【氏名】阿部 利彦

(57)【要約】

【課題】負極材の自己放電を防止できるとともに、長時間に亘って安定的に電気を流すこ

とのできるマグネシウム燃料電池を提供する。

【解決手段】マグネシウム燃料電池１０は、マグネシウム合金からなる負極材１２と、負

極材１２からマグネシウムイオンを溶出させる電解液１８と、を備えている。前記マグネ

シウム合金は、アルミニウム及びカルシウムを含む。電解液１８は、塩化ナトリウム水溶

液、水酸化ナトリウム水溶液、炭酸水素ナトリウム水溶液、過炭酸ナトリウム水溶液、も

しくはこれらのうち２つ以上の混合液であることが好ましい。

【特許請求の範囲】

【請求項１】

マグネシウム合金からなる負極材と、前記負極材からマグネシウムイオンを溶出させる電

解液と、を備え、前記マグネシウム合金は、アルミニウム及びカルシウムを含むことを特

徴とするマグネシウム燃料電池。

【請求項２】

前記マグネシウム合金には、アルミニウムが３重量％以上９重量％以下、カルシウムが１

重量％以上３重量％以下含まれている請求項１に記載のマグネシウム燃料電池。

【請求項３】

前記電解液は、塩化ナトリウム水溶液、水酸化ナトリウム水溶液、炭酸水素ナトリウム水

溶液、及び過炭酸ナトリウム水溶液からなる群から選ばれる少なくとも１つである請求項

１または請求項２に記載のマグネシウム燃料電池。

１２－２５．高効率発電機の発明

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）



91

(11)【特許番号】特許第４５２４１１０号（Ｐ４５２４１１０）

(24)【登録日】平成２２年６月４日（２０１０．６．４）

(45)【発行日】平成２２年８月１１日（２０１０．８．１１）

(54)【発明の名称】発電機

(21)【出願番号】特願２００３－５５７０８８（Ｐ２００３－５５７０８８）

(86)(22)【出願日】平成１４年１２月２５日（２００２．１２．２５）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／０１３５８９

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００３／０５６６８８

(87)【国際公開日】平成１５年７月１０日（２００３．７．１０）

【審査請求日】平成１７年１２月２１日（２００５．１２．２１）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３９２３２１（Ｐ２００１－３９２３２１）

(32)【優先日】平成１３年１２月２５日（２００１．１２．２５）

(33)【優先権主張国】日本国（ＪＰ）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】平松 敬司

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

回転軸を中心とした放射状で、且つ、円周方向に沿って交互に磁極が配置された永久磁石

と、電気的に絶縁されたボビンに巻かれているコイルと、前記永久磁石から発生する磁束

を前記コイルに印加する、複数の金属片で構成される磁束印加手段と、回転軸を中心に放

射状に配置され、前記永久磁石に磁化される複数の被吸着片が非磁性体の固定台に固定さ

れて構成される引力手段と、によって構成される起電手段を含み、前記引力手段を構成す

る各被吸着片が、前記磁束印加手段を構成する各金属片の間を２分する位置に配置され、

前記起電手段が、同一の回転軸に複数連結されており、各々の起電手段における、磁束印

加手段を構成する複数の金属片が、コギングトルクを相殺し得るように回転軸に対して異

なる位置にある発電機。

【請求項２】

回転軸を中心とした放射状で、且つ、円周方向に沿って交互に磁極が配置された永久磁石

と、電気的に絶縁されたボビンに巻かれているコイルと、前記永久磁石から発生する磁束

を前記コイルに印加する、複数の金属片で構成される磁束印加手段と、回転軸を中心に放

射状に配置され、前記永久磁石に磁化される複数の被吸着片が非磁性体の固定台に固定さ

れて構成される引力手段と、によって構成される起電手段を含み、前記引力手段を構成す

る各被吸着片が、前記磁束印加手段を構成する各金属片の間を２分する位置に配置され、

前記起電手段が、同一の回転軸に複数連結されており、各々の起電手段における、永久磁

石の磁極の位置が、コギングトルクを相殺し得るように回転軸に対して異なる位置にある

発電機。

（請求項３以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４８４６８５１号（Ｐ４８４６８５１）

(24)【登録日】平成２３年１０月２１日（２０１１．１０．２１）

(45)【発行日】平成２３年１２月２８日（２０１１．１２．２８）

(54)【発明の名称】発電機

(21)【出願番号】特願２０１０－２１１０５（Ｐ２０１０－２１１０５）
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(22)【出願日】平成２２年２月２日（２０１０．２．２）

(62)【分割の表示】特願２００３－５５７０８８（Ｐ２００３－５５７０８８）の分割

【原出願日】平成１４年１２月２５日（２００２．１２．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】平松 敬司

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

回転軸を中心とした放射状に、且つ、円周方向に沿って交互に極性の異なる磁極が配置さ

れた１つの円板状の磁石と、電気的に絶縁されたボビンに巻かれた１つのコイルと、前記

磁石の一面側において回転軸を中心に且つ放射状に前記磁石と近接対向させて配置され、

前記磁石から発生する磁束を前記コイルに印加する複数の金属片、で構成される１つの磁

束印加手段と、によって構成される起電手段を含み、前記起電手段であって同一の形状を

有するものが、同一の回転軸に３以上連結されており、各々の起電手段の磁束印加手段を

構成する複数の金属片の位置の位相と他の起電手段の磁束印加手段を構成する金属片の位

置の位相とを、回転方向にそれぞれにずらせるとともに、各円板状の磁石間の磁極の位相

を一致させることで、発生するコギングトルクが最大となる位置が各々の起電手段におい

て異なることを特徴とする発電機。

（請求項２以下省略）

１２－２６．メタンハイドレート関連特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２９７７１９６号

(24)【登録日】平成１１年（１９９９）９月１０日

(45)【発行日】平成１１年（１９９９）１１月１０日

(54)【発明の名称】海底地層に存在するメタンハイドレートの採掘工法

(21)【出願番号】特願平９－１４７２４２

(22)【出願日】平成９年（１９９７）５月２１日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】三和開発工業株式会社

【住所又は居所】札幌市中央区南１９条西８丁目１－３

(72)【発明者】

【氏名】能勢 一之

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 海底地盤に存在するメタンハイドレートを採掘する方法であって、メタンハ

イドレート層の存在する海底地盤に隣接した陸地からメタンハイドレート層の存在する深

さまで斜坑トンネルを掘削し、メタンハイドレート層に向かってメタンハイドレート層の

手前７０ｍ～１００ｍの箇所まで水平トンネルを掘削し、水平トンネル先端周辺の地山に

セメント注入することによってカバーロックを形成し、水平トンネル先端からメタンハイ

ドレート層に向かってボーリングを行い、第１のパイプをメタンハイドレート層内に通し、

第１のパイプからメタンハイドレート層内に高温蒸気を注入することによって、メタンハ

イドレートをガスと水に分離し、第２のパイプおよび第３のパイプを通して吸引すること

によって、メタンハイドレート層からガスと水をそれぞれ抽出し、このようにして抽出さ

れたガスを、水平トンネルおよび斜坑トンネルを通って陸地まで敷設された第４のパイプ
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によって移送することを特徴とする方法。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３２７５１１４号（Ｐ３２７５１１４）

(24)【登録日】平成１４年２月８日（２００２．２．８）

(45)【発行日】平成１４年４月１５日（２００２．４．１５）

(54)【発明の名称】ガス井戸から出る天然ガスの処理および輸送方法

(21)【出願番号】特願平５－１１７４８０

(22)【出願日】平成５年５月２０日（１９９３．５．２０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】アンスティテュ フランセ デュ ペトロール

【氏名又は名称原語表記】ＩＮＳＴＩＴＵＴ ＦＲＡＮＣＡＩＳ ＤＵ ＰＥＴＲＯＬ

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 貯留岩と連絡している少なくとも１つの生産井戸(puits deproduction) から

出る天然ガスの受入れおよび処理ターミナルへの輸送、および処理方法であって、(a) 適切

な接触条件下で、接触帯域において、生産井戸から出るガスと、水および少なくとも１つ

の抗水和物添加剤(additif anti-hydrate)を同時に含んでいる、少なくとも一部、再循環（下

記工程(e) ）から来る液相とを接触させる工程であって、前記添加剤は、水とは異なるもの

で、通常は液体の非炭化水素化合物であり、前記化合物は、少なくとも一部水と混和可能

であり、純粋状態または共沸形態で、水の蒸発温度よりも低い温度で蒸発し、前記再循環

液相と比べて、実質的に添加剤を含まない水性液相と、水蒸気および実質的に全部の添加

剤を含む気相とを得るようにする工程、(b) 導管によって、工程(a) の前記気相を、前記タ

ーミナルの少なくとも１つの熱交換帯域の方へ輸送する工程、(c) 適切な条件下で、熱交換

帯域において、工程(b) から来る前記気相を冷却して、これを一部凝縮し、非凝縮ガスを得

るようにし、得られた凝縮物が、少なくとも１つの水相を含み、これは前記添加剤の少な

くとも一部を含んでいる工程、(d) 適切な条件下で、分離帯域において、非凝縮ガスから水

相を分離し、前記非凝縮ガスを抜き出す工程、(e) 工程(d) の水相を、適切な圧力条件下、

もう１つの導管で、接触帯域に輸送することによって、この水相を工程(a) に再循環する工

程、からなる方法において、この接触帯域が、生産井戸の少なくとも一部、好ましくは井

戸の深さ全部から作られることを特徴とする方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３３０５２８０号（Ｐ３３０５２８０）

(24)【登録日】平成１４年５月１０日（２００２．５．１０）

(45)【発行日】平成１４年７月２２日（２００２．７．２２）

(54)【発明の名称】メタンハイドレートガスの採取方法

(21)【出願番号】特願平１１－８７０６１

(22)【出願日】平成１１年３月２９日（１９９９．３．２９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】太陽工業株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市淀川区木川東４丁目８番４号

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 海底又は水底を所定範囲覆うシートを形成し、該シートを沈設手段により海
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底又は水底に展開し、該シートの展開領域でガス化したメタンの浮力によるシート内にお

ける上昇・移動により該シート内にメタンハイドレートガスを捕捉するように形成された

メタンハイドレートガスの採取方法に於いて、前記沈設手段は前記シートの両側に対峙し

て配設されており、更に、輸送船を該シートの両側部位に対峙して配船し、且つ、夫々の

輸送船にウインチを配設し、該ウインチに巻回されるロープの端部を夫々前記沈設手段に

接続し、該ウインチの繰り出し操作によって該沈設手段が沈降し、該シートにて海底又は

水底のメタンハイドレートの保持部を覆い、ガス化したメタンハイドレートガスを該シー

ト内に捕捉できるように形成したことを特徴とするメタンハイドレートガスの採取方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４７９６９９号（Ｐ３４７９６９９）

(24)【登録日】平成１５年１０月１０日（２００３．１０．１０）

(45)【発行日】平成１５年１２月１５日（２００３．１２．１５）

(54)【発明の名称】ガスハイドレート掘採方法とその装置

(21)【出願番号】特願２００２－１０７５７（Ｐ２００２－１０７５７）

(22)【出願日】平成１４年１月１８日（２００２．１．１８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】飛島建設株式会社

【住所又は居所】東京都千代田区三番町２番地

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社富士総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区神田錦町二丁目３番地

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 メタンハイドレート等のガスハイドレートを含むもしくはそのガスハイドレ

ートに起因するジオハザードの恐れがある地層に嵌入させた掘採管から高速噴流体を噴射

してその地層を切削破壊してガス含有混合流体とし、該ガス含有混合流体を地上に回収す

ると共に、破壊され、ガスハイドレート分解・回収により減少した地山体積相当（ガスハイ

ドレート地層空隙）を前記高速噴流体の構成物で充填させるガスハイドレート掘採方法で

あって、前記掘採管は、前記ガス含有混合流体を地上に回収する混合流体回収管の内部に

前記高速噴流体を掘採管先端まで導く高速流体導管を収納した多重管を用いて、該混合流

体回収管の内部に高速噴流体を噴射する噴射ノズルを備える高圧管と、置換充填材を噴射

する噴射ノズルを備えた前記高速流体導管との三重管構造の構成とし、前記高速噴流体の

構成物は、水と微砂・粘性土等を混練りした超高圧スラリーと、高速噴流周囲に流体に添

って噴出される空気とからなる噴流体構成物を用い、前記置換充填材は、ガスハイドレー

ト地層空隙を杭状に固化して、掘採後の海底または地中地すべり防止のため前記高速噴流

体の構成物或いは、高炉スラグ、石炭灰、キラなどの産業副生物及び／又はセメント系固

化材を用い、最初は該掘採管をガスハイドレートを含む地層の最下端まで嵌入させ、その

掘採管先端の前記２個の噴射ノズルを回転させ周囲の地層に高速噴流体及び置換充填材を

噴射し、周囲地層を円筒状に切削破壊しながらその掘採管を地上に引抜き、切削破壊され

たガスハイドレートのガス含有混合流体を前記混合流体回収管で地上に回収し、次にその

切削破壊されたガスハイドレート地層空隙を、その下方先端に設けられた噴射ノズルから

噴出された置換材で更に切削破壊し、ガスハイドレート等が抜けて減少した体積相当（ガ

スハイドレート地層空隙）を充填し、さらに、ガスハイドレート層から分離したガス及び
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地層構造物を含む気液固体３相の混合流体からなる前記ガス含有混合流体を地上又は海上

プラットホームに回収した際に、その中のスラリ－状の固体を分離して有効成分ガスを採

取した残滓を高速噴流体の構成物として再利用し、地層切削のための高速噴流ノズルと、

充填置換材のノズルを別に持つことにより切削と充填をそれぞれ制御することができるこ

とを特徴とするガスハイドレート掘採方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３５１１０８６号（Ｐ３５１１０８６）

(24)【登録日】平成１６年１月１６日（２００４．１．１６）

(45)【発行日】平成１６年３月２９日（２００４．３．２９）

(54)【発明の名称】メタン水和物の製造方法と装置

(21)【出願番号】特願２０００－５１３４８（Ｐ２０００－５１３４８）

(22)【出願日】平成１２年２月２８日（２０００．２．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 メタンガスを、ガス昇圧装置、定圧ガス供給装置を介して温度調節装置及び

圧力調節装置を備えた圧力容器内の水と接触させることからなり、該水とメタンガスとの

接触圧力を２．７７ＭＰａ以上の圧力条件に保持するとともに、該水とメタンガスとの接

触温度を、該水とメタンガスとの接触圧力に対するメタン水和物の生成平衡温度より１℃

低い温度でかつ－０．３℃以上の温度に保持することを特徴とするメタン水和物の製造方

法。

（請求項２以下省略）

１２－２７．藻類による油生産技術特許

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２０１０－２４６４０７（Ｐ２０１０－２４６４０７Ａ）

(43)【公開日】平成２２年１１月４日（２０１０．１１．４）

(54)【発明の名称】油脂製造システム及び油脂製造方法

(21)【出願番号】特願２００９－９６２０１（Ｐ２００９－９６２０１）

(22)【出願日】平成２１年４月１０日（２００９．４．１０）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】旭化成エンジニアリング株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市北区中之島三丁目３番２３号

(71)【出願人】

【氏名又は名称】国立大学法人 筑波大学

【住所又は居所】茨城県つくば市天王台一丁目１番１

(72)【発明者】

【氏名】山下 邦彦

【住所又は居所】東京都港区港南４丁目１番８号 旭化成エンジニアリング株式会社内

(72)【発明者】
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【氏名】渡邉 信

【住所又は居所】茨城県つくば市天王台１丁目１－１ 国立大学法人筑波大学内

(72)【発明者】

【氏名】井上 勲

【住所又は居所】茨城県つくば市天王台１丁目１－１ 国立大学法人筑波大学内

(72)【発明者】

【氏名】坂倉 良男

【住所又は居所】茨城県つくば市天王台１丁目１－１ 国立大学法人筑波大学内

【特許請求の範囲】

【請求項１】

微生物を分解する分解装置と、前記分解された微生物を栄養源として、従属栄養性藻類を

培養する培養装置と、前記従属栄養性藻類から油脂を抽出する抽出装置と、を備える、油

脂製造システム。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２０１０－２５２７００（Ｐ２０１０－２５２７００Ａ）

(43)【公開日】平成２２年１１月１１日（２０１０．１１．１１）

(54)【発明の名称】新規なアスティカカウリス・エキセントリカス菌株、それを用いた微細

藻類の培養方法、及び炭化水素の製造方法

(21)【出願番号】特願２００９－１０６９３４（Ｐ２００９－１０６９３４）

(22)【出願日】平成２１年４月２４日（２００９．４．２４）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社デンソー

【住所又は居所】愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地

(71)【出願人】

【氏名又は名称】渡邉 信

(71)【出願人】

【氏名又は名称】河地 正伸

(71)【出願人】

【氏名又は名称】田野井 孝子

（請求項１以下省）

１１－２８．小水力発電の特許

シーベル･インターナショナルの特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０２２２４４号（Ｐ４０２２２４４）

(24)【登録日】平成１９年１０月５日（２００７．１０．５）

(45)【発行日】平成１９年１２月１２日（２００７．１２．１２）

(54)【発明の名称】水力発電装置

(21)【出願番号】特願２００７－１０１０３０（Ｐ２００７－１０１０３０）

(22)【出願日】平成１９年４月６日（２００７．４．６）

(73)【特許権者】
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【氏名又は名称】シーベルインターナショナル株式会社

【住所又は居所】東京都千代田区岩本町１丁目１３－５

(72)【発明者】

【氏名】海野 裕二

【住所又は居所】東京都千代田区岩本町１丁目１３－５ シーベルインターナショナル株式

会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

中空構造の浮き部と、

前記浮き部の底部側に設けられていると共に、入水側開口部から排水側開口部へ向かって

貫通する貫通穴で形成された水路を有し、流れの生じている水中に水没させて用いるケー

シング部材と、

前記水没させたケーシング部材の水路内にそれぞれ水深方向に起立した姿勢で設けられて

いると共に、各々の一端部を前記浮き部を介して水面から浮上させた状態でかつ前記水路

の幅方向に間隔を空けて対向配置された一対の回転軸と、

前記各回転軸とそれぞれ一体的に固定されていると共に前記ケーシング部材の水路内に配

置された複数の羽根部を各々有する一対の回転翼と、

前記各回転軸の前記一端部側に設けられた発電機と、

前記ケーシング部材の前記入水側開口部に設けられ、その開口端の面積を下流側に向かっ

て徐々に減少させるように形成された水流増速部と、

を具備することを特徴とする水力発電装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１３４２７７号（Ｐ４１３４２７７）

(24)【登録日】平成２０年６月６日（２００８．６．６）

(45)【発行日】平成２０年８月２０日（２００８．８．２０）

(54)【発明の名称】小落差水力発電装置

(21)【出願番号】特願２００８－９１４９３（Ｐ２００８－９１４９３）

(22)【出願日】平成２０年３月３１日（２００８．３．３１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】シーベルインターナショナル株式会社

【住所又は居所】東京都千代田区岩本町１丁目１３－５

(72)【発明者】

【氏名】海野 裕二

【住所又は居所】東京都千代田区岩本町１丁目１３－５ シーベルインターナショナル株式

会社内

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

越流堰によって形成される水位の小落差を利用して発電を行なう小落差水力発電装置であ

って、

前記越流堰の越流側壁面に取り付けられる取水ボックスと、前記取水ボックスの下方に配

置されるハウジングと、前記取水ボックスと前記ハウジングに上下端を接続した伸縮自在

な流水落下パイプと、前記ハウジング内に回転可能に収容された一対の水車と、前記ハウ
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ジングの上部に取り付けられたフロートと、前記フロートの上面に設置された発電機と、

前記水車の回転中心に取り付けられて当該水車の回転力を前記発電機に伝達する回転軸

と、を備えてなり、前記取水ボックスは、前記越流堰からの越流水を取水するための取水

口と、この取水口と前記流水落下パイプの上端とを結ぶ内水路とを有し、前記ハウジング

は、前記越流堰の下流に向けて開口した排水口と、この排水口と前記流水落下パイプの下

端とを結ぶ内水路とを具備し、前記一対の水車は、前記ハウジングの内水路に位置し、そ

の内水路幅方向に並べて設置され、当該ハウジングの内水路中心部を通過する水流によっ

て回転し、前記発電機は、前記回転軸を介して伝達される前記水車の回転力によって発電

を行うことを特徴とする小落差水力発電装置。

（請求項２以下省略）

その他の会社の小水力発電特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３０３０７４７号（Ｐ３０３０７４７）

(24)【登録日】平成１２年２月１０日（２０００．２．１０）

(45)【発行日】平成１２年４月１０日（２０００．４．１０）

(54)【発明の名称】小水力発電設備

(21)【出願番号】特願平６－２１８

(22)【出願日】平成６年１月６日（１９９４．１．６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社クボタ

【住所又は居所】大阪府大阪市浪速区敷津東一丁目２番４７号

(72)【発明者】

【氏名】梅澤 宗平

【住所又は居所】大阪府枚方市中宮大池１丁目１番１号 株式会社クボタ枚方製造所内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 水圧管の出口側に配置されて発電機を駆動する水タービンの上流側に、上記

発電機による発電出力で開閉制御される電動式入口弁を設け、この電動式入口弁にバイパ

スさせて、上記発電機が上記電動式入口弁を開閉するのに必要な発電出力を発生するに足

りる範囲で最少水量の通過を許容するバイパス管を上記水圧管に接続し、このバイパス管

路に、運転開始時に開放操作されるゲート弁を介挿したことを特徴とする小水力発電設備。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０１１８４２号（Ｐ４０１１８４２）

(24)【登録日】平成１９年９月１４日（２００７．９．１４）

(45)【発行日】平成１９年１１月２１日（２００７．１１．２１）

(54)【発明の名称】小型水力発電装置

(21)【出願番号】特願２０００－２８０７７３（Ｐ２０００－２８０７７３）

(22)【出願日】平成１２年９月１４日（２０００．９．１４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本電産サンキョー株式会社

【住所又は居所】長野県諏訪郡下諏訪町５３２９番地

(72)【発明者】

【氏名】弓田 行宣
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【住所又は居所】長野県諏訪郡下諏訪町５３２９番地 株式会社三協精機製作所内

(72)【発明者】

【氏名】鶴田 稔史

【住所又は居所】長野県諏訪郡原村１０８０１番地の２ 株式会社三協精機製作所諏訪南工

場内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

流体通路を備えた本体ケースと、上記流体通路に配設され所定流量の流体通過に伴って回

転する水車を備えると共に、この水車に連結され水車と共に回転する回転体をステータ部

に対向配置させたロータ部とし、このロータ部を上記流体の通過に伴って上記ステータ部

に対して相対回転させることにより電力を発生させる小型水力発電装置において、

上記ステータ部は、上記ロータ部のロータマグネットの外周面に対向するように周方向に

等間隔に配置された櫛歯状の極歯を有し、

隣接する極歯間の周方向における隙間を１．１ｍｍ以下に設定すると共に、

隣接する極歯間の周方向における隙間を、各極歯と上記ロータマグネットとの径方向にお

ける隙間の１．５倍以下に設定したことを特徴とする小型水力発電装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４１４１４４号（Ｐ４４１４１４４）

(24)【登録日】平成２１年１１月２７日（２００９．１１．２７）

(45)【発行日】平成２２年２月１０日（２０１０．２．１０）

(54)【発明の名称】軸流式の小型水力発電機

(21)【出願番号】特願２００３－５０１０８（Ｐ２００３－５０１０８）

(22)【出願日】平成１５年２月２６日（２００３．２．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ＩＮＡＸ

【住所又は居所】愛知県常滑市鯉江本町５丁目１番地

(72)【発明者】

【氏名】白井 康裕

【住所又は居所】愛知県常滑市鯉江本町５丁目１番地 株式会社 ＩＮＡＸ内

(72)【発明者】

【氏名】水野 智之

【住所又は居所】愛知県常滑市鯉江本町５丁目１番地 株式会社 ＩＮＡＸ内

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

水路内において該水路の軸方向に配向された回転軸の軸心回りに回転可能に設けられた水

車を含むロータと、該ロータの外周側に配置されたステータとを有し、該水路内の水流に

より該ロータを回転させて発電を行う軸流式の小型水力発電機において、

前記ロータを軸方向に移動可能に設けるとともに該ロータを水流の向きとは逆方向にばね

にて付勢し、水流停止状態で該ロータを前記ステータから軸方向に離れた位置に位置させ、

水流の発生により該ロータを軸方向において該ステータ側に前記ばねの付勢力に抗して移

動させるようになしてあるとともに、

前記水路内の最大水流量の下で前記ロータを前記ステータに対し半径方向に対向する位置
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で軸方向の移動を停止するようになしてあり、

且つ前記ばねは、前記ロータが前記ステータに対し前記半径方向に対向する位置で軸方向

に密着した状態となって該ロータの前記軸方向の移動を停止させるストッパ手段を兼用す

るものとなしてあることを特徴とする軸流式の小型水力発電機。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ１）

(11)【特許番号】特許第５０７２０５２号（Ｐ５０７２０５２）

(24)【登録日】平成２４年８月３１日（２０１２．８．３１）

(45)【発行日】平成２４年１１月１４日（２０１２．１１．１４）

(54)【発明の名称】小型水力発電装置

(21)【出願番号】特願２０１１－２７７４５５（Ｐ２０１１－２７７４５５）

(22)【出願日】平成２３年１２月１９日（２０１１．１２．１９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】江▲崎▼ 利夫

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

流水の水力を利用して動力を得るための回転翼を、上流側が径が大きく下流側に径が小さ

くなっている立体の渦巻き状の帯状羽根とし、回転軸と羽根との間、上流側の羽根と下流

側の羽根との間、及び羽根の周囲には、広く開放された空間を有し、流水の流れを容易に

し、羽根の径が大きい方から小さい方に流れた流水は各段の羽根に当たって回転力を与え

た後下流に容易に流れ、回転翼を回転させて得た回転翼の回転力を発電機の動力とし、発

電機と連結して発電することを特徴とする小型水力発電装置。

１２－２９．熱音響発電の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０４８８２１号（Ｐ４０４８８２１）

(24)【登録日】平成１９年１２月７日（２００７．１２．７）

(45)【発行日】平成２０年２月２０日（２００８．２．２０）

(54)【発明の名称】熱音響発電機

(21)【出願番号】特願２００２－１２６７０５（Ｐ２００２－１２６７０５）

(22)【出願日】平成１４年４月２６日（２００２．４．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社デンソー

【住所又は居所】愛知県刈谷市昭和町１丁目１番地

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

気体を充填したループ管に、放熱部と加熱部に挟まれた蓄熱部が配設され、該蓄熱部内に

生じた温度勾配によって気体に圧力振動を生じさせ、該圧力振動によって生じた進行波に

応動して発電を行う発電機が該ループ管に設けられた熱音響発電機であって、

該ループ管には該気体の圧力振動を任意の周波数で発生させる周波数調整器が設けられた

ことを特徴とする熱音響発電機。

（請求項２以下省略）
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(11)【特許番号】特許第４８５２７５７号（Ｐ４８５２７５７）

(24)【登録日】平成２３年１１月４日（２０１１．１１．４）

(45)【発行日】平成２４年１月１１日（２０１２．１．１１）

(54)【発明の名称】熱音響発電機

(21)【出願番号】特願２００６－３５４２３８（Ｐ２００６－３５４２３８）

(22)【出願日】平成１８年１２月２８日（２００６．１２．２８）

(21)【出願番号】特願２００６－３５４２３８（Ｐ２００６－３５４２３８）

(22)【出願日】平成１８年１２月２８日（２００６．１２．２８）

(73)【特許権者】

【識別番号】５０４２６１０７７

【氏名又は名称】大学共同利用機関法人自然科学研究機構

【住所又は居所】東京都三鷹市大沢二丁目２１番１号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

気体を封入した直管型の筒体の一端部に対し、気体に圧力振動を発生させるための圧力振

動発生装置を設け、前記筒体の中間部に放熱部、蓄熱部及び加熱部を設け、前記筒体の他

端部に発電機を設け、前記圧力振動発生装置、放熱部、蓄熱部、加熱部及び発電機をその

順に直線上に位置するように配設し、前記加熱部と発電機との間に気体の圧力振動の進行

波が直進する伝送通路を設け、前記圧力振動発生装置により発生させた圧力振動を前記蓄

熱部内に生じた温度勾配によって増幅させ、この増幅された圧力振動によって生じた進行

波により前記発電機を作動させるように構成した熱音響発電機において、

前記加熱部は、加熱部本体に対し、筒体の軸方向と平行に、かつ筒体の径方向に指向する

扁平状の多数のスリットを放射状に形成し、前記加熱部本体の外周に加熱媒体通路を形成

して構成され、前記放熱部は、放熱部本体に対し、筒体の軸方向と平行に、かつ筒体の径

方向に指向する扁平状の多数のスリットを放射状に形成し、前記放熱部本体の外周に放熱

媒体通路を形成して構成されていることを特徴とする熱音響発電機。

(請求項２以下省略)

１２－３０．浸透圧発電の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２９６７１８６号

(24)【登録日】平成１１年（１９９９）８月２０日

(45)【発行日】平成１１年（１９９９）１０月２５日

(54)【発明の名称】オープンサイクル海洋温度差発電用の淡水製造装置ならびに淡水製造方

法

(21)【出願番号】特願平８－３１６５３３

(22)【出願日】平成８年（１９９６）１１月２７日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】工業技術院長

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１丁目３番１号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 表層の温海水を導入し蒸発器で発生させた蒸気によりタービン発電機を駆動

し、駆動後の蒸気を深層水取水管から導入した深層の冷海水を用いた凝縮器により凝縮し
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て排水するオープンサイクル海洋温度差発電システムに用いる淡水製造装置であって、前

記蒸発器を出た一部の蒸気が導かれ、逆浸透圧により冷海水から淡水を作る材料で作られ

た管状、または、板状で表面に前記蒸気が直接接触する冷たい淡水膜が形成される伝熱面

を持ち、前記深層水取水管に組み込まれることを特徴とするオープンサイクル海洋温度差

発電用の淡水製造装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１６６４６４号（Ｐ４１６６４６４）

(24)【登録日】平成２０年８月８日（２００８．８．８）

(45)【発行日】平成２０年１０月１５日（２００８．１０．１５）

(54)【発明の名称】海水淡水化装置付き浸透圧発電システム

(21)【出願番号】特願２００１－３７５１８５（Ｐ２００１－３７５１８５）

(22)【出願日】平成１３年１２月１０日（２００１．１２．１０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】国立大学法人東京工業大学

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２丁目１２番１号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】福岡地区水道企業団

【住所又は居所】福岡県福岡市南区清水４丁目３番１号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】協和機電工業株式会社

【住所又は居所】長崎県長崎市川口町１０番２号

(72)【発明者】

【氏名】谷岡 明彦

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２－１２－１ 東京工業大学理工学部研究科内

(72)【発明者】

【氏名】新田 和也

【住所又は居所】東京都目黒区大岡山２－１２－１ 東京工業大学理工学部研究科内

(72)【発明者】

【氏名】松尾 修三

【住所又は居所】福岡県福岡市南区清水４丁目３番１号 福岡地区水道企業団内

(72)【発明者】

【氏名】坂井 秀之

【住所又は居所】長崎県長崎市川口町１０番２号 協和機電工業株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】浜口 博敏

【住所又は居所】長崎県長崎市川口町１０番２号 協和機電工業株式会社内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

海水淡水化装置で逆浸透圧を利用して海水を淡水化する際に同時に生成された濃縮海水

に、これよりも濃度の薄い海水又は淡水などの希釈水を半透膜を介して浸透させ、その正

浸透圧エネルギーで濃縮海水側の流量を増加させ、増加した流量で水流発電機を駆動させ

て発電する海水淡水化装置付き浸透圧発電システムであって、逆浸透圧を利用して海水を
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淡水化する海水淡水化装置から海水を淡水化する際に同時に生成された濃縮海水を浸透圧

発電装置に排水する濃縮海水排水管を配設し、海水淡水化装置から排水される濃縮海水の

正浸透圧エネルギーを利用して発電する浸透圧発電装置を設置すると共に、当該浸透圧発

電装置を、内部が半透膜で高濃度側と低濃度側に二分される発電用半透膜透過器と、上流

側が上記濃縮海水排水管側に接続され下流側が上記発電用半透膜透過器の高濃度側に接続

される濃縮海水導入管と、上記発電用半透膜透過器の高濃度側に上流側が接続され発電用

水を送水する発電用水送水管と、該発電用水送水管に接続され送水される発電用水で発電

する水流発電機と、濃縮海水よりも濃度の薄い海水又は淡水などの希釈水の水源に上流側

が接続され上記発電用半透膜透過器の低濃度側に下流側が接続される希釈水導入管と、か

ら少なくとも構成すると共に、上記発電用半透膜透過器の低濃度側に希釈水排水管の上流

側を接続し、当該希釈水排水管の下流側を濃縮海水よりも濃度の薄い海水又は淡水などの

希釈水の水源に接続し、濃度の薄い海水又は淡水などの希釈水を循環させることによって、

上記発電用半透膜透過器の低濃度側の半透膜の表面を循環する希釈水によって常時洗浄さ

せ、半透膜の表面に不透過膜が形成されるのを回避することを特徴とする海水淡水化装置

付き浸透圧発電システム。

（請求項２以下省略）

１２－３１．地熱発電の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【公告番号】特公平７－９２０４６

(24)(44)【公告日】平成７年（１９９５）１０月９日

(54)【発明の名称】地熱発電装置

(21)【出願番号】特願昭６３－８４７５０

(22)【出願日】昭和６３年（１９８８）４月６日

(71)【権利者】

【氏名又は名称】株式会社フジクラ

【住所又は居所】東京都江東区木場１丁目５番１号

【特許請求の範囲】

【請求項１】生産井から汲み上げた熱水を発電設備に通して発電を行なうとともに、発電

設備を通過した熱水を還元井を介して地中に還流させる地熱発電装置において、真空排気

した密閉管の内部に蒸発および凝縮を行なう作動流体を封入したヒートパイプの下端部

を、前記還元井の内部に挿入し、かつ前記ヒートパイプは、前記密閉管の上端部を下方に

曲げ返すとともに、その曲げ返した部分に液溜め部を設け、さらにその液溜め部に散布管

を接続するとともに、その散布管の中間部に前記熱水の熱によって液相作動流体を飽和液

まで加熱する予熱部を形成し、かつその散布管の端部を前記密閉管のうち前記還元井の内

部に挿入されている部分の内周面に向けて開口させ、さらに前記液溜め部の上側に作動流

体を飽和液となる温度以下に冷却する冷却部を設けるとともにその冷却部より作動流体蒸

気の流動方向での上流側にタービンを配置した構成とし、さらに前記タービンを発電機に

連結したことを特徴とする地熱発電装置。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２６９５３８７号

(24)【登録日】平成９年（１９９７）９月１２日
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(45)【発行日】平成９年（１９９７）１２月２４日

(54)【発明の名称】地熱発電設備

(21)【出願番号】特願平６－３１３７９５

(22)【出願日】平成６年（１９９４）１２月１６日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】川崎重工業株式会社

【住所又は居所】兵庫県神戸市中央区東川崎町３丁目１番１号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ジオサービス

【住所又は居所】福岡県福岡市中央区赤坂１丁目１－２２ たつみ赤坂ビル７階

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 地熱蒸気によって駆動される蒸気タービンと、原動機と、発電機と、蒸気タ

ービンからの動力を発電機に伝達する第１の一方向クラッチと、原動機からの動力を発電

機に伝達する第２の一方向クラッチとを含み、蒸気タービンは、混気タービンであり、地

熱蒸気は、蒸気タービンの中間段に供給されて混気され、原動機からの排ガスによって蒸

気を発生する排熱ボイラが設けられ、この排熱ボイラからの蒸気が、蒸気タービンの初段

に供給されることを特徴とする地熱発電設備。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４６８８８５号（Ｐ３４６８８８５）

(24)【登録日】平成１５年９月５日（２００３．９．５）

(45)【発行日】平成１５年１１月１７日（２００３．１１．１７）

(54)【発明の名称】地熱発電方法

(21)【出願番号】特願平６－２７３４００

(22)【出願日】平成６年１１月８日（１９９４．１１．８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】三菱重工業株式会社

【住所又は居所】東京都港区港南二丁目１６番５号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 生産井から取出された熱水を蒸気と熱水とに分離し、得られた蒸気を発電に

使用したのち凝縮させて凝縮水と硫化水素含有ガスとに分離し、硫化水素含有ガスは高温、

好酸の硫黄酸化細菌を用いた微生物処理槽で処理して硫化水素を酸化して硫酸に転換する

ことにより脱硫し、生成した硫酸により酸性化した反応液を還元井に戻す熱水に添加する

地熱発電方法において、前記微生物処理槽とは独立に設けられた菌体増殖用培養槽で得ら

れた菌体培養液と水又は還元井に戻す熱水の一部を供給して反応液の初期菌体濃度を調整

した微生物処理槽に硫化水素含有ガスを供給して脱硫を行い、微生物処理槽の活性が低下

し脱硫能力が低下した時点で酸性化した反応液を取り出し、新たに反応液を調製して脱硫

を継続し、取り出した反応液は還元井に戻す熱水に添加するようにすることを特徴とする

地熱発電方法。

（請求項２以下省略）

１２－３２．温水発電の特許
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【公告番号】特公平７－８４８５２

(24)(44)【公告日】平成７年（１９９５）９月１３日

(54)【発明の名称】熱併給発電装置

(21)【出願番号】特願昭６１－４９２２６

(22)【出願日】昭和６１年（１９８６）３月６日

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社明電舍

【住所又は居所】東京都品川区大崎２丁目１番１７号

【特許請求の範囲】

【請求項１】低温水槽と高温水槽を有するシステムタンクと、この低温水槽の低温水を冷

却水熱交換器でエンジン冷却水の排熱を回収し、更に該エンジンの排気ガス熱交換器でこ

れを加熱して前記高温水槽に導水する手段と、前記高温水槽の高温水を熱負荷に供給し前

記低温水槽に導水する手段と、前記高温水槽の温水を冷却器を介して冷却し前記低温水槽

に導水する手段と、前記排気ガス熱交換器への通流水をバイパスさせ且つ該排気ガス熱交

換器への通流を止めてそのドレンを排出させる切替弁手段とを備え前記排気ガス熱交換器

を空焚きできる部材で構成したことを特徴とする熱併給発電装置。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５０７０５９号（Ｐ４５０７０５９）

(24)【登録日】平成２２年５月１４日（２０１０．５．１４）

(45)【発行日】平成２２年７月２１日（２０１０．７．２１）

(54)【発明の名称】コージェネレーションシステム

(21)【出願番号】特願２００３－３２６４２９（Ｐ２００３－３２６４２９）

(22)【出願日】平成１５年９月１８日（２００３．９．１８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】大阪瓦斯株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区平野町四丁目１番２号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

電力と熱を発生する熱電併給装置と、前記熱電併給装置から発生する電力を商業電力供給

ラインに系統連系するためのインバータと、前記熱電併給装置から発生する熱を回収して

温水として貯えるための貯湯装置と、前記熱電併給装置を運転制御するための制御手段と、

を備えたコージェネレーションシステムであって、

前記制御手段は、電力負荷及び給湯熱負荷に関する過去負荷データに基づいて運転日の予

測負荷データを演算し、この予測負荷データに基づいて前記熱電併給装置を稼働させなか

ったときの予測消費エネルギー量と前記熱電併給装置を稼働させたときの予測消費エネル

ギー量との差である予測エネルギー削減量を演算し、また前記熱電併給装置を運転したと

きに温水として貯えられる予測貯湯熱量を演算し、前記予測貯湯熱量に対する前記予測エ

ネルギー削減量である予測エネルギー削減比率を演算し、前記予測エネルギー削減比率に

基づいて作動制御の基準となるエネルギー削減比率しきい値を設定するとともに、運転日

の電力負荷に関する現電力負荷データ及び給湯熱負荷に関する前記予測負荷データに基づ

いて前記熱電併給装置を稼働させなかったときの現消費エネルギー量と前記熱電併給装置

を稼働させたときの現消費エネルギー量との差である現エネルギー削減量を演算し、また
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前記熱電併給装置を運転したときに温水として貯えられる現貯湯熱量を演算し、前記現貯

湯熱量に対する前記現エネルギー削減量である現エネルギー削減比率を演算し、前記現エ

ネルギー削減比率が前記エネルギー削減比率しきい値以上であると、前記現エネルギー削

減比率となる運転条件でもって前記熱電併給装置を運転制御することを特徴とするコジェ

ネレーションシステム。

（請求項２以下省略）

１２－３３．水素・酸素混合ガス製造装置の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９７５４６７号（Ｐ３９７５４６７）

(24)【登録日】平成１９年６月２９日（２００７．６．２９）

(45)【発行日】平成１９年９月１２日（２００７．９．１２）

(54)【発明の名称】水素－酸素ガス発生装置及びそれを用いた水素－酸素ガス発生方法

(21)【出願番号】特願２００２－５８７６７３（Ｐ２００２－５８７６７３）

(86)(22)【出願日】平成１４年５月２日（２００２．５．２）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／００４４００

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００２／０９０６２１

(87)【国際公開日】平成１４年１１月１４日（２００２．１１．１４）

【審査請求日】平成１５年１０月３０日（２００３．１０．３０）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－１３５６２７（Ｐ２００１－１３５６２７）

(32)【優先日】平成１３年５月２日（２００１．５．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本テクノ株式会社

【住所又は居所】東京都大田区久が原２丁目１４番１０号

(72)【発明者】

【氏名】大政 龍晋

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

電解槽と、該電解槽内にて交互に配置された第１の電極及び第２の電極からなる電極群と、

前記第１の電極と前記第２の電極との間に電圧を印加する電源と、前記電解槽内に収容さ

れる電解液の電気分解により発生する水素－酸素ガスを捕集するためのガス捕集手段とを

有する水素－酸素ガス発生装置であって、

前記電解槽内に収容される電解液を振動撹拌するための振動撹拌手段を備えており、且つ、

前記電極群において隣接する前記第１の電極と前記第２の電極との間の距離が１ｍｍ～２

０ｍｍの範囲内に設定されており、

前記振動撹拌手段は、１０Ｈｚ～２００Ｈｚの振動数で振動する振動モータを含む振動発

生手段と、該振動発生手段に連係して前記電解槽内で振動する振動棒に回転不能に且つ少

なくとも一段に取り付けられた振動羽根とを含んでなり、

前記電源は、前記電解液として５重量％～１０重量％の水溶性のアルカリ金属水酸化物ま

たはアルカリ土類金属水酸化物を含んでなり且つ液温２０℃～７０℃でｐＨ７～１０のも

のを使用した時に、前記第１の電極と前記第２の電極との間に流れる電流の電流密度を５

Ａ／ｄｍ2～２０Ａ／ｄｍ2とするものであることを特徴とする水素－酸素ガス発生装置。

（請求項２以下省略）
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０７６９５３号（Ｐ４０７６９５３）

(24)【登録日】平成２０年２月８日（２００８．２．８）

(45)【発行日】平成２０年４月１６日（２００８．４．１６）

(54)【発明の名称】水素－酸素ガス発生装置

(21)【出願番号】特願２００３－５４９５９９（Ｐ２００３－５４９５９９）

(86)(22)【出願日】平成１４年９月２４日（２００２．９．２４）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／００９７７０

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００３／０４８４２４

(87)【国際公開日】平成１５年６月１２日（２００３．６．１２）

【審査請求日】平成１６年５月２６日（２００４．５．２６）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３６９２９７（Ｐ２００１－３６９２９７）

(32)【優先日】平成１３年１２月３日（２００１．１２．３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】日本テクノ株式会社

【住所又は居所】東京都大田区久が原２丁目１４番１０号

(72)【発明者】

【氏名】大政 龍晋

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

電解液として５重量％～３０重量％の電解質を含み液温２０℃～１００℃でｐＨ７～１０

のものを用いて電流密度７Ａ／ｄｍ2～４０Ａ／ｄｍ2 で前記電解液の電気分解を行って水

素－酸素ガスを発生させる方法の実施に使用される水素－酸素ガス発生装置であって、該

水素－酸素ガス発生装置は、

電解槽（Ａ）；

該電解槽内に収容される電解液と接するように配置される陽極部材及び陰極部材よりなる

電極対と、前記陽極部材及び陰極部材の間に電圧を印加する電源とを含んでなる電気分解

手段（Ｂ）；

少なくとも１つの振動発生手段と、該振動発生手段に連係して前記電解槽内で振動する少

なくとも１つの振動棒、該振動棒に取り付けられた少なくとも１つの振動羽根及び前記振

動棒と前記振動発生手段との連結部に又は前記振動棒の振動羽根を取り付けた部分より前

記連結部に近い部分に設けられた電気的絶縁領域からなる絶縁式振動撹拌部材とを含んで

なり、前記電解槽に収容される電解液を振動撹拌するための絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）；及

び

前記電解槽内に収容される電解液の前記電気分解手段による電気分解で発生する水素ガス

及び酸素ガスをそれぞれ単独に又はそれらの混合ガスとして捕集するためのガス捕集手段

（Ｄ）を備えており、

前記絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）の振動発生手段は１０Ｈｚ～５００Ｈｚの振動数で振動す

る振動モータを含んでおり、

前記絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）の絶縁式振動撹拌部材は少なくとも１つの第１の前記絶縁

式振動撹拌部材と少なくとも１つの第２の前記絶縁式振動撹拌部材とを有しており、前記

第１の絶縁式振動撹拌部材の前記電気的絶縁領域に対する前記振動羽根を取り付けた部分

の側の少なくとも一部を前記電気分解手段（Ｂ）の陽極部材として機能させ、前記第２の
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絶縁式振動撹拌部材の前記電気的絶縁領域に対する前記振動羽根を取り付けた部分の側の

少なくとも一部を前記電気分解手段（Ｂ）の陰極部材として機能させてなり、

前記絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）の絶縁式振動撹拌部材の前記振動棒の前記電気的絶縁領域

に対する前記振動羽根を取り付けた部分の側に通電線が接続されており、該通電線は前記

電気分解手段（Ｂ）の電源に接続されており、

前記絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）の絶縁式振動撹拌部材の前記振動棒には、前記電気的絶縁

領域に対する前記振動羽根を取り付けた部分の側に、前記振動棒を介して前記通電線と電

気的に接続された電極用補助羽根が取り付けられており、

該電極用補助羽根は前記振動羽根より大きな面積を持ち且つ前記振動羽根の先端縁よりも

更に突出せしめられており、

前記電極用補助羽根は前記振動羽根と交互に位置するように前記振動棒に取り付けられて

おり、

前記第１の絶縁式振動撹拌部材の前記振動棒に取り付けられた前記電極用補助羽根と前記

第２の絶縁式振動撹拌部材の前記振動棒に取り付けられた前記電極用補助羽根とは、互い

に入り組んだ形態で位置しており、

前記陽極部材と陰極部材との距離は５～５０ｍｍであることを特徴とする水素－酸素ガス

発生装置。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４５９９３８７号（Ｐ４５９９３８７）

(24)【登録日】平成２２年１０月１日（２０１０．１０．１）

(45)【発行日】平成２２年１２月１５日（２０１０．１２．１５）

(54)【発明の名称】水素－酸素ガス発生装置及びそれを用いた水素－酸素ガス発生方法

(21)【出願番号】特願２００７－３０４８２５（Ｐ２００７－３０４８２５）

(22)【出願日】平成１９年１１月２６日（２００７．１１．２６）

(62)【分割の表示】特願２００３－５４９５９９（Ｐ２００３－５４９５９９）の分割

【原出願日】平成１４年９月２４日（２００２．９．２４）

(65)【公開番号】特開２００８－６３６６９（Ｐ２００８－６３６６９Ａ）

(43)【公開日】平成２０年３月２１日（２００８．３．２１）

【審査請求日】平成１９年１１月２６日（２００７．１１．２６）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３６９２９７（Ｐ２００１－３６９２９７）

(32)【優先日】平成１３年１２月３日（２００１．１２．３）

(73)【特許権者】

【識別番号】３９２０２６２２４

【氏名又は名称】日本テクノ株式会社

【住所又は居所】東京都大田区久が原２丁目１４番１０号

72)【発明者】

【氏名】大政 龍晋

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

電解槽（Ａ）；

該電解槽内に収容される電解液と接するように配置される陽極部材及び陰極部材よりなる

電極対と、前記陽極部材及び陰極部材の間に電圧を印加する電源とを含んでなる電気分解
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手段（Ｂ）；

少なくとも１つの振動発生手段と、該振動発生手段に連係して前記電解槽内で振動する少

なくとも１つの振動棒、該振動棒に取り付けられた少なくとも１つの振動羽根及び前記振

動棒と前記振動発生手段との連結部に又は前記振動棒の振動羽根を取り付けた部分より前

記連結部に近い部分に設けられた電気的絶縁領域からなる絶縁式振動撹拌部材とを含んで

なり、前記電解槽に収容される電解液を振動撹拌するための絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）；及

び

前記電解槽内に収容される電解液の前記電気分解手段による電気分解で発生する水素ガス

及び酸素ガスをそれぞれ単独に又はそれらの混合ガスとして捕集するためのガス捕集手段

（Ｄ）を備えており、

前記絶縁式振動撹拌手段（Ｃ’）の前記振動棒の前記電気的絶縁領域に対する前記振動羽根

を取り付けた部分の側に通電線が接続されており、前記振動羽根が複数の前記振動棒に取

り付けられており、前記電気分解手段（Ｂ）の陽極部材及び陰極部材のそれぞれが前記複

数の振動棒に取り付けられており、前記陽極部材は前記複数の振動棒のうちの少なくとも

１つ及びそれに接続された前記通電線を介して前記電源と電気的に接続されており、前記

陰極部材は前記複数の振動棒のうちの他の少なくとも１つ及びそれに接続された前記通電

線を介して前記電源と電気的に接続されており、

前記振動棒及び前記通電線を介して前記電源と電気的に接続された前記振動羽根が前記陽

極部材又は陰極部材として機能することを特徴とする水素－酸素ガス発生装置。

１２－３４．バイオディーゼル燃料製造特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ１）

(11)【特許番号】特許第４０７８３８３号（Ｐ４０７８３８３）

(24)【登録日】平成２０年２月８日（２００８．２．８）

(45)【発行日】平成２０年４月２３日（２００８．４．２３）

(54)【発明の名称】バイオディーゼル燃料の製造方法

(21)【出願番号】特願２００７－９２９３４（Ｐ２００７－９２９３４）

(22)【出願日】平成１９年３月３０日（２００７．３．３０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】バイオエナジーズジャパン株式会社

【住所又は居所】神奈川県厚木市金田１１４１－３

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

酸価２０以下の原料油からバイオディーゼル燃料を製造する方法であって、前記原料油を

減圧下で加熱して水分、臭気物質及び遊離脂肪酸類を留去する工程と、前記原料油を親水

性吸着剤と接触させ残存する遊離脂肪酸及び酸性物質を吸着除去する工程と、前記原料油

とアルコールを、水酸化カリウム、炭酸カリウム、およびカリウムアルコラートからなる

群より選択される少なくとも一種のアルカリ触媒存在下でエステル交換反応させる工程

と、前記エステル交換反応による反応生成物から軽液成分を分離する工程と、前記軽液成

分に対し、塩基性物質吸着性固体吸着剤に接触させる処理、遠心分離により固体不純物等

を除去する処理、減圧下で加熱して低沸点物質を除去する処理、及びフィルターを通して

固体不純物等を除去する処理、を行う工程と、を含むバイオディーゼル燃料の製造方法。

（請求項２以下省略）
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４６４９６２１号（Ｐ４６４９６２１）

(24)【登録日】平成２２年１２月２４日（２０１０．１２．２４）

(45)【発行日】平成２３年３月１６日（２０１１．３．１６）

(54)【発明の名称】バイオディーゼル燃料の精製方法

(21)【出願番号】特願２００７－５０３７２３（Ｐ２００７－５０３７２３）

(86)(22)【出願日】平成１８年２月１７日（２００６．２．１７）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００６／３０２８１４

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００６／０８８１２３

(87)【国際公開日】平成１８年８月２４日（２００６．８．２４）

【審査請求日】平成１９年８月８日（２００７．８．８）

(31)【優先権主張番号】特願２００５－４３９５１（Ｐ２００５－４３９５１）

(32)【優先日】平成１７年２月２１日（２００５．２．２１）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】国立大学法人 鹿児島大学

【住所又は居所】鹿児島県鹿児島市郡元一丁目２１番２４号

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

粗製バイオディーゼル燃料に電界を印加することを特徴とするバイオディーゼル燃料の精

製方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第５１１０６０７号（Ｐ５１１０６０７）

(24)【登録日】平成２４年１０月１９日（２０１２．１０．１９）

(45)【発行日】平成２４年１２月２６日（２０１２．１２．２６）

(54)【発明の名称】バイオディーゼル燃料の製造方法及びバイオディーゼル燃料組成物

(21)【出願番号】特願２００９－５０１３１１（Ｐ２００９－５０１３１１）

(86)(22)【出願日】平成２０年２月２８日（２００８．２．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

（１）エステル交換反応処理した油脂及び／又は廃食用油から調製した脂肪酸アルキルエ

ステル、及び／又は（２）脂肪酸をエステル化反応処理した脂肪酸アルキルエステルを、

希土類元素であるイッテルビウム（Ｙｂ）とパラジウム及び／又は白金を多孔性担体に担

持させた水素化触媒共存下、２５０ｋＰａ以下の水素圧雰囲気にて水素化処理し、（１）及

び／又は（２）の脂肪酸アルキルエステルが含有する不飽和脂肪酸アルキルエステルの不

飽和度を低減させることを特徴とする、バイオディーゼル燃料の製造方法。

（請求項２以下省略）

１２－３５．軟弱地盤を補強できる土嚢の特許
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ１）

(11)【特許番号】特許第３９４９１５６号（Ｐ３９４９１５６）

(24)【登録日】平成１９年４月２７日（２００７．４．２７）

(45)【発行日】平成１９年７月２５日（２００７．７．２５）

(54)【発明の名称】形状保持型吊上げ式直方体バック

(21)【出願番号】特願２００６－３４３３０５（Ｐ２００６－３４３３０５）

(22)【出願日】平成１８年１２月２０日（２００６．１２．２０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】野本 太

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松岡 元

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内部に土砂が詰め込まれる直方体形状の直方体バックと、

その一端が前記直方体バックの底面の内側の中心に固定された第１の吊下体と、

各一端が前記直方体バックの底面の４つの頂点の対角線上で中心から所定距離隔たった点

にそれぞれ固定され、その各他端が前記第１の吊下体に固定された第２～第５の吊下体と

を備えるようにしたことを特徴とする形状保持型吊上げ式直方体バック。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ１）

(11)【特許番号】特許第４０１９１００号（Ｐ４０１９１００）

(24)【登録日】平成１９年９月２８日（２００７．９．２８）

(45)【発行日】平成１９年１２月５日（２００７．１２．５）

(54)【発明の名称】土嚢袋ガイド枠および土嚢袋ガイド枠を用いた土嚢袋工法

(21)【出願番号】特願２００６－２４３３２２（Ｐ２００６－２４３３２２）

(22)【出願日】平成１８年９月７日（２００６．９．７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】野本 太

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松岡 元

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

各土嚢袋の底に置き各土嚢袋を格子状に整列させるために用いられる、板状リブで矩形に

形成される土嚢袋ガイド枠において、

前記板状リブは、その中央部に形成された矩形孔と、その板状リブ上で前記矩形孔の長手

方向の各外側に形成された小孔とを備えたことを特徴とする土嚢袋ガイド枠。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４８２５７３６号（Ｐ４８２５７３６）

(24)【登録日】平成２３年９月１６日（２０１１．９．１６）

(45)【発行日】平成２３年１１月３０日（２０１１．１１．３０）



112

(54)【発明の名称】土嚢袋積層用固定具及び土嚢袋積層工法

(21)【出願番号】特願２００７－１６２５８７（Ｐ２００７－１６２５８７）

(22)【出願日】平成１９年６月２０日（２００７．６．２０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】野本 太

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】松岡 元

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

複数の孔を有する面体と、突起先端部とボルトを有する複数の突起体と、前記突起体の前

記面体への固定に供する固定ナットとを備え、前記各ボルトを前記面体の表面の孔から貫

通させ前記面体の裏面に突出したボルトに固定ナットをねじ込むことにより、前記突起体

を前記面体に固定させることを特徴とする土嚢袋積層用固定具。

（請求項２以下省略）

１２－３６．汚泥に古紙を混ぜた土の製法特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３７５６７２８号（Ｐ３７５６７２８）

(24)【登録日】平成１８年１月６日（２００６．１．６）

(45)【発行日】平成１８年３月１５日（２００６．３．１５）

(54)【発明の名称】土の変形特性の制御方法

(21)【出願番号】特願２０００－１８９９２２（Ｐ２０００－１８９９２２）

(22)【出願日】平成１２年６月２３日（２０００．６．２３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

(72)【発明者】

【氏名】堀井 清之

(72)【発明者】

【氏名】森 雅人

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

一軸圧縮強さを有する土に１ｃｍ四方以下で厚さ０．１ｍｍ以下の古紙を対象土１ｍ3 に対

して３０～９０ｋｇと対象土１ｍ3 に対して１ｋｇ以上の高分子系改良材を添加すること

により、元の一軸圧縮強さと同等の一軸圧縮強さを維持しながら、その変形係数を元の変

形係数よりも小さくし、その破壊ひずみを元の破壊ひずみよりも大きくするように制御す

ることを特徴とする既存の地盤への盛土又は軟弱地盤の浅層改良用の土の変形特性の制御

方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３７９９０２４号（Ｐ３７９９０２４）

(24)【登録日】平成１８年４月２８日（２００６．４．２８）

(45)【発行日】平成１８年７月１９日（２００６．７．１９）
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(54)【発明の名称】改良土及びその製造方法

(21)【出願番号】特願２００３－６８３６０（Ｐ２００３－６８３６０）

(22)【出願日】平成１５年３月１３日（２００３．３．１３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

72)【発明者】

【氏名】森 雅人

(72)【発明者】

【氏名】堀井 清之

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

初期含水比が１０５％から１５０％の範囲にある一軸圧縮強さを有しない土をセメント系

固化剤で固化処理して得られた土に比べて式１によって規定される湿潤密度が小さくなる

ように、式１の右辺を構成する初期含水比以外の各パラメータを設定して前記一軸圧縮強

さを有しない土に故紙と高分子系改良剤と２価又は３価の水溶性金属塩からなる助剤を添

加した後にセメント系固化剤を添加して固化処理することにより、

一軸圧縮強さを有しない土を固化処理して得られた土よりも軽量で、一軸圧縮強さを有し

ない土を固化処理して得られた土以上の一軸圧縮強さを有し、その変形係数が一軸圧縮強

さを有しない土を固化処理して得られた土の変形係数よりも小さく、その破壊ひずみが一

軸圧縮強さを有しない土を固化処理して得られた土の破壊ひずみよりも大きく、地下水位

の変動又は気象条件による乾湿繰返しを受ける場所に適用される改良土を製造することを

特徴とする改良土の製造方法。

【数１】

但し、前記改良土の湿潤密度が ρ、初期含水比がＷ0 、飽和度がＳr 、水の密度が ρW 、土粒

子の密度が ρs 、前記セメント系固化材の密度が ρc 、前記故紙の密度が ρD 、前記高分子系

改良剤の密度が ρP 、前記助剤の密度が ρL 、前記セメント系固化材の添加量が α、前記故紙

の添加量が β、前記高分子系改良剤の添加量が γ、前記助剤の添加量が δ、前記故紙による

体積増加率がｋ。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３８２８７３７号（Ｐ３８２８７３７）

(24)【登録日】平成１８年７月１４日（２００６．７．１４）

(45)【発行日】平成１８年１０月４日（２００６．１０．４）
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(54)【発明の名称】植栽土壌及びその製造方法

(21)【出願番号】特願２０００－３３０７５７（Ｐ２０００－３３０７５７）

(22)【出願日】平成１２年１０月３０日（２０００．１０．３０）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

(72)【発明者】

【氏名】堀井 清之

(72)【発明者】

【氏名】森 雅人

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

高含水比の汚泥に１ｃｍ四方以下で厚さ０．１ｍｍ以下の古紙とアクリル系ポリマーを添

加して機械的剪断応力を加えることにより前記汚泥に動圧と回転運動を与えて空隙率を低

下させ、土粒子間の距離を短くして土粒子間結合力の増大による粘りを発生させて内部に

水分を閉じ込めた状態で前記汚泥を団粒化することを特徴とする植栽土壌の製造方法。

（請求項２省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９２７５５１号（Ｐ３９２７５５１）

(24)【登録日】平成１９年３月９日（２００７．３．９）

(45)【発行日】平成１９年６月１３日（２００７．６．１３）

(54)【発明の名称】植栽土壌及びその製造方法

(21)【出願番号】特願２００４－８７０６４（Ｐ２００４－８７０６４）

(22)【出願日】平成１６年３月２４日（２００４．３．２４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】高橋 弘

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

含水比が１００％以上５００％以下である建設汚泥及び／又は浚渫底泥に、繊維質物質と

水溶性高分子物質と金属塩を添加して混合することにより、繊維質物質が汚泥中の自由水

を吸水し、水溶性高分子物質が土粒子表面の吸着水と反応して架橋作用により土粒子を結

合させ、金属塩が土粒子の団粒化を促進し、次にこれを乾燥させて団粒固化させ、次にこ

れを解砕することにより、前記土粒子と前記繊維質物質と前記金属とを含み水溶性高分子

物質で被覆された粒子の断面を露出させることを特徴とする植栽土壌の製造方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９２７５５２号（Ｐ３９２７５５２）

(24)【登録日】平成１９年３月９日（２００７．３．９）

(45)【発行日】平成１９年６月１３日（２００７．６．１３）

(54)【発明の名称】人工軽量土壌及びその製造方法

(21)【出願番号】特願２００４－８７０６５（Ｐ２００４－８７０６５）
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(22)【出願日】平成１６年３月２４日（２００４．３．２４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】高橋 弘

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

ｐＨが７未満で含水比が５００％以上１５００％以下である浄水汚泥に、繊維質物質と水

溶性高分子物質を添加して混合することにより、繊維質物質が汚泥中の自由水を吸水し、

水溶性高分子物質が土粒子表面の吸着水と反応して架橋作用により土粒子を結合させ、次

にこれを乾燥させて団粒固化させ、次にこれを解砕することにより、前記土粒子と前記繊

維質物質とを含み水溶性高分子物質で被覆された粒子の断面を露出させ、次にこれをふる

い分けすることを特徴とする人工軽量土壌の製造方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４８８４７８５号（Ｐ４８８４７８５）

(24)【登録日】平成２３年１２月１６日（２０１１．１２．１６）

(45)【発行日】平成２４年２月２９日（２０１２．２．２９）

(54)【発明の名称】改良土及び改良土の製造方法

(21)【出願番号】特願２００６－１４００２（Ｐ２００６－１４００２）

(22)【出願日】平成１８年１月２３日（２００６．１．２３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森 雅人

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】高橋 弘

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

古紙のリサイクル工程で排出される水分と固形スラッジの混合物から水分を除去して粉砕

した粉末物であるペーパースラッジと、一軸圧縮強度を有さない高含水比泥土を固化処理

するためのセメント系固化材と、古紙破砕物を高含水比泥土に添加し、セメントの水和反

応を妨げる高分子系改良材及び助剤を添加することなく混合してなる改良土であって、

前記ペーパースラッジの添加量が前記高含水比泥土に対する比率で５０～１０５ｋｇ／ｍ3

であり、前記古紙破砕物の添加量が前記高含水比泥土に対する比率で２０～５０ｋｇ／ｍ3

であり、一軸圧縮強さが２００～３００ｋＮ／ｍ2 であり盛土材としての使用に耐える乾湿

繰り返しに対する耐久性を有する改良土。

（請求項２以下省略）

１２－３７．アルミ廃缶を用いた吸音材料関連特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９１６１８３号（Ｐ３９１６１８３）

(24)【登録日】平成１９年２月１６日（２００７．２．１６）

(45)【発行日】平成１９年５月１６日（２００７．５．１６）
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(54)【発明の名称】アルミ缶を再利用した溶着アルミ帯板の製造方法

(21)【出願番号】特願平９－２５４１３７

(22)【出願日】平成９年９月３日（１９９７．９．３）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００１３０４６６

【氏名又は名称】株式会社サーマル

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号

(72)【発明者】

【氏名】二木 亮

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号 株式会社サーマル内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

アルミ缶を切断した後に、そのアルミ切断片を純窒素ガス雰囲気中で加熱して表面に付着

されている付着物を除去し、その後前記アルミ切断片を互いに係合積層させて露点の低い

窒素ガス雰囲気中で連続的に加熱、押圧、溶着し、且つその直後に圧延手段によって圧延

して溶着アルミ帯板を製造することを特徴とするアルミ缶を再利用した溶着アルミ帯板の

製造方法。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３９２８７９７号（Ｐ３９２８７９７）

(24)【登録日】平成１９年３月１６日（２００７．３．１６）

(45)【発行日】平成１９年６月１３日（２００７．６．１３）

(54)【発明の名称】産業廃棄物であるアルミ缶を用いた焼結アルミ板の製造方法及び焼結ア

ルミ板

(21)【出願番号】特願２００３－１２２４９１（Ｐ２００３－１２２４９１）

(22)【出願日】平成１５年４月２５日（２００３．４．２５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社サーマル

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ハイネット

【住所又は居所】山口県山口市大字佐山４８３６番地の

(72)【発明者】

【氏名】二木 亮

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８－８ 株式会社サーマル内

(72)【発明者】

【氏名】川路 和幸

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８－８ 株式会社サーマル内

(72)【発明者】

【氏名】平間 総好

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８－８ 株式会社サーマル内

(72)【発明者】

【氏名】豊臣 憲児

【住所又は居所】山口県山口市大字佐山４８３６番地の１ 株式会社ハイネット内
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(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

産業廃棄物であるアルミ缶を破砕し、圧縮して小塊に形成し、前記小塊の周囲を繊維状ア

ルミニウムで埋め、前記小塊及び前記繊維状アルミニウムの上下を一対の帯状のアルミニ

ウム板で挟んで押圧しつつ、アルミニウムの融点付近で焼結し、焼結アルミ板を生成する

ことを特徴とする産業廃棄物であるアルミ缶を用いた焼結アルミ板の製造方法。

【請求項２】

請求項１記載の産業廃棄物であるアルミ缶を用いた焼結アルミ板の製造方法により製造さ

れることを特徴とする焼結アルミ板。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４４７７７４７号（Ｐ４４７７７４７）

(24)【登録日】平成２２年３月１９日（２０１０．３．１９）

(45)【発行日】平成２２年６月９日（２０１０．６．９）

(54)【発明の名称】吸音材製造装置及び方法

(21)【出願番号】特願２０００－１６５５６７（Ｐ２０００－１６５５６７）

(22)【出願日】平成１２年６月２日（２０００．６．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社エーアール

【住所又は居所】東京都武蔵村山市大南１丁目６８番地１７

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社サーマル

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号

(72)【発明者】

【氏名】福原 博篤

【住所又は居所】東京都武蔵村山市大南１丁目６８番地１７株式会社エーアール内

(72)【発明者】

【氏名】二木 亮

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号株式会社サーマル内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

間に原材料を挟持しながら、装置ケースを互いに対向しながら無端的に通る一対の搬送ベ

ルトと、上記装置ケース内の入口側の位置において、上記一対の搬送ベルトを挟んで対向

するように配設された一対の加熱板と、上記一対の加熱板を外側から挟むように設けられ

た一対の断熱板と、上記一対の断熱板に対して、上記一対の加熱板を介して上記一対の搬

送ベルトに対して加圧力を付与するように加圧することにより、当該一対の搬送ベルトに

挟持された上記原材料を圧縮する加圧機構とを有する焼結装置部を上記装置ケースの上記

入口側に設けると共に、上記焼結装置部の出口側位置において、上記一対の搬送ベルトに

よって挟持されて上記焼結装置部によって加熱されて送られて来る上記原材料を冷却する

冷却装置部を設け、上記原材料は、綿状のアルミニウム繊維材料でなる上側アルミニウム

繊維材料及び下側アルミニウム繊維材料間に、アルミニウム缶を細かく切断して得られる

小片でなる多数のアルミニウム缶チップ材を有するアルミニウム缶チップ材料をサンドイ

ッチ状に添加して構成され、上記加圧機構から付与された圧縮力によって所定量だけ圧縮

された状態において上記一対の加熱板の加熱温度によって上記上側アルミニウム繊維材料
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及び上記下側アルミニウム繊維材料の繊維材料相互間、並びに当該繊維材料及び上記アル

ミニウム缶チップ材料相互間が部分的に溶着された状態で、上記冷却装置部によって冷却

されることにより上層アルミニウム繊維材料部分と、下層アルミニウム繊維材料部分との

間に、アルミニウム缶チップ材部分を添加した構成の吸音材として上記装置ケースから送

出されることを特徴とする吸音材製造装置。

（請求項２省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４６１４３１８号（Ｐ４６１４３１８）

(24)【登録日】平成２２年１０月２９日（２０１０．１０．２９）

(45)【発行日】平成２３年１月１９日（２０１１．１．１９）

(54)【発明の名称】吸音材製造方法

(21)【出願番号】特願２００４－２９３６８４（Ｐ２００４－２９３６８４）

(22)【出願日】平成１６年１０月６日（２００４．１０．６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社エーアール

【住所又は居所】東京都武蔵村山市大南１丁目６８番地１７

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社サーマル

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号

(72)【発明者】

【氏名】福原 博篤

【住所又は居所】東京都武蔵村山市大南１丁目６８番地１７株式会社エーアール内

(72)【発明者】

【氏名】柴田 康男

【住所又は居所】東京都墨田区錦糸１丁目２番１号古河スカイ株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】生井 敦

【住所又は居所】東京都墨田区錦糸１丁目２番１号古河スカイ株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】柳沢 篤

【住所又は居所】東京都墨田区綿糸１丁目２番１号古河スカイ株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】山田 治男

【住所又は居所】東京都墨田区錦糸１丁目２番１号古河スカイ株式会社内

(72)【発明者】

【氏名】二木 亮

【住所又は居所】東京都板橋区大山東町３８番８号株式会社サーマル内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

アルミニウムコイル材の端縁をバイトによって切削して得たアルミニウム繊維の束を巻芯

に巻いてなる原材料コイルを形成する原材料コイル加工ステップと、上記原材料コイルの

上記アルミニウム繊維を巻き戻して複数段の送りローラ対を通して送ると共に、上記送り

ローラ対の送出し部分の送り速度の違いを利用して送られて来る上記アルミニウム繊維を
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引きちぎることによりアルミニウム繊維素材を放出させるアルミニウム繊維素材加工ステ

ップと、上記複数段の送りローラ対を当該送り方向と直交する方向に繰り返し往復駆動す

ると共に、当該送りローラ対から放出される上記アルミニウム繊維素材に拡散用空気流を

吹き付けて加工ベルト上に飛散させることにより、上記アルミニウム繊維素材を上記加工

ベルト上に均一な厚味をもつ板状に堆積させてなる金属綿板を形成する金属綿板加工ステ

ップと、上記金属綿板を焼結することにより、上記金属綿板を構成する上記アルミニウム

繊維素材同士が接触する部分を互いに溶着してなる吸音板材料を得る焼結処理ステップ

と、上記吸音板材料を圧延することにより上記吸音板材料の上記アルミニウム繊維素材相

互間に存在する空隙を狭くすることにより空隙率を小さい値に調整してなる吸音材を得る

空隙率調整圧延ステップとを具えることを特徴とする吸音材製造方法。

（請求項２省略）

１２－３８．フルカラージャカード織りタオルの特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０８５０９７号（Ｐ４０８５０９７）

(24)【登録日】平成２０年２月２２日（２００８．２．２２）

(45)【発行日】平成２０年４月３０日（２００８．４．３０）

(54)【発明の名称】フルカラーパイル織物の織り方＿

(21)【出願番号】特願２００５－６２９６２（Ｐ２００５－６２９６２）

(22)【出願日】平成１７年３月７日（２００５．３．７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社藤高

【住所又は居所】愛媛県今治市別宮町三丁目５番地１６

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】有限会社インフィニティ

【住所又は居所】山梨県南都留郡西桂町小沼２７２－１

(72)【発明者】

【氏名】藤高 豊文

【住所又は居所】愛媛県今治市別宮町３－５－１６ 株式会社藤高内

(72)【発明者】

【氏名】宇都宮 誠

【住所又は居所】愛媛県今治市別宮町３－５－１６ 株式会社藤高内

(72)【発明者】

【氏名】藤本 圭三

【住所又は居所】山梨県南都留郡西桂町小沼２７２－１ 有限会社インフィニティ内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

赤、青、黄、白、黒から成る５色の先染め糸を繰り返し並べてタテ糸としジャカード織り

するフルカラーパイル織物の織り方であって、まず、前記５色のタテ糸を用いて各糸をパ

イル化したとき得られる単一、２色、３色、４色、５色の総組合せの実織り色ます見本を

作り、この実像をカラー画像で入力して各見本番号（ｎ）に対応する色相、明度、彩度を

数値化して記憶させておき、次に、写真、絵画をモデルとするカラー原図をカラー画像の

座標上に取込んで予定の織物構造に応じて５本の糸及び単位数のヨコ糸毎に定まる単位ピ
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ッチＰ（ij）に分解し、分解した各ピッチの色彩、色相、明度、彩度を定めて各ピッチの夫々

にその色に最も近い色の前記色見本番号（ｎ）を検索して割付け、前記割付けに基いて当

該各ピッチＰ（ij）を前記ます見本番号（ｎ）の色で織るようジャカードを駆動させるため

のジャカード制御データを形成し、形成されたジャカード制御データを用いて織機を制御

して各ピッチに応じてタテ糸中の所定の色の糸をパイル化し、前記原図を模擬するフルカ

ラーパイル織物を織ることを特徴とするフルカラーパイル織物の織り方。

１２－３９．繊維強化プラスチックから炭素繊維を分離する特許

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２０１２－２１１２２３（Ｐ２０１２－２１１２２３Ａ）

(43)【公開日】平成２４年１１月１日（２０１２．１１．１）

(54)【発明の名称】繊維強化プラスチックからのグラスファイバーの回収方法

(21)【出願番号】特願２０１１－７６６０６（Ｐ２０１１－７６６０６）

(22)【出願日】平成２３年３月３０日（２０１１．３．３０

(71)【出願人】

【識別番号】５０４１８２２５５

【氏名又は名称】国立大学法人横浜国立大学

【住所又は居所】神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９番１号

(72)【発明者】

【氏名】水口 仁

【住所又は居所】神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９番１号 国立大学法人横浜国立大学

内

(72)【発明者】

【氏名】高橋 宏雄

【住所又は居所】神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９番１号 国立大学法人横浜国立大学

内

(72)【発明者】

【氏名】島 英樹

【住所又は居所】神奈川県横浜市保土ヶ谷区常盤台７９番１号 国立大学法人横浜国立大学

内

【特許請求の範囲】

【請求項１】

グラスファイバーと、前記グラスファイバーを覆うように設けられたポリマーとを備えた

繊維強化プラスチックを、酸素の存在下、半導体粉末に１００℃以上で接触させ、前記ポ

リマーを酸化分解して除去することで、前記グラスファイバーを回収することを特徴とす

る繊維強化プラスチックからのグラスファイバーの回収方法。

（請求項２以下省略）

１２－４０．世界最小針糸の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３４７１００４号（Ｐ３４７１００４）

(24)【登録日】平成１５年９月１２日（２００３．９．１２）
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(45)【発行日】平成１５年１１月２５日（２００３．１１．２５）

(54)【発明の名称】糸付縫合針の製造方法

(21)【出願番号】特願２０００－２４１２３７（Ｐ２０００－２４１２３７）

(22)【出願日】平成１２年８月９日（２０００．８．９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社医研工業

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社河野製作所

【住所又は居所】千葉県市川市曽谷２丁目１１番１０号

72)【発明者】

【氏名】中山 與吉

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２ 株式会社医研工業内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】胴部の先端部に鋭利な針先部を備える縫合針材料を曲げ加工して該胴部に半

円弧状の形状を付与する工程と、該胴部に半円弧状の形状を付与された縫合針材料を、熱

溶着性接着剤を介して剥離自在に接着された２枚の長尺状柔軟材料の間に、該縫合針材料

の基端部が該長尺状柔軟材料から露出して該長尺状柔軟材料の長手方向と直交するように

すると共に、複数の該縫合針材料が所定間隔を存するように配置して挟持させる工程と、

該長尺状柔軟材料を長手方向に沿って間欠的に搬送しつつ、第１の所定位置で、該長尺状

柔軟材料に挟持された該縫合針材料の基端部にレーザ加工を施して該基端部から先端部側

に向かい該胴部の長さ方向に沿って下穴を穿設する工程と、第２の所定位置で、該長尺状

柔軟材料に挟持された該縫合針材料の該下穴に中ぐり加工を施して内面形状を整形するこ

とにより縫合糸がかしめ止めされる取付穴部を形成する工程と、該長尺状柔軟材料に挟持

された該縫合針材料の該取付穴部に縫合糸を挿入すると共に、該取付穴部をかしめて該縫

合糸をかしめ止めする工程とからなることを特徴とする糸付縫合針の製造方法。

【請求項２】前記中ぐり加工は、リーマ加工により行うことを特徴とする請求項１記載の

糸付縫合針の製造方法。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６８４３２６号（Ｐ３６８４３２６）

(24)【登録日】平成１７年６月３日（２００５．６．３）

(45)【発行日】平成１７年８月１７日（２００５．８．１７）

(54)【発明の名称】糸付縫合針

(21)【出願番号】特願２０００－２２２６１０（Ｐ２０００－２２２６１０）

(22)【出願日】平成１２年７月２４日（２０００．７．２４）

(73)【特許権者】

【識別番号】３９１００９７１８

【氏名又は名称】株式会社医研工業

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２

(73)【特許権者】

【識別番号】３９００２９７０２

【氏名又は名称】株式会社河野製作所

【住所又は居所】千葉県市川市曽谷２丁目１１番１０号
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(72)【発明者】

【氏名】中山 與吉

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２ 株式会社医研工業内

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

先端に鋭利な針先部を備える胴部と、該胴部の基端部から先端部側に向かって該胴部の長

さ方向に沿って穿設された取付穴部と、該取付穴部に挿入されてかしめ止めされた縫合糸

とからなる糸付縫合針において、

前記取付穴部は、該胴部の基端部から先端部方向に向けて次第に縮径する円錐状の内面形

状を備え、

前記取付穴部の内面形状は、前記基端部の外面に対して２～１０°の傾きを備えていること

を特徴とする糸付縫合針。

【請求項２】

前記取付穴部の内面形状は、前記基端部の外面に対して２～１０°の傾きを備えていること

を特徴とする糸付縫合針。

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６８４３２７号（Ｐ３６８４３２７）

(24)【登録日】平成１７年６月３日（２００５．６．３）

(45)【発行日】平成１７年８月１７日（２００５．８．１７）

(54)【発明の名称】糸付縫合針

(21)【出願番号】特願２０００－２２２６１９（Ｐ２０００－２２２６１９）

(22)【出願日】平成１２年７月２４日（２０００．７．２４）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社医研工業

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社河野製作所

【住所又は居所】千葉県市川市曽谷２丁目１１番１０号

(72)【発明者】

【氏名】中山 與吉

【住所又は居所】神奈川県津久井郡津久井町鳥屋８５２ 株式会社医研工業内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

先端に鋭利な針先部を備える胴部と、該胴部の基端部から先端部側に向かって該胴部の長

さ方向に沿って穿設された取付穴部と、該取付穴部に挿入されてかしめ止めされた縫合糸

とからなる糸付縫合針において、

前記縫合糸は、該胴部の基端部から先端部方向に向けて次第に縮径する円錐状であって、

該取付穴部がその中間部に最も径の小さい小径部を備えると共に、開口部の内径が小径部

の内径よりも大になるように形成されているかしめ部によりかしめ止めされていることを

特徴とする糸付縫合針。

【請求項２】

前記取付穴部はレーザ加工により穿設された穴部であることを特徴とする請求項１記載の

糸付縫合針。
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１２－４１．異物除去装置の特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４００９９０９号（Ｐ４００９９０９）

(24)【登録日】平成１９年９月１４日（２００７．９．１４）

(45)【発行日】平成１９年１１月２１日（２００７．１１．２１）

(54)【発明の名称】果菜食品等の手洗い機

(21)【出願番号】特願２００３－３３４６９１（Ｐ２００３－３３４６９１）

(22)【出願日】平成１５年９月２６日（２００３．９．２６）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】有限会社シオン

【住所又は居所】熊本県菊池市泗水町永２５３３番地１

(72)【発明者】

【氏名】井野 正敏

【住所又は居所】熊本県菊池郡泗水町大字永２５３３番地の１ 有限会社宝友食機内

(72)【発明者】

【氏名】井野 成人

【住所又は居所】熊本県菊池郡泗水町大字永２５３３番地の１ 有限会社宝友食機内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

作業高さに設定されある程度の深さを有し、洗浄水を受け入れて所定水位に保持する手洗

い槽と、手洗い槽の一端側から対向壁側に向けて洗浄水を横方向に噴射する噴射手段と、

対向壁に仕切られた状態で手洗い槽に隣接して配置されたバッファ槽と、手洗い槽の対向

壁側に形成され噴射手段からの洗浄水を手洗い槽外に放出させる放出部と、バッファ槽側

に設けられ放出される水内の異物を捕集する捕集手段と、放出部からの水を再び噴射手段

から洗浄水として噴射させる循環機構と、を有し、放出部は、対向壁の上端部に形成され

水面付近の水を溢流させるオーバフロー部と、手洗い槽の底壁上面と少なくとも面一ある

いはそれより下部位置に下縁を設定して手洗い槽外に水を通過させる横長のスリット孔

と、を含み、対向壁に仕切られた状態で手洗い槽に隣接してバッファ槽が配置され、バッ

ファ槽は、手洗い槽側からの水を所定水位に保持しつつ循環用ポンプ側に戻す下位室と、

下位室での水位よりも高位置に設定された上位室と、を含み、上位室は、バッファ槽内に

対して出し入れ自在のケース体であって、オーバフロー部とスリット孔とからの水を同時

に受け入れ可能であり多孔底壁で構成した上面開口のケース体から構成されていることを

特徴とする果菜食品等の手洗い機。

（請求項２省略）

12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４７１１０４７号（Ｐ４７１１０４７）

(24)【登録日】平成２３年４月１日（２０１１．４．１）

(45)【発行日】平成２３年６月２９日（２０１１．６．２９）

(54)【発明の名称】野菜等の洗浄装置

(21)【出願番号】特願２００４－３７５２５４（Ｐ２００４－３７５２５４）

(22)【出願日】平成１６年１２月２７日（２００４．１２．２７）

(73)【特許権者】
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【氏名又は名称】有限会社シオン

【住所又は居所】熊本県菊池市泗水町永２５３３番地１

(72)【発明者】

【氏名】井野 正敏

【住所又は居所】熊本県菊池郡泗水町大字永２５３３番地の１ 有限会社宝友食機内

(72)【発明者】

【氏名】井野 成人

【住所又は居所】熊本県菊池郡泗水町大字永２５３３番地の１ 有限会社宝友食機内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

機枠に設けられた洗浄槽と、洗浄槽内全体について常時一側面側から横方向に噴射し他側

面側にそのまま排出するように一方向洗浄水流を生じさせる噴射手段と、一方向洗浄水流

の排出側となる洗浄槽に設置され軽比重異物を含む水放出用のオーバフロー部と、重比重

異物を含む水放出用のスリット孔と、を含む放出部と、洗浄槽内に設けられ洗浄水の噴射

元側から放出部側に向けて下がり傾斜となる傾斜部と、傾斜部の傾斜端に接続され放出部

側に向けて平坦状に形成された平坦部からなる底壁であり、機枠の片端側の着地高さ調整

機構を介して全体が洗浄水の噴射元側から放出部側に向けて下がり傾斜状に配置された底

壁と、放出部から放出され異物除去後の水を噴射手段側に還流させて循環させる循環機構

と、洗浄槽内に一部を水没させ細線枠の多数を縦に配置し多数の縦水流間隙を形成するよ

うに骨組みした円筒状籠体であり、軸方向一端側と他端側にそれぞれ洗浄対象物の投入開

口と排出開口とを有し、回転軸線が一方向洗浄水流と直交する横方向に配置され回転に伴

って洗浄対象物を回転方向に動かして掻き揚げ落下を繰り返しながら軸方向に搬送しつつ

多数の縦水流間隙からの洗浄水で洗浄対象物を洗浄し異物を除去する円筒状籠体と、を備

えたことを特徴とする野菜等の洗浄装置。

１２－４２．ナノバブル関連特許

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０８０４４０号（Ｐ４０８０４４０）

(24)【登録日】平成２０年２月１５日（２００８．２．１５）

(45)【発行日】平成２０年４月２３日（２００８．４．２３）

(54)【発明の名称】酸素ナノバブル水およびその製造方法

(21)【出願番号】特願２００４－６２１６０（Ｐ２００４－６２１６０）

(22)【出願日】平成１６年３月５日（２００４．３．５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ＲＥＯ研究所

【住所又は居所】宮城県東松島市大曲字下台１２６－６１

(72)【発明者】

【氏名】千葉 金夫

【住所又は居所】宮城県桃生郡矢本町大曲字下台１２８－１５２ 株式会社ＲＥＯ研究所内

(72)【発明者】
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【氏名】高橋 正好

【住所又は居所】茨城県つくば市小野川１６－１ 独立行政法人産業技術総合研究所内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

界面活性剤や有機物を利用することなく、鉄、マンガン、カルシウム、ナトリウム、マグ

ネシウムイオン、その他ミネラル類の電解質イオンが混入した電気伝導度が３ｍＳ／ｃｍ

以上の水溶液中において、直径が１０～５０μｍの微小気泡に対して、電圧が２０００～３

０００Ｖの水中放電に伴う衝撃波を物理的刺激として加えることにより前記微小気泡を縮

小させ、気泡直径が５００ｎｍ以下になったときに、気液界面に吸着した水素イオンや水

酸化物イオンによる静電気的な反発力により、並びに水素イオンや水酸化物イオン及び電

解質イオンが、気液界面の縮小に伴って微小な体積の中に高濃度に濃縮して、前記微小気

泡周囲を取り囲む殻として働くことにより、中心粒径約１５０ｎｍの酸素ナノバブルを含

む酸素ナノバブル水の製造方法であって、前記酸素ナノバブル水は、製造後ガラス瓶に入

れて蓋をして冷暗所において保存して、製造から１ヶ月後の動的光散乱光度計による測定

において、生成後とほぼ同一の中心粒径約１５０ｎｍの酸素ナノバブルを含むものである

ことを特徴とする酸素ナノバブル水の製造方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１４４６６９号（Ｐ４１４４６６９）

(24)【登録日】平成２０年６月２７日（２００８．６．２７）

(45)【発行日】平成２０年９月３日（２００８．９．３）

(54)【発明の名称】ナノバブルの製造方法

(21)【出願番号】特願２００４－６２０４４（Ｐ２００４－６２０４４）

(22)【出願日】平成１６年３月５日（２００４．３．５）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ＲＥＯ研究所

【住所又は居所】宮城県東松島市大曲字下台１２６－６１

(72)【発明者】

【氏名】千葉 金夫

【住所又は居所】宮城県桃生郡矢本町大曲字下台１２８－１５２ 株式会社ＲＥＯ研究所内

(72)【発明者】

【氏名】高橋 正好

【住所又は居所】茨城県つくば市小野川１６－１ 独立行政法人産業技術総合研究所

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

鉄、マンガン、カルシウム、ナトリウム、マグネシウムイオン及びその他ミネラル類の電

解質イオンが混入した電気伝導度が３００μＳ／ｃｍ以上の水溶液中において、直径が１０

～５０μｍの微小気泡に対して、電圧が２０００～３０００Ｖの水中放電に伴う衝撃波又は

発信周波数が２０ｋＨｚ～１ＭＨｚの超音波を物理的刺激として加えることにより、前記

微小気泡が急激に縮小され、気泡直径が５００ｎｍより小さくなったときの単位面積当た
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りの電荷量が気泡径の二乗に逆比例して増加することで、気液界面に吸着した水素イオン

や水酸化物イオンによる静電気的な反発力により、並びに水素イオンや水酸化物イオン及

び電解質イオンが、気液界面の縮小に伴って微小な体積の中に高濃度に濃縮して、前記微

小気泡周囲を取り囲む殻として働くことにより、直径が５０～５００ｎｍの大きさのナノ

バブルを製造する方法であって、前記ナノバブルは、前記ナノバブルを含む水溶液として

製造後容器内で保存し、前記ナノバブルの製造から１週間後における動的光散乱光度計で

の測定において、前記ナノバブルは直径が５０～５００ｎｍの大きさのナノバブルとして

安定化していることを特徴とするナノバブルの製造方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４９２１３３２号（Ｐ４９２１３３２）

(24)【登録日】平成２４年２月１０日（２０１２．２．１０）

(45)【発行日】平成２４年４月２５日（２０１２．４．２５）

(54)【発明の名称】窒素ナノバブル水の製造方法

(21)【出願番号】特願２００７－３０９５１７（Ｐ２００７－３０９５１７）

(22)【出願日】平成１９年１１月２９日（２００７．１１．２９）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ＲＥＯ研究所

(72)【発明者】

【氏名】千葉 金夫

【住所又は居所】宮城県東松島市大曲字下台１２６－６１ 株式会社ＲＥＯ研究所内

57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

鉄イオン、カルシウムイオン、ナトリウムイオン、カリウムイオンから選ばれる少なくと

も１つの電解質イオンが混入した電気伝導度が１００μＳ／ｃｍ以上（但し３００μＳ／ｃ

ｍ以上を除く）の水溶液中において、粒径が１０～５０μｍの窒素微小気泡に対して、電圧

が２０００～３０００Ｖの水中放電に伴う衝撃波を物理的刺激として加えることにより前

記微小気泡を強制的に縮小させ、気液界面に吸着した水素イオン及び／又は水酸化物イオ

ンによる静電気的な反発力により、並びに、水素イオン、水酸化物イオン、電解質イオン

から選ばれる少なくとも１つが気液界面の縮小に伴って微小な体積の中に高濃度に濃縮し

て前記微小気泡周囲を取り囲む殻として働くことにより、製造後ペットボトルに入れて蓋

をして冷暗所において保存して、製造から１ヶ月後の電子スピン共鳴法による測定におい

て、水溶液のｐＨが２以下となるように塩酸を加えたときに、製造後と同じ水酸基ラジカ

ルの発生に関与したスペクトルピークが検出される粒径が１００ｎｍ以下の窒素ナノバブ

ルを含む窒素ナノバブル水の製造方法。

（請求項２以下省略）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４９３１２０１号（Ｐ４９３１２０１）

(24)【登録日】平成２４年２月２４日（２０１２．２．２４）

(45)【発行日】平成２４年５月１６日（２０１２．５．１６）

(54)【発明の名称】極微小気泡を含む水の製造方法および極微小気泡を含む水

(21)【出願番号】特願２００６－２８０５１３（Ｐ２００６－２８０５１３）
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(22)【出願日】平成１８年１０月１３日（２００６．１０．１３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】独立行政法人産業技術総合研究所

【住所又は居所】東京都千代田区霞が関１－３－１

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】株式会社ＲＥＯ研究所

【住所又は居所】宮城県東松島市大曲字下台１２６－６１

(72)【発明者】

【氏名】高橋 正好

【住所又は居所】茨城県つくば市小野川１６－１ 独立行政法人産業技術総合研究所内

(72)【発明者】

【氏名】千葉 金夫

【住所又は居所】宮城県東松島市大曲字下台１２６－６１ 株式会社ＲＥＯ研究所内

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

光遮断方式の液中パーティクルカウンターで計測が可能な粒径が３μｍ以下の極微小気泡

を含む水の製造方法であって、電気伝導度が１０μＳ／ｃｍ以上でノルマルヘキサン抽出物

濃度が１００ｍｇ／Ｌ以下の水中に、粒径が５０μｍ以下の微小気泡を微小気泡発生装置で

発生させた後、微小気泡発生装置の作動を止め、水中の微小気泡に物理的刺激を与えるこ

となくこれを１分間以上自然浮遊させてその粒径を縮小させることを特徴とする製造方

法。

（請求項２以下省略）

１２－４３．複合材料廃棄物の分別・破砕機特許

光ファイバー用粉砕機

(12)【公報種別】公開特許公報（Ａ）

(11)【公開番号】特開２０１１－２４５３６９（Ｐ２０１１－２４５３６９Ａ）

(43)【公開日】平成２３年１２月８日（２０１１．１２．８）

(54)【発明の名称】粉砕機

(21)【出願番号】特願２０１０－１１８５４５（Ｐ２０１０－１１８５４５）

(22)【出願日】平成２２年５月２４日（２０１０．５．２４）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社エムダイヤ

【住所又は居所】富山県中新川郡上市町若杉８７―３

(72)【発明者】

【氏名】森 誠一

【特許請求の範囲】

【請求項１】

粉砕槽（１）と、ロータ（２）とを備え、

前記粉砕槽（１）は、円板状の底面（１１）と、該底面（１１）の周囲に立設された側壁

（１２）と、前記底面（１１）に形成された排出孔（１３）とを有し、

前記ロータ（２）は、略円柱形状であり、前記底面（１１）上を転動するものであって、

外周面には円周方向に沿った三角波形状の凹凸部（２１）が形成されていることを特徴と
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する粉砕機。

(11)【公開番号】特開２０１２－２０２６１（Ｐ２０１２－２０２６１Ａ）

(43)【公開日】平成２４年２月２日（２０１２．２．２）

(54)【発明の名称】破砕機

(21)【出願番号】特願２０１０－１６１９７７（Ｐ２０１０－１６１９７７）

(22)【出願日】平成２２年７月１６日（２０１０．７．１６）

(71)【出願人】

【氏名又は名称】株式会社エムダイヤ

【住所又は居所】富山県中新川郡上市町若杉８７―３

(72)【発明者】

【氏名】森 誠一

【特許請求の範囲】

【請求項１】

ケーシングと、回転軸と、複数個の回転刃と、対向刃とを備え、前記ケーシングが、略箱

形で、対向する壁面に回転軸が取り付けられており、前記回転刃が、前記回転軸に並んで

取り付けられ、外周部に切断刃を有しており、前記対向刃が、前記回転刃の切断刃の先端

と隙間を介して前記ケーシングに取り付けられており、

前記壁面に、最も壁面に近い回転刃の壁面側部分を上側から覆うカバーが取り付けられて

いることを特徴とする破砕機

（請求項２＆３省略）

１２－４４．老舗企業森下仁丹のカプセル製造技術

発明（１）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【公告番号】特公平７－７３４９１

(24)(44)【公告日】平成７年（１９９５）８月９日

(54)【発明の名称】生細胞カプセル

(21)【出願番号】特願昭６１－６０３６１

(22)【出願日】昭和６１年（１９８６）３月１７日

(65)【公開番号】特開昭６２－２１５５３０

(43)【公開日】昭和６２年（１９８７）９月２２日

(71)【出願人】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】雨宮 浩

(72)【発明者】

【氏名】松田 武久

(72)【発明者】

【氏名】岩田 博夫

(72)【発明者】

【氏名】園井 伸輔
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【特許請求の範囲】

【請求項１】生細胞を内容物とし、これをいずれもゼリー強度 30～300 ブルームを有する

アガロース分解物からなる内層と外層からなる二重カプセル層で被覆した生細胞カプセ

ル。

（請求項２以下省略）

発明（２） シームレスカプセルの製造方法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】第２８０６５６４号

(24)【登録日】平成１０年（１９９８）７月２４日

(45)【発行日】平成１０年（１９９８）９月３０日

(54)【発明の名称】親水性物質を内容物とするシームレスカプセルおよびその製法

(21)【出願番号】特願平１－１８８０４７

(22)【出願日】平成１年（１９８９）７月２０日

(65)【公開番号】特開平３－５２６３９

(43)【公開日】平成３年（１９９１）３月６日

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】鈴木 敏行

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】内容物と該内容物を被覆する皮膜よりなるシームレスカプセルにおいて、該

内容物が親水性物質であり、該内容物と皮膜との間にショ糖の低級脂肪酸エステルが介在

することを特徴とする親水性物質を内容物とするシームレスカプセル。

【請求項２】順次増大する半径を有して同心円状に配設されたノズル、第１ノズル、第２

ノズルおよび第３ノズルからそれぞれ親水性物質液、ショ糖の低級脂肪酸エステルおよび

シームレスカプセル用皮膜液を同時に冷却液中に押し出すことを特徴とする親水性物質を

内容物とするシームレスカプセルの製造方法。
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発明（３）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３１０２９９０号（Ｐ３１０２９９０）

(24)【登録日】平成１２年８月２５日（２０００．８．２５）

(45)【発行日】平成１２年１０月２３日（２０００．１０．２３）

(54)【発明の名称】カプセルの製造方法およびそれから得られたカプセル

(21)【出願番号】特願平６－１４４４４８

(22)【出願日】平成６年６月２７日（１９９４．６．２７）

(65)【公開番号】特開平７－６９８６７

(43)【公開日】平成７年３月１４日（１９９５．３．１４）

(31)【優先権主張番号】特願平５－１６８８９１

(32)【優先日】平成５年７月８日（１９９３．７．８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】春原 秀基

(72)【発明者】

【氏名】大野 徹

(72)【発明者】

【氏名】柴田 伸之

(72)【発明者】

【氏名】堰 圭介

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 酸、水分または熱に弱い内容物質を常温で非流動性である疎水性物質に懸濁

し、これをカプセル化した後常温通風乾燥し、ついでこの乾燥カプセルをさらに真空乾燥

または真空凍結乾燥させることを特徴とする酸、水分または熱に弱い内容物質を包含する

カプセルの製造方法。

（請求項２以下省略）

発明（４） シームレスカプセル製造法

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３３１３１２４号（Ｐ３３１３１２４）

(24)【登録日】平成１４年５月３１日（２００２．５．３１）

(45)【発行日】平成１４年８月１２日（２００２．８．１２）

(54)【発明の名称】親水性物質を内容物とするシームレスカプセルおよびその製法

(21)【出願番号】特願平３－１９１７８４

(22)【出願日】平成３年７月３１日（１９９１．７．３１）

(65)【公開番号】特開平５－３１３５２

(43)【公開日】平成５年２月９日（１９９３．２．９）

(73)【特許権者】

【識別番号】０００１９１７５５

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社
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【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】菊池 幸男

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】 内容物と該内容物を被覆する皮膜よりなるシームレスカプセルにおいて、内

容物がアルコール系溶剤に溶解した親水性物質であり、該内容物と皮膜との間に水とは混

和しにくい１００℃で１０００cp 以下の粘度を有する粘稠液体が存在することを特徴とす

るシームレスカプセル。

（請求項２以下省略）

発明（５）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６６７０４５号（Ｐ３６６７０４５）

(24)【登録日】平成１７年４月１５日（２００５．４．１５）

(45)【発行日】平成１７年７月６日（２００５．７．６）

(54)【発明の名称】口臭除去用多重ソフトカプセルおよびその製造法

(21)【出願番号】特願平９－２４５２１２

(22)【出願日】平成９年９月１０日（１９９７．９．１０）

(65)【公開番号】特開平１１－７９９６４

(43)【公開日】平成１１年３月２３日（１９９９．３．２３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】春原 秀基

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】香川 勝

(72)【発明者】

【氏名】西川 昌志

(72)【発明者】

【氏名】森島 裕子

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

第１ソフトカプセル 1 の内部に１つの第２ソフトカプセル 2 を内包した多重ソフトカプセ

ル 10であって、前記第１ソフトカプセル 1 および第２ソフトカプセル 2 がいずれも内容物

として口臭除去効果を有する成分 3 および 4 を封入し、前記第２ソフトカプセルが胃溶性

であることを特徴とする口臭除去用多重ソフトカプセル 10。

（請求項２以下省略）

発明（６）
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(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第３６８８２７９号（Ｐ３６８８２７９）

(24)【登録日】平成１７年６月１７日（２００５．６．１７）

(45)【発行日】平成１７年８月２４日（２００５．８．２４）

(54)【発明の名称】耐熱性カプセルおよびその製造方法

(21)【出願番号】特願２００３－２８４９５２（Ｐ２００３－２８４９５２）

(22)【出願日】平成１５年８月１日（２００３．８．１）

(65)【公開番号】特開２００５－５２０４０（Ｐ２００５－５２０４０Ａ）

(43)【公開日】平成１７年３月３日（２００５．３．３）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】塩見 隆史

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

カプセル被膜とそれに内包されるカプセル充填液とからなるカプセルであって、該カプセ

ル被膜のカプセル被膜マトリックスとしてカードランが用いられており、

該カードランが、カプセル被膜マトリックスの総重量に対して８０重量％以上の量で含ま

れる、耐熱性カプセル。

（請求項２以下省略）

発明（７）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４０２０２８９号（Ｐ４０２０２８９）

(24)【登録日】平成１９年１０月５日（２００７．１０．５）

(45)【発行日】平成１９年１２月１２日（２００７．１２．１２）

(54)【発明の名称】生きた細胞または組織を包含するカプセル

(21)【出願番号】特願２０００－２６６９３７（Ｐ２０００－２６６９３７）

(22)【出願日】平成１２年９月４日（２０００．９．４）

(65)【公開番号】特開２００１－２４５６６０（Ｐ２００１－２４５６６０Ａ）

(43)【公開日】平成１３年９月１１日（２００１．９．１１）

【審判番号】不服２００４－２６０２３（Ｐ２００４－２６０２３／Ｊ１）

【審判請求日】平成１６年１２月２２日（２００４．１２．２２）

(31)【優先権主張番号】特願平１１－３７３７５５

(32)【優先日】平成１１年１２月２８日（１９９９．１２．２８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】浅田 雅宣

(72)【発明者】
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【氏名】波多野 由美

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】春原 秀基

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

水系液体に懸濁された生きた細胞または組織を包含するシームレスソフトカプセルであっ

て、該カプセルは、三重管ノズルのシームレスシフトカプセル製造機を用いて、該三重管

ノズルの最内部に生きた細胞または組織を含有する水系液体を、中間部に親油性材料を、

および最外部に外皮膜材料をそれぞれ供給することによって形成され、該親油性材料が、

天ぷら油、サラダ油、ビタミンＥ、小麦胚芽油、ゴマ油、融点が３５℃以下の硬化油、カ

カオバター、バター、マーガリン、ショートニングおよびショ糖脂肪酸エステルからなる

群から選択され、そして、該水系液体内で細胞または組織を増殖させ得る、カプセル。

（請求項２以下省略）

発明（８） シームレスカプセル製造３

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１０２４５９号（Ｐ４１０２４５９）

(24)【登録日】平成２０年３月２８日（２００８．３．２８）

(45)【発行日】平成２０年６月１８日（２００８．６．１８）

(54)【発明の名称】生体高分子を合成するシームレスカプセルおよびその製造方法

(21)【出願番号】特願平９－１２３８０７

(22)【出願日】平成９年５月１４日（１９９７．５．１４）

(65)【公開番号】特開平１０－３１３８６１

(43)【公開日】平成１０年１２月２日（１９９８．１２．２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】卜部 格

(72)【発明者】

【氏名】四方 哲也

(72)【発明者】

【氏名】山本 恵三

(72)【発明者】

【氏名】春原 秀基

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】波多野 由美

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

多糖類またはタンパク質を皮膜主成分とする直径０.０１～１０.０ｍｍのシームレスカプ



134

セル内に、水とは混和しにくい粘稠液体層を介して生体高分子合成材料を封入したもので

あって、該多糖類がカードラン、アガロース、またはそれらの混合物であり、該生体高分

子合成材料が鋳型核酸、生体高分子合成原料としてのプライマーおよび基質、並びにＤＮ

Ａポリメラーゼを含有することを特徴とする生体高分子を合成するシームレスカプセル。

（請求項２以下省略）

発明（９）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１８４２７８号（Ｐ４１８４２７８）

(24)【登録日】平成２０年９月１２日（２００８．９．１２）

(45)【発行日】平成２０年１１月１９日（２００８．１１．１９）

(54)【発明の名称】非ゼラチン系カプセル皮膜組成物及びそれを用いたカプセル

(21)【出願番号】特願２００３－５４５２９０（Ｐ２００３－５４５２９０）

(86)(22)【出願日】平成１４年１１月２２日（２００２．１１．２２）

(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／０１２２２０

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００３／０４３６０９

(87)【国際公開日】平成１５年５月３０日（２００３．５．３０）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３５７０５０（Ｐ２００１－３５７０５０）

(32)【優先日】平成１３年１１月２２日（２００１．１１．２２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】塩見 隆史

(72)【発明者】

【氏名】上原 泰夫

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内容物と該内容物を被覆するカプセル皮膜とからなるシームレスカプセルであって、該カ

プセル皮膜が（ａ）ＤＥ（ブドウ糖当量）の平均値が１０未満で、且つ分子量の平均値が

３０,０００以下である可溶性澱粉またはデキストリンおよび（ｂ）ゲル化剤を含有する非

ゼラチンシームレスカプセル。

（請求項２以下省略）

発明（１０）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４１８４２７８号（Ｐ４１８４２７８）

(24)【登録日】平成２０年９月１２日（２００８．９．１２）

(45)【発行日】平成２０年１１月１９日（２００８．１１．１９）

(54)【発明の名称】非ゼラチン系カプセル皮膜組成物及びそれを用いたカプセル

(21)【出願番号】特願２００３－５４５２９０（Ｐ２００３－５４５２９０）

(86)(22)【出願日】平成１４年１１月２２日（２００２．１１．２２）
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(86)【国際出願番号】ＰＣＴ／ＪＰ２００２／０１２２２０

(87)【国際公開番号】ＷＯ２００３／０４３６０９

(87)【国際公開日】平成１５年５月３０日（２００３．５．３０）

(31)【優先権主張番号】特願２００１－３５７０５０（Ｐ２００１－３５７０５０）

(32)【優先日】平成１３年１１月２２日（２００１．１１．２２）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】塩見 隆史

(72)【発明者】

【氏名】上原 泰夫

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内容物と該内容物を被覆するカプセル皮膜とからなるシームレスカプセルであって、該カ

プセル皮膜が（ａ）ＤＥ（ブドウ糖当量）の平均値が１０未満で、且つ分子量の平均値が

３０,０００以下である可溶性澱粉またはデキストリンおよび（ｂ）ゲル化剤を含有する非

ゼラチンシームレスカプセル。

（請求項２以下省略）

発明（１１）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４２１７０２９号（Ｐ４２１７０２９）

(24)【登録日】平成２０年１１月１４日（２００８．１１．１４）

(45)【発行日】平成２１年１月２８日（２００９．１．２８）

(54)【発明の名称】シームレスカプセル

(21)【出願番号】特願２００２－１３６９７１（Ｐ２００２－１３６９７１）

(22)【出願日】平成１４年５月１３日（２００２．５．１３）

(65)【公開番号】特開２００３－３２５６３８（Ｐ２００３－３２５６３８Ａ）

(43)【公開日】平成１５年１１月１８日（２００３．１１．１８）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造１丁目１番３０号

(72)【発明者】

【氏名】浅田 雅宣

(72)【発明者】

【氏名】浜地 芳典

(72)【発明者】

【氏名】金谷 忠

(72)【発明者】

【氏名】松浦 洋一

(57)【特許請求の範囲】
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【請求項１】

同心多重ノズルを用いて得られるシームレスカプセルであって、

該同心多重ノズルの最外側のノズルから感光性樹脂および高分子ゲル化剤を含有する皮膜

組成物でなる皮膜形成用液体と、該最外側のノズルと隣接するノズルから油状物とを同時

にキャリア流体中に滴下して、光照射により皮膜を形成させてカプセルを得、次いで、加

熱により該高分子ゲル化剤を溶解して皮膜から除くことにより、カプセル皮膜に孔を形成

することにより得られ、そして、該同心多重ノズルが同心二重ノズルまたは同心三重ノズ

ルであり、

該高分子ゲル化剤が、ゼラチン、カラギーナン、ファーセレラン、寒天、グルコマンナン、

アルギン酸、ローカストビーンガム、タマリンドガム、グアーガム、アラビアガム、ペク

チン、プルラン、キサンタンガム、およびジェランガムからなる群より選択される少なく

とも１種である、シームレスカプセル。

（請求項２以下省略）

発明（１２）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４６１４２５８号（Ｐ４６１４２５８）

(24)【登録日】平成２２年１０月２９日（２０１０．１０．２９）

(45)【発行日】平成２３年１月１９日（２０１１．１．１９）

(54)【発明の名称】崩壊性が改良されたソフトカプセル

(21)【出願番号】特願２００１－１７７５１３（Ｐ２００１－１７７５１３）

(22)【出願日】平成１３年６月１２日（２００１．６．１２）

(65)【公開番号】特開２００２－３６０６６５（Ｐ２００２－３６０６６５Ａ）

(43)【公開日】平成１４年１２月１７日（２００２．１２．１７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造一丁目２番４０号

(72)【発明者】

【氏名】浅田 雅宣

(72)【発明者】

【氏名】水谷 勝史

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】河原 有三

(72)【発明者】

【氏名】春原 秀基

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

最内層と、該最内層を覆う内皮膜層と、該内皮膜層を覆う外皮膜層とを有する三層構造の

シームレスソフトカプセルであって、該内皮膜層が、硬化油脂を含む皮膜であり、そして、

該外皮膜層が、硬化油脂を分解し得る酵素または微生物を含有し、かつ乾燥されている、

シームレスソフトカプセル。

（請求項２以下省略）
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発明（１２）

(12)【公報種別】特許公報（Ｂ２）

(11)【特許番号】特許第４９４８８２８号（Ｐ４９４８８２８）

(24)【登録日】平成２４年３月１６日（２０１２．３．１６）

(45)【発行日】平成２４年６月６日（２０１２．６．６）

(54)【発明の名称】胃内浮遊滞留シームレスカプセルとその製造方法

(21)【出願番号】特願２００５－３４１９２５（Ｐ２００５－３４１９２５）

(22)【出願日】平成１７年１１月２８日（２００５．１１．２８）

(65)【公開番号】特開２００７－１４５７５６（Ｐ２００７－１４５７５６Ａ）

(43)【公開日】平成１９年６月１４日（２００７．６．１４）

【審判番号】不服２００９－２４１１６（Ｐ２００９－２４１１６／Ｊ１）

【審判請求日】平成２１年１２月７日（２００９．１２．７）

(73)【特許権者】

【氏名又は名称】森下仁丹株式会社

【住所又は居所】大阪府大阪市中央区玉造一丁目２番４０号

(72)【発明者】

【氏名】釜口 良誠

(72)【発明者】

【氏名】塩見 隆史

(72)【発明者】

【氏名】橋本 拓

(57)【特許請求の範囲】

【請求項１】

内容物および該内容物を包含する少なくとも１層の皮膜物質層からなり、該内容物が気体

または発泡成分を含有し、該皮膜物質層がカードランを含有し、かつ該内容物および／ま

たは該皮膜物質層が目的有効成分を更に含有し、該目的有効成分が該カードランを含有す

る層または該層より内側にあることを特徴とする胃内浮遊滞留シームレスカプセルであっ

て、該カードランの量は、カードラン含有皮膜物質層の総重量をベースとして、８０重量％

以上であり、該発泡成分が、胃酸による低ｐＨにより炭酸ガスを発生させる炭酸水素ナト

リウムから成り、該目的有効成分が、小腸上部吸収薬効成分、健胃成分、胃粘膜保護成分、

胃粘膜修復成分、ピロリ菌殺菌成分、ピロリ菌産生毒素分解成分、ピロリ菌産生毒素中和

成分、ピロリ菌産生毒素無毒化成分、消臭成分およびそれらの２つ以上の組合せから成る

群から選択される、医薬品成分または機能性食品成分であり、該目的有効成分が難水溶性

または易水溶性である、シームレスカプセル。

（請求項２以下省略）
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おわりに

新製品開発のヒントとなる技術を紹介した。一人の人間の眼にとまった技術を紹介した

ので、当然これ以外にも多くの素晴らしい新技術が存在することが予想される。日本はも

のづくりに適した国民であり、ものづくりを続ける限りにおいては国が衰退することはあ

りえない。何故なら、ものをつくるという行為は、付加価値を生む行為であり、付加価値

とはお金でもある。勤勉さが失われることなく、自らが創意工夫して新しいものを作ろう

とする国が衰退する道理はない。

今回まとめるに当たり、多くの人の知見を拝借させていただいた。ここにまとめて御礼

を申し上げる次第である。本書は多くの方々の思考と知恵の産物である。著者のオリジナ

リティはほとんどない。
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